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(57)【要約】
【課題】簡単な構成の受光面パターンを持つ光検出器を
使用して対物レンズシフトに起因するオフセット成分を
キャンセルすることを可能とする光ヘッド装置を提供す
る。
【解決手段】光ディスク装置に搭載される光ヘッド装置
３Ｅは回折光学素子２１と光検出器２２とを備える。回
折光学素子２１は、反射回折光ビームの０次光成分の一
部と反射回折光ビームの±１次光成分とが入射する位置
に配置される主回折領域２１０と、反射回折光ビームの
０次光成分の他の一部が入射する位置に配置される副回
折領域２１１Ａ，２１１Ｂとを含む。光検出器２２の主
受光部２３は、主回折領域２１０及び副回折領域２１１
Ａ，２１１Ｂを透過した透過回折光ビームの０次光成分
を受光する。副受光部２４，２５は、副回折領域２１１
Ａ，２１１Ｂを透過した透過回折光ビームの＋１次光成
分及び－１次光成分をそれぞれ受光する。
【選択図】図３７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レーザ光源と、
　前記レーザ光源から出射される光ビームを集光して光ディスクに照射する対物レンズと
、
　前記光ディスクで反射し前記対物レンズを透過した戻り光ビームを回折させて透過回折
光ビームを出射する回折光学素子と、
　前記透過回折光ビームを受光する光検出器とを備え、
　前記回折光学素子は、
　前記戻り光ビームに含まれる反射回折光ビームの０次光成分の一部と前記反射回折光ビ
ームの±１次光成分の一部とが入射する位置に配置され、０次回折作用と±１次回折作用
を有する主回折領域と、
　前記反射回折光ビームの０次光成分と前記反射回折光ビームの±１次光成分とがなす列
の方向を第１の方向とし、前記第１の方向と直交する第２の方向において前記主回折領域
の外側で、且つ前記反射回折光ビームの０次光成分の他の一部が入射される位置に配置さ
れ、０次回折作用と±１次回折作用とを有する副回折領域とを含み、
　前記副回折領域は、前記反射回折光ビームの０次光成分と前記反射回折光ビームの±１
次光成分とが重なり合う光成分の一部が入射される位置に形成されており、
　前記光検出器は、
　前記主回折領域および前記副回折領域を透過した透過回折光ビームの０次光成分を受光
する主受光部と、
　前記副回折領域を透過した透過回折光ビームの＋１次光成分および－１次光成分のうち
いずれか一方を受光する副受光部とを含み、
　前記副受光部は、少なくとも２つの受光面を有する
ことを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の光ヘッド装置であって、
　前記光ディスクは、複数の情報記録層を含み、
　前記副受光部は、前記複数の情報記録層のうち情報の記録もしくは再生の対象となる情
報記録層と隣り合う情報記録層からの反射光成分が入射しない位置に配置されている
ことを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項３】
　請求項１に記載の光ヘッド装置であって、
　前記光ディスクは、複数の情報記録層を含み、
　前記副受光部は、前記複数の情報記録層のうち情報の記録もしくは再生の対象となる情
報記録層との層間隔が最も狭い情報の記録もしくは再生の対象とならない情報記録層から
の反射光成分が入射しない位置に配置されている
ことを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項４】
　請求項１から３のうちのいずれか１項に記載の光ヘッド装置であって、
　前記主受光部は、前記対物レンズが前記光ディスクの表面に沿って移動する第３の方向
にほぼ沿って配列された第１組の受光面及び第２組の受光面を含み、
　前記第１組の受光面は、前記光ディスクのタンジェンシャル方向に対応する第４の方向
にほぼ沿って配列された複数の受光面からなり、
　前記第２組の受光面は、前記第４の方向に沿ってほぼ配列された複数の受光面からなる
ことを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項５】
　請求項１から４のうちのいずれか１項に記載の光ヘッド装置であって、
　前記回折光学素子は、前記副回折領域よりも前記第２の方向の外側に配置された周辺回
折領域をさらに含み、
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　前記周辺回折領域は、前記戻り光ビームのうち該周辺回折領域に入射した光を光検出器
の方向以外の方向に回折させる回折構造を有する
ことを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項６】
　波長の異なる複数の光ビームをそれぞれ出射する複数のレーザ光源と、
　前記複数のレーザ光源のいずれかから出射される光ビームを集光して光ディスクに照射
する対物レンズと、
　前記光ディスクで反射し前記対物レンズを透過した戻り光ビームを回折させて透過回折
光ビームを出射する回折光学素子と、
　前記透過回折光ビームを受光する光検出器と
を備え、
　前記回折光学素子は、
　前記複数のレーザ光源から出射される光ビームの波長のうち第１の波長を有する前記戻
り光ビームに含まれる反射回折光ビームの０次光成分の一部と前記反射回折光ビームの±
１次光成分の一部とが入射する位置に配置され、前記第１の波長の光に対して０次回折作
用と±１次回折作用を有する主回折領域と、
　前記反射回折光ビームの０次光成分と前記反射回折光ビームの±１次光成分とがなす列
の方向を第１の方向とし、前記第１の方向と直交する第２の方向において前記主回折領域
の外側で、且つ前記反射回折光ビームの０次光成分の他の一部が入射される位置に配置さ
れ、前記第１の波長の光に対して０次回折作用と±１次回折作用を有する副回折領域とを
含み、
　前記副回折領域は、前記反射回折光ビームの０次光成分と前記反射回折光ビームの±１
次光成分とが重なり合う光成分の一部が入射される位置に形成されており、
　前記光検出器は、
　前記主回折領域及び前記副回折領域を透過した前記第１の波長を有する当該透過回折光
ビームの０次光成分を受光する主受光部と、
　前記副回折領域を透過した前記第１の波長を有する当該透過回折光ビームの＋１次光成
分及び－１次光成分のうちいずれか一方を受光する副受光部と
を含み、
　前記副受光部は、少なくとも２つの受光面を有する
ことを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項７】
　請求項６に記載の光ヘッド装置であって、
　前記光ディスクは、複数の情報記録層を含み、
　前記副受光部は、前記複数の情報記録層のうち前記第１の波長の光を用いた情報の記録
もしくは再生の対象となる情報記録層と隣り合う情報記録層からの反射光成分が入射しな
い位置に配置されている
ことを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項８】
　請求項６に記載の光ヘッド装置であって、
　前記光ディスクは、複数の情報記録層を含み、
　前記副受光部は、前記複数の情報記録層のうち前記第１の波長の光を用いた情報の記録
もしくは再生の対象となる情報記録層との層間隔が最も狭い情報の記録もしくは再生の対
象とならない情報記録層からの反射光成分が入射しない位置に配置されている
ことを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項９】
　請求項１または６に記載の光ヘッド装置であって、前記副回折領域と前記主回折領域と
の境界線は、直線、曲線、または直線と曲線との組み合わせで形成されていることを特徴
とする光ヘッド装置。
【請求項１０】
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　請求項６に記載の光ヘッド装置であって、前記複数のレーザ光源のうちのいずれかから
出射され前記第１の波長を有する当該光ビームを集光して前記光ディスクに照射する当該
対物レンズが、前記光ディスクの半径線から前記光ディスクのタンジェンシャル方向に離
間した前記半径線に平行な線上を移動自在であることを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の光ヘッド装置であって、前記回折光学素子の前記主回折領域及び前
記副回折領域が並行して配置される方向が、前記光ディスクの半径線上における接線と異
なる角度を有することを特徴とする光ヘッド装置。
【請求項１２】
　請求項１から１１のうちのいずれか１項に記載の光ヘッド装置と、
　光ディスクを回転駆動させるディスク駆動部と、
　前記光ヘッド装置の光検出器により検出された信号に基づいてトラッキングエラー信号
を生成する信号処理部と
を備え、
　前記信号処理部は、
　前記光検出器に含まれる主受光部により検出された信号に基づいてプッシュプル信号を
生成し、
　前記光検出器に含まれる副受光部により検出された信号に基づいて、前記光検出器に対
する対物レンズの相対変位に起因するオフセット成分を生成し、
　前記プッシュプル信号から前記オフセット成分を減算することで前記トラッキングエラ
ー信号を生成する
ことを特徴とする光ディスク装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光ヘッド装置及びこれを搭載した光ディスク装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　半導体レーザから放射され光ディスクの情報記録層に集光された光ビームを情報トラッ
クに追従させる方法として、１ビームプッシュプル方式が広く知られている。この１ビー
ムプッシュプル方式では、光ディスクの情報トラックで反射し回折した光ビーム（戻り光
ビーム）は、光検出器における２つの受光面に分割された受光部で検出される。これら受
光面でそれぞれ検出された信号間の差分としてプッシュプル信号を得ることができる。こ
のプッシュプル信号のレベルをゼロに近づけるようにアクチュエータが対物レンズを光デ
ィスクのラジアル方向にシフトさせることで光ビームを記録トラックに追従させることが
可能である。
【０００３】
　しかしながら、従来の１ビームプッシュプル方式においては、対物レンズがアクチュエ
ータによって駆動されて光ディスクのラジアル方向にシフトすると、対物レンズの位置と
光検出器の位置とが互いにずれることがある。このとき、受光面に照射される光スポット
の中心位置が、２つの受光領域を互いに隔てる分割線からずれるので、プッシュプル信号
に直流オフセット（以下、単に「オフセット成分」と呼ぶ。）が重畳されることが知られ
ている。
【０００４】
　このようなオフセット成分を消去する技術が、たとえば、特許文献１（特開平８－６３
７７８号公報）に開示されている。特許文献１に開示されている光学ピックアップは、光
ディスクで反射した戻り光ビームから０次光と±１次光とを分離する偏光性ホログラムを
備えている。分離された０次光、＋１次光及び－１次光はそれぞれ対応する受光面で検出
され、これら＋１次光及び－１次光の検出信号の差分がプッシュプル信号として利用され
る。ここで、＋１次光及び－１次光をそれぞれ検出する受光面は、対物レンズが光検出器
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に対して相対的に移動したとしても、その移動量に影響されない面積を有するので、オフ
セット成分の無いプッシュプル信号を得ることが可能である。
【０００５】
　また、１枚の光ディスクに記録できる情報量を拡大する１つの手段として、複数の情報
記録層が積層され、おおよそその層数倍だけ記録できる情報量を増大させた多層光ディス
ク方式がある。たとえば、商用化されているＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌ
ｅ　Ｄｉｓｃ）およびＢＤ（Ｂｌｕ－ｒａｙ　Ｄｉｓｃ：登録商標）の規格においては、
２つの情報記録層を有する２層ディスクがすでに実用化されている。
【０００６】
　このような多層方式の光ディスクへの記録または再生を行う光ディスク装置においては
、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層からの反射光以外に、他の
情報記録層からの反射光が所謂迷光として検出される。このため、所望の情報記録層に対
して情報を高速かつ正確に記録または再生するためには、この迷光を極力排除するなどし
て、記録または再生への影響を軽減する工夫が必要となる。とくに、トラッキングエラー
検出方式においては、対物レンズシフト時に生ずるオフセット成分をキャンセルする方式
として、差動プッシュプル方式が一般に採用されている。この差動プッシュプル方式にお
いては、レーザ光源から出射された光ビームは、回折格子で１つの主ビームと２つの副ビ
ームとからなる３つの光ビームに分割され、光ディスクの情報記録面の情報記録層に３つ
の光スポットとして形成される。情報記録層への情報の記録または再生は、中央に形成さ
れる主ビームによる光スポットで行われ、両端に形成される副ビームの光スポットは、ト
ラッキングエラー信号生成のために使用される。通常、副ビームの光強度は、主ビームの
光強度に比べて充分小さくなるように回折格子によって分割されている。このため、所望
の情報記録層で反射した副ビームの光強度と、他の情報記録層で反射した迷光、とくに主
ビームによる迷光の光強度とが同じ程度となる場合があり、このような他の情報記録層で
反射した迷光によってトラッキングエラー信号が大きく揺らぎ、トラッキングエラー信号
の品質が損なわれることが問題となっていた。
【０００７】
　ところで、多層方式の光ディスクにおいて記録容量をさらに拡大するためには、情報記
録層数を増やす方法が容易に考えられる。その場合、隣接する情報記録層間の間隔を狭く
することも必要となり、上述した所望の情報記録層以外の他の情報記録層からの迷光の光
強度が増加する傾向となる。例えば、２層ディスクの場合には、迷光が生じる他の情報記
録層は１つの層だけであるのに対して、Ｎ層の光ディスクでは（Ｎ－１）層からの迷光が
発生するため、迷光の光強度がますます増加する傾向となる。
【０００８】
　このような迷光の影響を軽減する技術として、たとえば、特許文献２（国際公開第９６
／０２０４７３号）、特許文献３（特開２００８－１９８３３６号公報）及び特許文献４
（特開２００５－２０３０９０号公報）に記載されたものがある。特許文献２には、副ビ
ームを受光する光検出器の受光面を、他の情報記録層で反射した主ビームが入射しない位
置に配置した光ヘッド装置が開示されている。この光ヘッド装置においては、迷光成分が
光検出器で検出されなくなり、トラッキングエラー信号の品質が損なわれない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平８－６３７７８号公報（段落００１７、図１）
【特許文献２】国際公開第９６／０２０４７３号（１２頁、図５）
【特許文献３】特開２００８－１９８３３６号公報（段落０１４９－０１５５、図２３）
【特許文献４】特開２００５－２０３０９０号公報（段落００５７、図６）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
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　しかしながら、上記特許文献１に開示されている技術では、光検出器の受光面パターン
として偏光性ホログラムのパターンに依存した特別な構成のものが必要となるので、光ヘ
ッド装置の構成が複雑になり、製造コストが嵩むという問題がある。
【００１１】
　また、特許文献２に開示されている技術では、回折格子によって分割された本来微弱な
副ビームのみからトラッキングエラー信号を生成しているので、トラッキングエラー信号
自体が微弱であるという問題がある。このため、所望の情報記録層と他の情報記録層との
間隔のばらつきによる迷光の変動や、光ディスクに付着した埃や光ディスク表面の傷など
の影響で光ビームが乱されて発生した異常な迷光の発生により、微弱なトラッキングエラ
ー信号の品質が損なわれ、再生信号の品質が劣化するという問題がある。
【００１２】
　上記に鑑みて本発明の目的の１つは、簡単な構成の受光面パターンを持つ光検出器を使
用して対物レンズシフトに起因するオフセット成分をキャンセルすることを可能とする光
ヘッド装置及びこれを搭載する光ディスク装置を提供することである。
【００１３】
　本発明の他の目的は、光ディスクに照射されるレーザ光源から出射された光ビームの光
強度の損失を伴うことなく、多層の光ディスクにおいて所望の情報記録層以外の他の情報
記憶層からの迷光を軽減し、トラッキングエラー信号から、対物レンズシフトに起因する
オフセット成分を除くことを可能とする光ヘッド装置および光ディスク装置を提供するこ
とである。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明の第１の態様による光ヘッド装置は、レーザ光源と、前記レーザ光源から出射さ
れる光ビームを集光して光ディスクに照射する対物レンズと、前記光ディスクで反射し前
記対物レンズを透過した戻り光ビームを回折させて透過回折光ビームを出射する回折光学
素子と、前記透過回折光ビームを受光する光検出器とを備え、前記回折光学素子は、前記
戻り光ビームに含まれる反射回折光ビームの０次光成分の一部と前記反射回折光ビームの
±１次光成分の一部とが入射する位置に配置され、０次回折作用と±１次回折作用を有す
る主回折領域と、前記反射回折光ビームの０次光成分と前記反射回折光ビームの±１次光
成分とがなす列の方向を第１の方向とし、前記第１の方向と直交する第２の方向において
前記主回折領域の外側で、且つ前記反射回折光ビームの０次光成分の他の一部が入射され
る位置に配置され、０次回折作用と±１次回折作用とを有する副回折領域とを含み、前記
副回折領域は、前記反射回折光ビームの０次光成分と前記反射回折光ビームの±１次光成
分とが重なり合う光成分の一部が入射される位置に形成されており、前記光検出器は、前
記主回折領域および前記副回折領域を透過した透過回折光ビームの０次光成分を受光する
主受光部と、前記副回折領域を透過した透過回折光ビームの＋１次光成分及び－１次光成
分のうちいずれか一方を受光する副受光部とを含み、前記副受光部は、少なくとも２つの
受光面を有することを特徴とする。
【００１５】
　本発明の第２の態様による光ヘッド装置は、波長の異なる複数の光ビームをそれぞれ出
射する複数のレーザ光源と、前記複数のレーザ光源のいずれかから出射される光ビームを
集光して光ディスクに照射する対物レンズと、前記光ディスクで反射し前記対物レンズを
透過した戻り光ビームを回折させて透過回折光ビームを出射する回折光学素子と、前記透
過回折光ビームを受光する光検出器とを備え、前記回折光学素子は、前記複数のレーザ光
源から出射される光ビームの波長のうち第１の波長を有する前記戻り光ビームに含まれる
反射回折光ビームの０次光成分の一部と前記反射回折光ビームの±１次光成分の一部とが
入射する位置に配置され、前記第１の波長の光に対して０次回折作用と±１次回折作用を
有する主回折領域と、前記反射回折光ビームの０次光成分と前記反射回折光ビームの±１
次光成分とがなす列の方向を第１の方向とし、前記第１の方向と直交する第２の方向にお
いて前記主回折領域の外側で、且つ前記反射回折光ビームの０次光成分の他の一部が入射
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される位置に配置され、前記第１の波長の光に対して０次回折作用と±１次回折作用を有
する副回折領域とを含み、前記副回折領域は、前記反射回折光ビームの０次光成分と前記
反射回折光ビームの±１次光成分とが重なり合う光成分の一部が入射される位置に形成さ
れており、前記光検出器は、前記主回折領域及び前記副回折領域を透過した前記第１の波
長を有する当該透過回折光ビームの０次光成分を受光する主受光部と、前記副回折領域を
透過した前記第１の波長を有する当該透過回折光ビームの＋１次光成分及び－１次光成分
のうちいずれか一方を受光する副受光部とを含み、前記副受光部は、少なくとも２つの受
光面を有することを特徴とする。
【００１６】
　本発明の第３の態様による光ディスク装置は、上記第１または第２の態様のいずれかに
よる光ヘッド装置と、光ディスクを回転駆動させるディスク駆動部と、前記光ヘッド装置
の光検出器により検出された信号に基づいてトラッキングエラー信号を生成する信号処理
部とを備え、前記信号処理部は、前記光検出器に含まれる主受光部により検出された信号
に基づいてプッシュプル信号を生成し、前記光検出器に含まれる副受光部により検出され
た信号に基づいて、前記光検出器に対する対物レンズの相対変位に起因するオフセット成
分を生成し、前記プッシュプル信号から前記オフセット成分を減算することで前記トラッ
キングエラー信号を生成することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、簡単な構成の受光面パターンを持つ光検出器を用いて、オフセットが
除かれたトラッキングエラー信号を生成することができる。また、本発明によれば、レー
ザ光源から出射された光ビームの光強度の損失を伴うことなく、多層の光ディスクにおい
て所望の情報記録層以外の他の情報記録層からの迷光を軽減し、対物レンズシフトに起因
するオフセット成分を除くことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明に係る実施の形態１の光ディスク装置の構成を概略的に示す図である。
【図２】実施の形態１の光ヘッド装置の主な構成を概略的に示す斜視図である。
【図３】実施の形態１のホログラム光学素子の光入射面の構成を概略的に示す平面図であ
る。
【図４】（ａ）及び（ｂ）は、実施の形態１のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図
である。
【図５】（ａ），（ｂ），（ｃ）は、対物レンズシフトと光検出器における照射光スポッ
トの位置との関係を概略的に示す図である。
【図６】（ａ），（ｂ），（ｃ）は、対物レンズシフトとトラッキングエラー信号の信号
成分との関係を概略的に示す図である。
【図７】（ａ），（ｂ）は、光ディスクの信号長に起因する回折光がホログラム光学素子
に照射された状態を概略的に示す平面図である。
【図８】（ａ），（ｂ）は、信号長に対する再生ＲＦ信号の強度特性の例を概略的に示す
図である。
【図９】（ａ），（ｂ），（ｃ）は、副回折領域の０次回折効率と主回折領域の０次回折
効率の好ましい範囲を示す分布図である。
【図１０】実施の形態２のホログラム光学素子の副回折領域の０次回折効率と主回折領域
の０次回折効率との好適な範囲を示す分布図である。
【図１１】（ａ）は、実施の形態１のホログラム光学素子を含む光ヘッド装置の構成の一
部を概略的に示す図であり、（ｂ）は、本発明に係る実施の形態３のホログラム光学素子
を含む光ヘッド装置の構成の一部を概略的に示す図である。
【図１２】本発明に係る実施の形態４のホログラム光学素子を含む光ヘッド装置の構成の
一部を概略的に示す図である。
【図１３】実施の形態５の光ヘッド装置の主な構成を概略的に示す斜視図である。
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【図１４】実施の形態５のホログラム光学素子の光入射面の構成を概略的に示す平面図で
ある。
【図１５】実施の形態５のホログラム光学素子の回折領域の回折パターンを示す断面図で
ある。
【図１６】（ａ）及び（ｂ）は、実施の形態５における、ホログラム光学素子及び光検出
器の斜視図である。
【図１７】（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、実施の形態５における、対物レンズシフトと光
検出器における照射光スポットの位置との関係を概略的に示す図である。
【図１８】（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、実施の形態５における、対物レンズシフトとト
ラッキングエラー信号の信号成分との関係を概略的に示す図である。
【図１９】（ａ）及び（ｂ）は、実施の形態５における、ホログラム光学素子を含む光ヘ
ッド装置の構成の一部を概略的に示す平面図である。
【図２０】実施の形態５の光検出器の斜視図である。
【図２１】（ａ）、（ｂ）は、実施の形態５における、光ディスクの信号長に起因する回
折光がホログラム光学素子に照射された状態を概略的に示す平面図である。
【図２２】（ａ）及び（ｂ）は、実施の形態５における、信号長に対する再生ＲＦ信号の
強度特性の例を概略的に示す図である。
【図２３】（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、実施の形態５における、副回折領域の０次回折
効率と主回折領域の０次回折効率の好ましい範囲を示す分布図である。
【図２４】本発明に係る実施の形態６の光ヘッド装置の主な構成を概略的に示す平面図で
ある。
【図２５】実施の形態６における、ホログラム光学素子の回折格子溝深さと回折効率の関
係を示すグラフ図である。
【図２６】（ａ）及び（ｂ）は、実施の形態６における、第１の半導体レーザを動作させ
た場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。
【図２７】（ａ）及び（ｂ）は、実施の形態６における、第２もしくは第３の半導体レー
ザを動作させた場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。
【図２８】本発明に係る実施の形態７の光ヘッド装置の主な構成を概略的に示す平面図で
ある。
【図２９】実施の形態７の半導体レーザパッケージを示す正面図である。
【図３０】（ａ）及び（ｂ）は、実施の形態７における、第１の半導体レーザを動作させ
た場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。
【図３１】（ａ）及び（ｂ）は、実施の形態７における、第２の半導体レーザを動作させ
た場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。
【図３２】（ａ）及び（ｂ）は、実施の形態７における、第３の半導体レーザを動作させ
た場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。
【図３３】実施の形態８のホログラム光学素子の回折格子溝を示す断面図である。
【図３４】実施の形態８のホログラム光学素子の回折格子溝深さと回折効率の関係を示す
グラフ図である。
【図３５】実施の形態９における、ホログラム光学素子の副回折領域の０次回折効率と主
回折領域の０次回折効率との好適な範囲を示す分布図である。
【図３６】本発明に係る実施の形態１０のホログラム光学素子を含む光ヘッド装置の構成
の一部を概略的に示す平面図である。
【図３７】実施の形態１１による光ヘッド装置の構成を概略的に示す斜視図である。
【図３８】実施の形態１１のホログラム光学素子の構成を概略的に示す平面図である。
【図３９】実施の形態１１のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。
【図４０】４層のＢＤ光ディスクで規定されている情報記録層の構成表である。
【図４１】（ａ）～（ｄ）は、実施の形態１１の光検出器における迷光の分布を示す平面
図である。
【図４２】（ａ），（ｂ），（ｃ）は、実施の形態１１の対物レンズシフトと光検出器に
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おける照射光スポットの位置との関係を示した概略図である。
【図４３】（ａ），（ｂ），（ｃ）は、実施の形態１１の対物レンズシフトとトラッキン
グエラー信号の信号成分ＭＰＰ、ＳＰＰとの関係を示す特性図である。
【図４４】実施の形態１１のホログラム光学素子を含む光ヘッド装置の模式図である。
【図４５】（ａ）～（ｄ）は、実施の形態１１の光検出器における迷光の分布を示す平面
図である。
【図４６】（ａ）～（ｄ）は、実施の形態１１の光検出器における迷光の分布を示す平面
図である。
【図４７】実施の形態１１の光検出器の別のレイアウトを表す平面図である。
【図４８】実施の形態１１の光検出器の別のレイアウトを表す平面図である。
【図４９】実施の形態１２による光ヘッド装置の構成を概略的に示す斜視図である。
【図５０】（ａ），（ｂ）は、実施の形態１２のホログラム光学素子及び光検出器の斜視
図である。
【図５１】実施の形態１２のホログラム光学素子の回折格子溝深さと回折効率の関係を示
す特性図である。
【図５２】（ａ），（ｂ）は、実施の形態１２のホログラム光学素子及び光検出器の斜視
図である。
【図５３】実施の形態１３の光ヘッド装置の構成を概略的に示す平面図である。
【図５４】実施の形態１３の半導体レーザパッケージを示す正面図である。
【図５５】（ａ），（ｂ）は、実施の形態１３のホログラム光学素子及び光検出器の斜視
図である。
【図５６】（ａ），（ｂ）は、実施の形態１３のホログラム光学素子及び光検出器の斜視
図である。
【図５７】（ａ），（ｂ）は、実施の形態１３のホログラム光学素子及び光検出器の斜視
図である。
【図５８】（ａ），（ｂ）は、実施の形態１３のホログラム光学素子及び光検出器の斜視
図である。
【図５９】（ａ）は、実施の形態１４のホログラム光学素子の断面模式図であり、（ｂ）
は、実施の形態１４のホログラム光学素子の特性図である。
【図６０】（ａ）は、実施の形態１５のホログラム光学素子の断面模式図であり、（ｂ）
は、実施の形態１５のホログラム光学素子の特性図である。
【図６１】実施の形態１６のホログラム光学素子を含む光ヘッド装置の模式図である。
【図６２】実施の形態１７のホログラム光学素子の構成を概略的に示す平面図である。
【図６３】実施の形態１８における光ディスクの表面と対物レンズとの配置関係を示す平
面図である。
【図６４】実施の形態１８のホログラム光学素子と光スポットとの位置関係を概略的に示
す平面図である。
【図６５】（ａ），（ｂ），（ｃ）は、実施の形態１８のホログラム光学素子と光スポッ
トとの位置関係を概略的に示す平面図である。
【図６６】実施の形態１９のホログラム光学素子と光スポットとの位置関係を概略的に示
す平面図である。
【図６７】実施の形態２０のホログラム光学素子と光スポットとの位置関係を概略的に示
す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明に係る種々の実施の形態について図面を参照しつつ説明する。
【００２０】
光ディスク装置の基本構成．
　図１は、本発明に係る実施の形態１～２０の光ディスク装置１の基本構成を概略的に示
す図である。図１に示されるように、光ディスク装置１は、スピンドルモータ２、光ヘッ
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ド装置３、スレッド機構４、マトリクス回路５、信号再生回路６、レーザ制御回路７、サ
ーボ回路８、収差補正機構制御回路９、スレッド制御回路１０、スピンドル制御回路１１
及びコントローラ１２を備えている。コントローラ１２は、ホスト機器（図示せず）から
のコマンドに応じて、信号再生回路６、レーザ制御回路７、サーボ回路８、収差補正機構
制御回路９、スレッド制御回路１０及びスピンドル制御回路１１の各動作を制御する。
【００２１】
　光ディスクＯＤは、スピンドルモータ２の駆動軸（スピンドル）に固定されたターンテ
ーブル（図示せず）に着脱自在に装着されている。スピンドルモータ２は、スピンドル制
御回路１１の制御を受けて情報記録時または情報再生時に光ディスクＯＤを回転駆動する
。スピンドル制御回路１１は、コントローラ１２からの指令に従い、スピンドルモータ２
から供給された実回転数を表すパルス信号に基づいて実回転数を目標回転数に一致させる
ようにスピンドルサーボを実行する機能を有する。光ディスクＯＤは、単一の情報記録層
を有する単層ディスク、あるいは、複数の情報記録層を有する多層ディスクであり、たと
えば、ＣＤ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｃ）、ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌ
ｅ　Ｄｉｓｃ）及びＢＤ（Ｂｌｕ－ｒａｙ　Ｄｉｓｃ）といった現世代の光ディスク、あ
るいは、次世代の光ディスクである。
【００２２】
　光ヘッド装置３は、光ディスクＯＤの情報記録層への情報の記録あるいはこの情報記録
層からの情報の読み出しを行う機能を有する。スレッド機構４は、スレッド制御回路１０
による制御を受けて動作し、光ヘッド装置３を光ディスクＯＤのラジアル方向（光ディス
クＯＤの半径方向）に移動させて、光ヘッド装置３が光ディスクＯＤの所望の情報トラッ
クに光スポットを形成することを可能にする。この光ヘッド装置３の構成は、後述する光
ヘッド装置３Ａ，３Ｂ，３Ｃ，３Ｄ，３Ｅ，３Ｆ，３Ｇのいずれかの構成と同じである。
【００２３】
　マトリクス回路５は、光ヘッド装置３から供給された電気信号にマトリクス演算処理を
施して、情報の記録または再生に必要な各種信号、たとえば、光ディスクＯＤにおける記
録情報の検出結果を示す再生ＲＦ信号や、フォーカスエラー信号及びトラッキングエラー
信号などのサーボ制御用の信号を生成する。再生ＲＦ信号は信号再生回路６に出力される
。信号再生回路６は、再生ＲＦ信号に２値化処理を施して変調信号を生成し、この変調信
号から再生クロックを抽出するとともに、変調信号に復調処理や誤り訂正やデコード処理
を施して情報再生信号を生成する。情報再生信号は、コントローラ１２によって、映像音
響機器やパーソナルコンピュータなどのホスト機器（図示せず）に転送される。
【００２４】
　サーボ回路８は、コントローラ１２からの指令に基づいて動作し、マトリクス回路５か
ら供給されたフォーカスエラー信号及びトラッキングエラー信号に基づいてフォーカス補
正用及びトラッキング補正用の駆動信号を生成し、これら駆動信号を、光ヘッド装置３内
のアクチュエータに供給する。
【００２５】
　そして、収差補正機構制御回路９は、コントローラ１２に入力された情報再生信号の品
質に基づいて、光ヘッド装置３内に設けられた収差補正機構の動作を制御する。
【００２６】
実施の形態１．
　図２は、本発明に係る実施の形態１の光ヘッド装置３Ａの主な構成を概略的に示す斜視
図である。図２に示されるように光ヘッド装置３Ａは、レーザ光源である半導体レーザ１
３、ビームスプリッタ１４、コリメータレンズ１５、対物レンズ１８、アクチュエータ１
７、ホログラム光学素子２１及び光検出器２２を有する。半導体レーザ１３は、図１のレ
ーザ制御回路７による制御を受けて動作し、レーザ制御回路７は、コントローラ１２から
の指令に基づいて半導体レーザ１３から出射されるレーザ光の光強度を制御する。半導体
レーザ１３から出射されたレーザ光は、ビームスプリッタ１４で反射してコリメータレン
ズ１５を介して対物レンズ１８に入射する。対物レンズ１８は、ビームスプリッタ１４か
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ら入射した光ビームを光ディスクＯＤの情報記録層に集光してこの情報記録層に光スポッ
トを形成する。光ディスクＯＤで反射した戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータ
レンズ１５及びビームスプリッタ１４を順に通過してホログラム光学素子２１に入射する
。回折光学素子であるホログラム光学素子２１は、入射光を透過回折させて複数の透過回
折光ビームに分割し、これら透過回折光ビームをそれぞれ光検出器２２の受光部２３，２
４，２５に向けて出射する。図２に示されるように、光検出器２２の受光部２３，２４，
２５は、ラジアル方向（Ｘ軸方向）に対応するＸ１軸方向に沿って配列されている。これ
ら受光部２３，２４，２５の各々は複数の受光面を有しており、各受光面は、ホログラム
光学素子２１から入射した透過回折光ビームを光電変換して電気信号を生成し、これをマ
トリクス回路５に出力する。なお、図２では、光ディスクＯＤのラジアル方向であるＸ軸
方向と、このラジアル方向に対応するＸ１軸方向とが互いにほぼ直交するように示されて
いる。これは、ビームスプリッタ１４が非点収差を付与する機能を有するためである。
【００２７】
　図１のサーボ回路８は、コントローラ１２からの指令に基づいて動作し、マトリクス回
路５から供給されたフォーカスエラー信号及びトラッキングエラー信号に基づいてフォー
カス補正用及びトラッキング補正用の駆動信号を生成し、これら駆動信号をアクチュエー
タ１７に供給する。アクチュエータ１７は、図２に概略的に示されるように、磁気回路２
０Ａ，２０Ｂと、これら磁気回路２０Ａ，２０Ｂの間に配置される可動部１９とを有する
。可動部１９は、対物レンズ１８を固定するレンズホルダ（図示せず）と、このレンズホ
ルダの突起部に巻回されたフォーカスコイル及びトラッキングコイル（共に図示せず）と
を有する。フォーカスコイルは、対物レンズ１８の中心軸周りに巻回されており、トラッ
キングコイルは、光軸ＬＡと光ディスクＯＤのＸ軸方向とに直交する軸の周りに巻回され
ている。フォーカスコイルに駆動電流（駆動信号）を供給することにより対物レンズ１８
をフォーカス方向に駆動することができ、トラッキングコイルに駆動電流（駆動信号）を
供給することにより対物レンズ１８をＸ軸方向に駆動することができる。以上に説明した
ように、レーザ制御回路７、光ヘッド装置３Ａ、マトリクス回路５及びサーボ回路８によ
りフォーカスサーボループ及びトラッキングサーボループが形成される。
【００２８】
　図１の収差補正機構制御回路９は、コントローラ１２に入力された情報再生信号の品質
に基づいて、光ヘッド装置３Ａ内に設けられた収差補正機構１６Ａの動作を制御する。コ
リメータレンズ１５は、球面収差などの光学収差を補正する光学部品であり、収差補正機
構制御回路９は、このコリメータレンズ１５を保持するレンズホルダ１６Ｂを光軸ＬＡに
沿った方向Ｄ１に変位させることで光学収差を適正且つ高精度に補正することができる。
【００２９】
　図３は、ホログラム光学素子２１の光入射面の構成を概略的に示す平面図である。ホロ
グラム光学素子２１は、主回折領域２１０と、一対の副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂと、
一対の周辺回折領域２１２Ａ，２１２Ｂという３種類の回折領域を有している。これら３
種類の回折領域においては、個別に回折パターン（たとえば、回折溝の形状や回折溝間隔
）を形成することができる。副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂは、内側の主回折領域２１０
よりも、光ディスクＯＤのタンジェンシャル方向（Ｙ軸方向）に対応するＹ２軸方向の外
側に配置されている。周辺回折領域２１２Ａ，２１２Ｂは、これら副回折領域２１１Ａ，
２１１ＢよりもＹ２軸方向の外側に配置されている。副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂは、
Ｙ２軸方向に直交するＸ２軸方向（ラジアル方向に対応する方向）の中心線２１ｃに関し
て互いに対称な形状を有しており、周辺回折領域２１２Ａ，２１２Ｂも中心線２１ｃに関
して互いに対称な形状を有する。また、主回折領域２１０と副回折領域２１１Ａとは、Ｘ

２軸方向に平行な境界線２１ｅａで互いに分離されており、主回折領域２１０と副回折領
域２１１Ｂとは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｅｂで互いに分離されている。また、周
辺回折領域２１２Ａと副回折領域２１１Ａとは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｄａで互
いに分離されており、周辺回折領域２１２Ｂと副回折領域２１１Ｂとは、Ｘ２軸方向に平
行な境界線２１ｄｂで互いに分離されている。
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【００３０】
　光ディスクＯＤからの戻り光ビームは、光ディスクＯＤの情報記録層のラジアル方向す
なわちＸ軸方向の構造（主に情報トラックの構造）に起因する回折光ビーム（以下「反射
回折光ビーム」と呼ぶ。）を含む。ホログラム光学素子２１の光入射面には戻り光ビーム
の光スポットが照射される。図３に示されるように、この光スポットは、実線の円で示さ
れる０次光成分Ｒ０と破線の円で示される＋１次光成分ＲＰ１とが重なり合う光成分ＯＲ
ｐと、実線の円で示される０次光成分Ｒ０と破線の円で示される－１次光成分ＲＮ１とが
重なり合う光成分ＯＲｎと、０次光成分Ｒ０のうち±１次光成分ＲＰ１，ＲＮ１との重な
りが無い光成分ＯＲａとからなる。主回折領域２１０は、０次光成分Ｒ０の一部（０次光
成分Ｒ０の光スポットの中央部分）と光成分ＯＲｐ，ＯＲｎとが入射する位置に形成され
ている。副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂは、０次光成分Ｒ０の残部が入射するが、光成分
ＯＲｐ，ＯＲｎが入射しない位置に形成されている。そして、周辺回折領域２１２Ａ，２
１２Ｂは、０次光成分Ｒ０及び±１次光成分ＲＰ１，ＲＮ１のいずれも入射しない位置に
形成されている。
【００３１】
　主回折領域２１０のＹ２軸方向の幅は、図３に示されるように、０次光成分Ｒ０のＹ２

軸方向における光スポット径よりも狭く、且つ、光成分ＯＲｐ，ＯＲｎのＹ２軸方向にお
ける幅以上となるように設計されている。本実施の形態では、戻り光ビームを効率的に利
用するために、境界線２１ｄａ，２１ｄｂは、０次光成分Ｒ０のＹ２軸方向外縁部とほぼ
接する位置に設けられている。また、０次回折光Ｒ０のうち＋１次回折光ＲＰ１及び－１
次回折光ＲＮ１のいずれとも重なり合わない光成分ＯＲａが副回折領域２１１Ａ，２１１
Ｂに占める面積が最大となるように、境界線２１ｅａ，２１ｅｂは、光成分ＯＲｐ，ＯＲ
ｎのＹ２軸方向外縁部と接する位置に設けられている。したがって、主回折領域２１０は
、光成分ＯＲｐ，ＯＲｎのＹ２軸方向の幅とほぼ同じ幅を持つ矩形状を有しており、副回
折領域２１１Ａ，２１１Ｂの各々は、０次光成分Ｒ０の外縁と光成分ＯＲｐ，ＯＲｎの外
縁とのＹ２軸方向における間隔と同じ幅を持つ矩形状を有する。なお、戻り光ビームの効
率的な利用の観点からは、境界線２１ｅａ，２１ｅｂが光成分ＯＲｐ，ＯＲｎの外縁部と
接する位置に設けられることが好ましいが、これに限定されるものではない。
【００３２】
　図４（ａ）及び（ｂ）は、光軸ＬＡに沿って配列されたホログラム光学素子２１及び光
検出器２２の斜視図である。図４（ａ），（ｂ）では、ラジアル方向に対応するＸ２軸方
向とＸ１軸方向とが互いにほぼ直交するように示されている。これは、ホログラム光学素
子２１と光検出器２２との間に介在するビームスプリッタ１４が戻り光ビームに非点収差
を付与する機能を有するためである。
【００３３】
　図４（ｂ）に示されるように光検出器２２は、光軸ＬＡに直交する受光面２３Ａ～２３
Ｄを有する主受光部２３と、この主受光部２３の両側に配置された第１副受光部２４及び
第２副受光部２５とを含む。主受光部２３は、Ｘ１軸方向とＹ１軸方向とに沿ってマトリ
クス状に配列された複数の受光面２３Ａ，２３Ｂ，２３Ｃ，２３Ｄを含む。受光面２３Ａ
，２３Ｂの組と受光面２３Ｃ，２３Ｄの組とは、Ｘ１軸方向に沿って配列されており、さ
らに、受光面２３Ａ，２３ＢはＹ１軸方向に沿って配列され、受光面２３Ｃ，２３ＤはＹ

１軸方向に沿って配列されている。第１副受光部２４は、Ｘ１軸方向に沿って配列された
一対の受光面２４Ｅ，２４Ｆを有し、第２副受光部２５は、Ｘ１軸方向に沿って配列され
た一対の受光面２５Ｇ，２５Ｈを有する。
【００３４】
　主回折領域２１０は、戻り光ビームに対して主に０次及び±１次の回折効率を有し、副
回折領域２１１Ａ，２１１Ｂも、戻り光ビームに対して主に０次及び±１次の回折効率を
有している。主回折領域２１０及び副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂから出射された光ビー
ム（以下「透過回折光ビーム」と呼ぶ。）のうち０次光成分ＤＲ０は、主受光部２３の受
光面２３Ａ～２３Ｄに照射されて光スポットを形成する。この光スポットは、光ディスク
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ＯＤのラジアル方向の構造に起因する反射回折光ビームの０次光成分及び±１次光成分を
含むものである。主回折領域２１０から出射された透過回折光ビームの＋１次光成分ＤＲ
ｐと－１次光成分ＤＲｎとは、図４（ｂ）に示されるように、主受光部２３よりもＹ１軸
方向の外側の領域に照射される。光検出器２２はこれら±１次光成分ＤＲｐ，ＤＲｎを受
光しない。また、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂから出射された透過回折光ビームのうち
＋１次光成分ＤＲｐａ，ＤＲｐｂは、第１副受光部２４の受光面２４Ｅ，２４Ｆに照射さ
れ、－１次光成分ＤＲｎａ，ＤＲｎｂは、第２副受光部２５の受光面２５Ｇ，２５Ｈに照
射される。
【００３５】
　８つの受光面２３Ａ～２３Ｄ，２４Ｅ，２４Ｆ，２５Ｇ，２５Ｈのパターンは、トラッ
キングエラー信号を生成するための一般的な差動プッシュプル方式に使用される受光面パ
ターンと同じである。主受光部２３の受光面２３Ａ，２３Ｂ，２３Ｃ，２３Ｄは、０次光
成分ＤＲ０を光電変換してそれぞれ検出信号ＳＡ，ＳＢ，ＳＣ，ＳＤを出力するものとし
、第１副受光部２４の受光面２４Ｅ，２４Ｆは、＋１次光成分ＤＲｐａ，ＤＲｐｂを光電
変換してそれぞれ検出信号ＳＥ，ＳＦを出力するものとし、第２副受光部２５の受光面２
５Ｇ，２５Ｈは、－１次光成分ＤＲｎａ，ＤＲｎｂを光電変換してそれぞれ検出信号ＳＧ

，ＳＨを出力するものとする。このとき、マトリクス回路５は、非点収差法に従って、以
下の演算式（１）により得られる信号レベルを持つフォーカスエラー信号ＦＥＳを生成す
る。
　ＦＥＳ＝（ＳＡ＋ＳＣ）－（ＳＢ＋ＳＤ）　　・・・（１）
【００３６】
　また、マトリクス回路５は、次式（２）により得られる信号レベルを持つ再生ＲＦ信号
を生成する。
　ＲＦ＝ＳＡ＋ＳＢ＋ＳＣ＋ＳＤ　　　・・・（２）
【００３７】
　また、マトリクス回路５は、次の演算式（３）により得られる信号レベルを持つトラッ
キングエラー信号ＴＥＳを生成する。
　ＴＥＳ＝ＭＰＰ－ｋ×ＳＰＰ　　・・・（３）
【００３８】
　ここで、ｋは、ゲイン係数である。ＭＰＰは主プッシュプル信号を表し、ＳＰＰは副プ
ッシュプル信号を表している。主プッシュプル信号ＭＰＰ及び副プッシュプル信号ＳＰＰ
は次式（３ａ），（３ｂ）により与えられる。
　ＭＰＰ＝（ＳＡ＋ＳＢ）－（ＳＣ＋ＳＤ）　　　・・・（３ａ）
　ＳＰＰ＝（ＳＥ－ＳＦ）＋（ＳＧ－ＳＨ）　　　・・・（３ｂ）
【００３９】
　主プッシュプル信号ＭＰＰと副プッシュプル信号ＳＰＰとは、対物レンズシフトに関し
て互いに同じ位相を有しており、対物レンズシフトに起因するオフセット成分は信号成分
ｋ×ＳＰＰとして得られる。このため、ゲイン係数ｋを適宜調整して副プッシュプル信号
ＳＰＰを増幅することで、対物レンズシフトに起因するオフセット成分がキャンセルされ
たトラッキングエラー信号ＴＥＳを得ることができる。
【００４０】
　図５（ａ），（ｂ），（ｃ）は、対物レンズシフト（光検出器２２に対する対物レンズ
１８のラジアル方向の変位）と光検出器２２における照射光スポットの位置との関係を概
略的に示す図である。図５（ｂ）は、対物レンズ１８の中心軸が光軸ＬＡ上にある場合に
光検出器２２の受光面に照射される光ビームの照射位置（基準位置）を示している。この
場合、０次光成分ＤＲ０の光スポットは主受光部２３のＸ１軸方向及びＹ１軸方向におけ
る中心位置にあり、＋１次光成分ＤＲｐａ，ＤＲｐｂは第１副受光部２４のＸ１軸方向に
おける中心位置にあり、－１次光成分ＤＲｎａ，ＤＲｎｂは第２副受光部２５のＸ１軸方
向における中心位置にある。図５（ａ）は、対物レンズ１８が光ディスクＯＤの内周側に
変位した場合に光検出器２２の受光面に照射される光ビームの照射位置を示している。こ
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の場合、０次光成分ＤＲ０の光スポットは受光面２３Ｃ，２３Ｄの側に変位し、＋１次光
成分ＤＲｐａ，ＤＲｐｂは受光面２４Ｆの側に変位し、－１次光成分ＤＲｎａ，ＤＲｎｂ
は受光面２５Ｈの側に変位する。図５（ｃ）は、対物レンズ１８が光ディスクＯＤの外周
側に変位した場合に光検出器２２の受光面に照射される光ビームの照射位置を示している
。この場合、０次光成分ＤＲ０の光スポットは受光面２３Ａ，２３Ｂの側に変位し、＋１
次光成分ＤＲｐａ，ＤＲｐｂは受光面２４Ｅの側に変位し、－１次光成分ＤＲｎａ，ＤＲ
ｎｂは受光面２５Ｇの側に変位する。
【００４１】
　図６（ａ），（ｂ），（ｃ）は、対物レンズシフトとトラッキングエラー信号ＴＥＳの
信号成分ＭＰＰ，ＳＰＰとの関係を概略的に示す図である。図６（ａ）～（ｃ）において
は、光ヘッド装置３Ａがラジアル方向に一定速度で移動したときに検出される主プッシュ
プル信号ＭＰＰ及び副プッシュプル信号ＳＰＰの波形が示されている。なお、これら主プ
ッシュプル信号ＭＰＰと副プッシュプル信号ＳＰＰは、フォーカス制御が行われているが
、トラッキング制御が行われていない状態の信号である。図６（ａ），（ｂ），（ｃ）は
、それぞれ、図５（ａ），（ｂ），（ｃ）に対応する。対物レンズ１８が光軸ＬＡ上にあ
ってラジアル方向に変位していない場合には、図６（ｂ）に示されるように、主プッシュ
プル信号ＭＰＰのＤＣ成分（直流成分）はＧＮＤレベルに一致し、副プッシュプル信号Ｓ
ＰＰのＤＣ成分もＧＮＤレベルに一致する。また、副プッシュプル信号ＳＰＰの波形は直
流的な波形となる。その理由は、副プッシュプル信号ＳＰＰに寄与する透過回折光ビーム
の＋１次光成分ＤＲｐａ，ＤＲｐｂと－１次光成分ＤＲｎａ，ＤＲｎｂとが図３の光成分
ＯＲｐ，ＯＲｎ（光ディスクＯＤからの反射回折光ビームの０次光Ｒ０と±１次光ＲＰ１
，ＲＮ１とが重なり合う光成分）を含まないためである。対物レンズ１８が内周方向に変
位した場合には、図６（ａ）に示されるように、主プッシュプル信号ＭＰＰのＤＣ成分は
負側にオフセットした波形となり、副プッシュプル信号ＳＰＰの直流的波形も負側にオフ
セットした波形となる。一方、対物レンズ１８が外周方向に変位した場合には、図６（ｃ
）に示されるように、主プッシュプル信号ＭＰＰのＤＣ成分は正側にオフセットした波形
となり、副プッシュプル信号ＳＰＰの直流的波形も正側にオフセットした波形となる。し
たがって、主プッシュプル信号ＭＰＰと副プッシュプル信号ＳＰＰとは、対物レンズシフ
トに関して互いに同じ位相を有しており、副プッシュプル信号ＳＰＰのオフセット量は、
対物レンズ１８の変位量に対応する値を有することが分かる。このため、副プッシュプル
信号ＳＰＰの値をｋ倍して得られる値を、主プッシュプル信号ＭＰＰの値から差し引くこ
とによって、対物レンズシフトに起因したオフセット成分がキャンセルされたトラッキン
グエラー信号ＴＥＳを生成することができる。
【００４２】
　副プッシュプル信号ＳＰＰの信号成分ＳＥ－ＳＦは、対物レンズシフトに関して主プッ
シュプル信号ＭＰＰと同じ位相を有し、信号成分ＳＧ－ＳＨも、対物レンズシフトに関し
て主プッシュプル信号ＭＰＰと同じ位相を有する。よって、上式（３）に代えて、以下の
式（４ａ）または（４ｂ）で与えられるトラッキングエラー信号ＴＥＳを使用してもよい
。
　ＴＥＳ＝ＭＰＰ－ｋ×（ＳＥ－ＳＦ）　　・・・（４ａ）
　ＴＥＳ＝ＭＰＰ－ｋ×（ＳＧ－ＳＨ）　　・・・（４ｂ）
【００４３】
　上式（４ａ）を使用する場合は、光検出器２２は、第２副受光部２５を有している必要
がなく、上式（４ｂ）を使用する場合には、光検出器２２は、第１副受光部２４を有して
いる必要がない。したがって、これらの場合、光ヘッド装置３Ａの構成を単純化すること
ができるという利点がある。ただし、オフセットをキャンセルする精度を向上させる観点
からは、上式（４ａ）または（４ｂ）よりも、上式（３）を使用することが望ましい。
【００４４】
　副プッシュプル信号ＳＰＰは、ホログラム光学素子２１の副回折領域２１１Ａ，２１１
Ｂにおいて回折された±１次光によって生成されているので、副回折領域２１１Ａ，２１
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１Ｂで規定される±１次回折効率が信号強度に影響を与える。たとえば、副プッシュプル
信号ＳＰＰの強度が小さいと、ノイズ成分の比率が大きくなり、副プッシュプル信号ＳＰ
Ｐをｋ倍して増幅する際にノイズ成分が大きく増幅されてしまう。ノイズ成分の増幅を抑
制する観点からは、副プッシュプル信号ＳＰＰの強度を大きくするために、副回折領域２
１１Ａ，２１１Ｂの±１次回折効率を大きい値に設定することが望ましい。
【００４５】
　次に、光ディスクＯＤの情報記録層に記録されている情報の信号長と情報再生信号との
関係について説明する。一般に、情報が記録されている光ディスクＯＤには、記録マーク
の領域とスペースの領域とが情報トラックに沿って形成されている。光ディスクＯＤの規
格では、記録マークやスペースの長さに相当する信号長ｎＴ（ｎは正整数；Ｔは再生クロ
ック周期などの単位時間）が定められている。たとえば、ブルーレイディスクの規格で定
められている信号長は、２Ｔ，３Ｔ，４Ｔ，５Ｔ，６Ｔ，７Ｔ，８Ｔの７種類である。光
ディスクＯＤの情報記録層に照射された光ビームは、タンジェンシャル方向（Ｙ軸方向）
に沿って形成された記録マークやスペースで反射する際に回折されるので、光ディスクＯ
Ｄからの戻り光ビームは、情報記録層のタンジェンシャル方向の構造に起因する回折光を
含み得ることとなる。
【００４６】
　図７（ａ），（ｂ）は、光ディスクＯＤの信号長に起因する回折光がホログラム光学素
子２１に照射された状態を概略的に示す平面図である。図７（ａ）は、ブルーレイディス
クの規格による２Ｔの信号長に対応する回折光の光スポットを示し、図７（ｂ）は、光デ
ィスクＯＤに記録されている比較的長い信号長に対応する回折光の光スポットを示す。図
７（ａ），（ｂ）に示されるように、これら光スポットは、主回折領域２１０及び副回折
領域２１１Ａ，２１１Ｂに照射されており、実線の円で示される０次光成分Ｔ０と、この
０次光成分Ｔ０とＹ２軸方向において重なる＋１次光成分ＴＰ１の一部と、０次光成分Ｔ
０とＹ２軸方向において重なる－１次光成分ＴＮ１の一部とを含む。０次光成分Ｔ０と±
１次光成分ＴＰ１，ＴＮ１とが重なり合う光成分ＯＴａ，ＯＴｂの照射面積は、信号長に
依存する。信号長が短い場合、図７（ａ）に示されるように光成分ＯＴａ，ＯＴｂの照射
面積は小さく、光成分ＯＴａ，ＯＴｂの大きさは、それぞれ、副回折領域２１１Ａ，２１
１Ｂにほぼ収まる大きさとなる。一方、比較的長い信号長の場合は、図７（ｂ）に示され
るように、０次光成分Ｔ０と±１次光成分ＴＰ１，ＴＮ１とが重なり合う光成分ＯＴａ，
ＯＴｂの照射面積は大きく、光成分ＯＴａは、主回折領域２１０及び副回折領域２１１Ａ
のいずれにも照射され、光成分ＯＴｂは、主回折領域２１０及び副回折領域２１１Ｂのい
ずれにも照射される。なお、光ディスクＯＤに情報が記録されていない場合には、±１次
光成分ＴＰ１，ＴＮ１は発生せず、０次光成分Ｔ０は、図３に示した０次光成分Ｒ０と一
致する。
【００４７】
　再生ＲＦ信号（＝ＳＡ＋ＳＢ＋ＳＣ＋ＳＤ）は、主受光部２３に照射された回折光の強
度に応じた値を持つ。再生ＲＦ信号の振幅の大きさは、当該信号長に対応する光成分ＯＴ
ａ，ＯＴｂの照射面積に依存することとなる。よって、再生ＲＦ信号の強度は、主にホロ
グラム光学素子２１の主回折領域２１０の０次回折効率と副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂ
の０次回折効率とに依存する。再生ＲＦ信号の強度を大きくするためには、ホログラム光
学素子２１の主回折領域２１０の０次回折効率と副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回
折効率とをそれぞれ大きな値にするように、主回折領域２１０と副回折領域２１１Ａ，２
１１Ｂとを形成すればよい。ここで、信号長が短い場合には、副回折領域２１１Ａ，２１
１Ｂの０次回折効率が支配的に作用し、信号長が長い場合には、主回折領域２１０の０次
回折効率と副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折効率の影響を受ける。一般に、短い
信号長に対応する再生ＲＦ信号の強度は小さいために、信号検出において検出誤りを起こ
しやすい。この検出誤りを回避するためには、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折
効率を主回折領域２１０の０次回折効率以上にすること（以下「要件Ａ」と呼ぶ。）によ
り、短い信号長に対応する再生ＲＦ信号の強度を大きくすることが好ましい。主回折領域
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２１０の０次回折効率をηｘとし、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折効率をηｙ

とするとき、要件Ａを満たすηｘ，ηｙの範囲は、以下の不等式が成立する範囲であると
いうことができる。
　　　　ηｘ≦ηｙ

【００４８】
　図８（ａ），（ｂ）は、信号長に対する再生ＲＦ信号の強度特性の例を概略的に示す図
である。図８（ａ），（ｂ）のグラフは、ブルーレイディスクの規格に基づいた数値シミ
ュレーションにより得られたものである。図８（ａ）は、主回折領域２１０の０次回折効
率ηｘが副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折効率ηｙと等しい場合、あるいは、ホ
ログラム光学素子２１を使用しない場合において得られる信号特性である。図８（ａ）に
示されるように、信号長が長くなるにつれて信号強度は大きくなる。一方、図８（ｂ）は
、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折効率ηｙが主回折領域２１０の０次回折効率
ηｘより大きい場合（ηｘ＜ηｙ）の強度特性を概略的に示す図である。図８（ｂ）のグ
ラフは、短い信号長の２Ｔに対応する信号強度が強調されている点で好ましい。しかしな
がら、信号長が５Ｔ以下では、信号強度が単調に増加するのに対し、信号長が５Ｔを超え
ると信号強度が単調に減少しており、６Ｔでの信号強度が５Ｔでの信号強度よりも小さい
。このように、信号長の増加に伴う信号強度の変化が単調増加から単調減少に転じる現象
（信号強度の逆転）が生じる。信号再生回路６は、マトリクス回路５から供給された再生
ＲＦ信号を２値化して信号長に対応したパルス幅を持つ２値化信号を生成する。信号強度
の逆転が発生すると、信号長に対応したパルス幅を得ることができない場合がある。この
ため、信号強度の逆転が発生しないこと（以下「要件Ｂ」と呼ぶ。）が好ましい。
【００４９】
　上述したように、トラッキングエラー信号における副プッシュプル信号ＳＰＰ（＝（Ｓ

Ｅ－ＳＦ）＋（ＳＧ－ＳＨ））の信号強度を大きくするためには、副回折領域２１１Ａ，
２１１Ｂの±１次回折効率を大きく設定すればよいが、これら±１次回折効率が大きすぎ
ると、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折効率ηｙが小さくなり、主受光部２３に
より検出される光量が低下する。これにより、短い信号長に対応する再生ＲＦ信号の信号
強度を強調させるための要件Ｂが成立しないことがある。数値シミュレーションによれば
、要件Ｂを満たすための０次回折効率ηｘ，ηｙの範囲を、以下の不等式が成立する範囲
とすることが望ましい。
　　　　ηｙ≦２×ηｘ

【００５０】
　図９（ａ），（ｂ），（ｃ）は、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折効率ηｙと
主回折領域２１０の０次回折効率ηｘを変数にした場合に、再生ＲＦ信号の信号強度特性
の観点から０次回折効率ηｘ，ηｙの好ましい範囲を示す分布図である。図９（ａ），（
ｂ），（ｃ）に示されているグラフにおいて、横軸は、主回折領域２１０の０次回折効率
ηｘを示し、縦軸は、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折効率ηｙを示している。
横軸及び縦軸における「０」の値は、透過回折光の０次光成分が全く発生しない状態を示
し、「１」の値は、透過回折光の０次以外の次数の光が全く発生しない状態を示すものと
定義する。図９（ａ）は、要件Ａを満たす０次回折効率ηｘ，ηｙの範囲（ηｘ≦ηｙ）
をハッチ部分で示す分布図であり、図９（ｂ）は、要件Ｂを満たす０次回折効率ηｘ，η

ｙの範囲（ηｙ≦２×ηｘ）をハッチ部分で示す分布図である。情報ＲＦ信号の信号強度
特性の観点から好ましい範囲は、要件Ａ及び要件Ｂを満たす０次回折効率ηｘ，ηｙの範
囲（ηｘ≦ηｙ、且つ、ηｙ≦２×ηｘ）である。図９（ｃ）に、要件Ａと要件Ｂとを共
に満たす０次回折効率ηｘ，ηｙの範囲をハッチ部分で示す。
【００５１】
　以上に説明したように、実施の形態１のホログラム光学素子２１は、図４に示したよう
に、反射回折光ビームの０次光成分ＯＲａの一部と光成分ＯＲｐ，ＯＲｎとが入射する主
回折領域２１０と、反射回折光ビームの光成分ＯＲｐ，ＯＲｎが入射せず、０次光成分Ｏ
Ｒａの残部が入射する副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂとを有している。光検出器２２は、
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主回折領域２１０及び副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂを透過した透過回折光ビームの０次
光成分ＤＲ０を受光する主受光部２３と、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂを透過した透過
回折光ビームの＋１次光成分ＤＲｐａ，ＤＲｐｂ及び－１次光成分ＤＲｎａ，ＤＲｎｂを
受光する副受光部２４，２５とを有している。したがって、簡単な構成の受光面パターン
を持つ光検出器２２を使用して、対物レンズシフトに起因するオフセットがキャンセルさ
れたトラッキングエラー信号ＴＥＳを生成することができる。
【００５２】
　また、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折効率ηｙを主回折領域２１０の０次回
折効率ηｘ以上の値に設定することにより、短い信号長に対応する再生ＲＦ信号の信号強
度を大きくすることができる。このため、実施の形態１の光ヘッド装置３Ａの使用により
、信号検出の性能を向上させることができる。さらに、副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの
０次回折効率ηｙを主回折領域２１０の０次回折効率ηｘの２倍以下の値に設定すること
により、信号長と信号強度との関係の逆転を回避して、信号検出の性能をさらに向上させ
ることができる。
【００５３】
実施の形態２．
　次に、本発明に係る実施の形態２について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の構
成は、上記ホログラム光学素子２１の副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂの０次回折効率ηｙ

と主回折領域２１０の０次回折効率ηｘとの関係を除いて、上記実施の形態１の光ヘッド
装置３Ａの構成と同じである。図１０は、実施の形態２の光ヘッド装置において、０次回
折効率ηｙ，ηｘの好適な範囲をハッチ部分で示す分布図である。この範囲は、ηｘ≧０
．５、ηｘ≦ηｙ、且つ、ηｙ≦２×ηｘを満たす範囲である。なお、この範囲は、ηｘ

≧０．５、ηｘ≦ηｙ、且つ、ηｙ≦１．０を満たす範囲と実質的に同じである。
【００５４】
　実施の形態１においては、図９（ｃ）で示したように、要件Ａと要件Ｂを同時に満たす
０次回折効率ηｘ，ηｙの範囲は、ηｘ≦ηｙ、且つ、ηｙ≦２×ηｘ、という２つの不
等式を満たす範囲である。０次回折効率ηｘが０の近傍ということは、透過回折光の多く
が０次以外の回折光からなることを意味する。たとえば、主回折領域２１０の０次回折効
率ηｘが０の近傍であると、光検出器２２に入射しない１次光成分ＤＲｐ，ＤＲｎ（図４
（ｂ））の強度が大きくなり、光検出器２２に入射する０次光成分ＤＲ０の強度が小さく
なることを意味する。そこで、実施の形態２においては、信号検出の安定性を確保するた
めに、０次回折効率ηｘの最小値を０．５としている。
【００５５】
　以上に説明したように、実施の形態２によれば、ホログラム光学素子２１の０次回折効
率ηｘを０．５以上の値とするので、光検出器２２に入射する光ビームの強度を高めるこ
とができる。このため、実施の形態２の光ヘッド装置の使用により、信号検出の性能を安
定化することができる。
【００５６】
実施の形態３．
　次に、本発明に係る実施の形態３について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の構
成は、ホログラム光学素子を除いて、上記実施の形態１の光ヘッド装置３Ａの構成と同じ
である。図１１（ａ）は、実施の形態１のホログラム光学素子２１を含む光ヘッド装置３
Ａの構成の一部を概略的に示す図であり、図１１（ｂ）は、実施の形態３のホログラム光
学素子２１Ｍを含む光ヘッド装置３Ｂの構成の一部を概略的に示す図である。図１１（ａ
），（ｂ）に示す光ディスクＯＤは、複数の情報記録層Ｌ０，Ｌ１，Ｌ２，Ｌ３が積層さ
れた構造を有する多層ディスクである。
【００５７】
　図１１（ａ），（ｂ）には、光ディスクＯＤで反射した２種類の戻り光ビームＲＬ，Ｓ
Ｌの伝搬経路が示されている。戻り光ビームＲＬは、情報の記録または再生の対象となる
情報記録層Ｌ１から対物レンズ１８及びコリメータレンズ１５を順に通過してホログラム
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光学素子２１に入射する。多層ディスクでは、情報記録層Ｌ０～Ｌ３について個別に球面
収差が発生する。光ヘッド装置３Ａに設けられた収差補正機構１６Ａは、光軸ＬＡに沿っ
てコリメータレンズ１５を変位させることで情報記録層毎に球面収差を適正に補正するこ
とができる。戻り光ビームＲＬは、主回折領域２１０及び副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂ
で透過回折されて３本の透過回折光ビームに分割される。これら３本の透過回折光ビーム
は、それぞれ、主受光部２３、第１副受光部２４及び第２副受光部２５に入射する。
【００５８】
　一方、戻り光ビームＳＬは、情報の記録または再生の対象となる情報記録層Ｌ１以外の
情報記録層（たとえば、情報記録層Ｌ３）で反射した迷光である。図１１（ａ）に示すよ
うに、このような迷光ＳＬは、対物レンズ１８及びコリメータレンズ１５を順に通過して
、ホログラム光学素子２１の周辺回折領域２１２Ａ，２１２Ｂに入射する。周辺回折領域
２１２Ａ，２１２Ｂの０次回折効率がゼロでなければ、迷光ＳＬの一部は、図１１（ａ）
に示すように周辺回折領域２１２Ａ，２１２Ｂを直進して、光検出器２２の主受光部２３
、第１副受光部２４及び第２副受光部２５のいずれかに入射する可能性がある。これは、
本来必要な信号成分以外の不要な信号成分が検出されるので好ましくない。なお、図１１
（ａ）では、情報記録層Ｌ３で反射した迷光ＳＬを例に挙げたが、他の情報記録層Ｌ１，
Ｌ２からの反射光について同様である。さらに、ホログラム光学素子２１の周辺回折領域
２１２Ａ，２１２Ｂの０次回折効率がゼロであったとしても、０次以外の次数の回折効率
とその回折方向によっては光検出器２２の主受光部２３、第１副受光部２４及び第２副受
光部２５のいずれかに迷光が入射する可能性がある。
【００５９】
　本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｍは、上記ホログラム光学素子２１と同じ構造
の主回折領域２１０と副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂを有している。ホログラム光学素子
２１Ｍは、さらに、上記ホログラム光学素子２１の周辺回折領域２１２Ａ，２１２Ｂに代
えて、入射光を光検出器２２の方向以外の方向に回折させる回折構造を有する周辺回折領
域２１２Ａｍ，２１２Ｂｍを有している。このような周辺回折領域２１２Ａｍ，２１２Ｂ
ｍに入射した光は回折されて、光検出器２２に入射しないように伝搬する。周辺回折領域
２１２Ａｍ，２１２Ｂｍの回折次数、回折効率及び回折方向の特性を最適化することで、
たとえば、迷光ＳＬを大きな角度で回折させて光検出器２２に入射させないようにするこ
とができる。なお、周辺回折領域２１２Ａｍ，２１２Ｂｍの回折次数、回折効率及び回折
方向は、たとえば、光ディスクＯＤの層数や光検出器２２の大きさに応じて適宜設定され
る。
【００６０】
　以上に説明したように、実施の形態３のホログラム光学素子２１Ｍは、多層ディスクに
起因する迷光を光検出器２２に入射させないので、光検出器２２は、本来必要な信号成分
以外の不要な信号成分を検出せずに済む。このため、実施の形態３の光ヘッド装置の使用
により、信号検出の性能を安定化することができる。
【００６１】
実施の形態４．
　次に、本発明に係る実施の形態４について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の構
成は、ホログラム光学素子を除いて、上記実施の形態１の光ヘッド装置３Ａの構成と同じ
である。図１２は、実施の形態４のホログラム光学素子２１Ｎを含む光ヘッド装置の構成
の一部を概略的に示す図である。図１２に示す光ディスクＯＤは、複数の情報記録層Ｌ０
，Ｌ１，Ｌ２，Ｌ３が積層された構造を有する多層ディスクである。
【００６２】
　図１２には、光ディスクＯＤで反射した２種類の戻り光ビームＲＬ，ＳＬの伝搬経路が
示されている。戻り光ビームＲＬは、情報の記録または再生の対象となる情報記録層Ｌ１
から対物レンズ１８及びコリメータレンズ１５を順に通過してホログラム光学素子２１Ｎ
に入射する。戻り光ビームＲＬは、主回折領域２１０及び副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂ
で透過回折されて３本の透過回折光ビームに分割される。これら３本の透過回折光ビーム
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は、それぞれ、主受光部２３、第１副受光部２４及び第２副受光部２５に入射する。
【００６３】
　一方、戻り光ビームＳＬは、情報の記録または再生の対象となる情報記録層Ｌ１以外の
情報記録層（たとえば、情報記録層Ｌ３）で反射した迷光である。本実施の形態のホログ
ラム光学素子２１Ｎは、上記ホログラム光学素子２１と同じ構造の主回折領域２１０と副
回折領域２１１Ａ，２１１Ｂを有しており、さらに、周辺回折領域２１２Ａ，２１２Ｂに
代えて、遮光領域２１２Ａｂ，２１２Ｂｂを有している。これにより、たとえば、情報記
録層Ｌ３で反射した迷光ＳＬは、ホログラム光学素子２１Ｎの遮光領域２１２Ａｂ，２１
２Ｂｂで遮光されるので、光検出器２２の主受光部２３、第１副受光部２４及び第２副受
光部２５のいずれかに入射することを避けることができる。遮光領域２１２Ａｂ，２１２
Ｂｂは、たとえば、周辺回折領域２１２Ａ，２１２Ｂに対応する領域（回折パターンが形
成されていない領域）に、不透明材料または光吸収材料を塗布したり、不透明な金属膜を
蒸着したり、あるいは不透明な金属シートを貼り付けたりすることにより形成することが
できる。
【００６４】
　以上に説明したように、実施の形態４のホログラム光学素子２１Ｎは、多層ディスクに
起因する迷光を光検出器２２に入射させないので、光検出器２２は、本来必要な信号成分
以外の不要な信号成分を検出せずに済む。このため、実施の形態４の光ヘッド装置の使用
により、信号検出の性能を安定化することができる。また、周辺回折領域２１２Ａ，２１
２Ｂを設けた場合にはこれらの領域２１２Ａ，２１２Ｂで回折された光が周辺部品で反射
して迷光となって光検出器２２で検出される可能性があるが、遮光領域２１２Ａｂ，２１
２Ｂｂを有するホログラム光学素子２１Ｎは、そのような迷光の発生を完全に防止するこ
とができる。
【００６５】
実施の形態５．
　次に、本発明に係る実施の形態５について説明する。図１３は、実施の形態５の光ヘッ
ド装置３Ｂの主な構成を概略的に示す斜視図である。図１３に示されるように光ヘッド装
置３Ｂは、レーザ光源である半導体レーザ１３、ビームスプリッタ１４、コリメータレン
ズ１５、対物レンズ１８、アクチュエータ１７、ホログラム光学素子２１及び光検出器２
２を有する。半導体レーザ１３は、図１のレーザ制御回路７による制御を受けて動作し、
レーザ制御回路７は、コントローラ１２からの指令に基づいて半導体レーザ１３から出射
されるレーザ光の光強度を制御する。半導体レーザ１３から出射されたレーザ光は、ビー
ムスプリッタ１４で反射してコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射する。
対物レンズ１８は、ビームスプリッタ１４から入射した光ビームを光ディスクＯＤの情報
記録層に集光してこの情報記録層に光スポットを形成する。光ディスクＯＤで反射した戻
り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５及びビームスプリッタ１４を順に
通過してホログラム光学素子２１に入射する。回折光学素子であるホログラム光学素子２
１は、入射光を透過回折させて複数の透過回折光ビームに分割し、これら透過回折光ビー
ムをそれぞれ光検出器２２の受光部２３、２４及び２５に向けて出射する。図１３に示さ
れるように、光検出器２２の受光部２３，２４及び２５は、ラジアル方向（Ｘ軸方向）に
対応するＸ１軸方向に沿って配列されている。これら受光部２３、２４及び２５の各々は
複数の受光面を有しており、各受光面は、ホログラム光学素子２１から入射した透過回折
光ビームを光電変換して電気信号を生成し、これをマトリクス回路５に出力する。なお、
図１３では、光ディスクＯＤのラジアル方向であるＸ軸方向と、このラジアル方向に対応
するＸ１軸方向とが互いにほぼ直交するように示されている。これは、ビームスプリッタ
１４が非点収差を付与する機能を有するためである。
【００６６】
　図１において、マトリクス回路５は、光ヘッド装置３Ｂから供給された電気信号にマト
リクス演算処理を施して、情報の記録または再生に必要な各種信号、たとえば、光ディス
クＯＤにおける記録情報の検出結果を示す再生ＲＦ信号や、フォーカスエラー信号及びト
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ラッキングエラー信号などのサーボ制御用の信号を生成する。再生ＲＦ信号は信号再生回
路６に出力される。信号再生回路６は、再生ＲＦ信号に２値化処理を施して変調信号を生
成し、この変調信号から再生クロックを抽出するとともに、変調信号に復調処理や誤り訂
正やデコード処理を施して情報再生信号を生成する。情報再生信号は、コントローラ１２
によって、映像音響機器やパーソナルコンピュータなどのホスト機器（図示せず）に転送
される。
【００６７】
　サーボ回路８は、コントローラ１２からの指令に基づいて動作し、マトリクス回路５か
ら供給されたフォーカスエラー信号及びトラッキングエラー信号に基づいてフォーカス補
正用及びトラッキング補正用の駆動信号を生成し、これら駆動信号を光ヘッド装置３Ｂの
図１３に示すアクチュエータ１７に供給する。アクチュエータ１７は、図１３に概略的に
示されるように、磁気回路２０Ａ、２０Ｂ、及びこれら磁気回路２０Ａと２０Ｂとの間に
配置される可動部１９を有する。可動部１９は、対物レンズ１８を固定するレンズホルダ
（図示せず）と、このレンズホルダに巻回されたフォーカスコイル及びトラッキングコイ
ル（共に図示せず）とを有する。フォーカスコイルは、対物レンズ１８の中心軸周りに巻
回されており、トラッキングコイルは、光軸ＬＡと光ディスクＯＤのＸ軸方向とに直交す
る軸の周りに巻回されている。フォーカスコイルに駆動電流（駆動信号）を供給すること
により対物レンズ１８をフォーカス方向に駆動することができ、トラッキングコイルに駆
動電流（駆動信号）を供給することにより対物レンズ１８をＸ軸方向に駆動することがで
きる。以上に説明したように、レーザ制御回路７、光ヘッド装置３Ｂ、マトリクス回路５
及びサーボ回路８によりフォーカスサーボループ及びトラッキングサーボループが形成さ
れる。
【００６８】
　収差補正機構制御回路９は、コントローラ１２に入力された情報再生信号の品質に基づ
いて、図１３に示す光ヘッド装置３Ｂ内に設けられた収差補正機構１６Ａの動作を制御す
る。コリメータレンズ１５は、球面収差などの光学収差を補正する光学部品であり、収差
補正機構制御回路９は、このコリメータレンズ１５を保持するレンズホルダ１６Ｂを光軸
ＬＡに沿った方向Ｄ１に変位させることで光学収差を適正且つ高精度に補正することがで
きる。なお、球面収差の補正は、上述のようなレンズの変位による方式に限定されるもの
ではない。たとえば液晶素子を用いて、レーザ光の光学収差を打ち消すように、液晶素子
の位相制御を行うような方法であってもかまわない。
【００６９】
　収差補正機構制御回路９は、コントローラ１２に入力された情報再生信号の品質に基づ
いて、図１３に示す光ヘッド装置３Ｂ内に設けられた収差補正機構１６Ａの動作を制御す
る。コリメータレンズ１５は、球面収差などの光学収差を補正する光学部品であり、収差
補正機構制御回路９は、このコリメータレンズ１５を保持するレンズホルダ１６Ｂを光軸
ＬＡに沿った方向Ｄ１に変位させることで光学収差を適正且つ高精度に補正することがで
きる。なお、球面収差の補正は、上述のようなレンズの変位による方式に限定されるもの
ではない。たとえば液晶素子を用いて、レーザ光の光学収差を打ち消すように、液晶素子
の位相制御を行うような方法であってもかまわない。
【００７０】
　収差補正機構制御回路９は、コントローラ１２に入力された情報再生信号の品質に基づ
いて、図１３に示す光ヘッド装置３Ｂ内に設けられた収差補正機構１６Ａの動作を制御す
る。コリメータレンズ１５は、球面収差などの光学収差を補正する光学部品であり、収差
補正機構制御回路９は、このコリメータレンズ１５を保持するレンズホルダ１６Ｂを光軸
ＬＡに沿った方向Ｄ１に変位させることで光学収差を適正且つ高精度に補正することがで
きる。なお、球面収差の補正は、上述のようなレンズの変位による方式に限定されるもの
ではない。たとえば液晶素子を用いて、レーザ光の光学収差を打ち消すように、液晶素子
の位相制御を行うような方法であってもかまわない。
【００７１】
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　図１４は、ホログラム光学素子２１の光入射面の構成を概略的に示す平面図である。ホ
ログラム光学素子２１は、主回折領域２１０と、一対の副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂ
と、一対の周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂという３種類の回折領域を有している。こ
れら３種類の回折領域においては、個別に回折パターン（たとえば、回折格子溝の形状や
回折格子溝間隔）を形成することができる。副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂは、内側の
主回折領域２１０よりも、光ディスクＯＤのタンジェンシャル方向（Ｙ軸方向）に対応す
るＹ２軸方向の外側に配置されている。周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂは、これら副
回折領域２１１Ａ及び２１１ＢよりもＹ２軸方向の外側に配置されている。副回折領域２
１１Ａ及び２１１Ｂは、Ｙ２軸方向に直交するＸ２軸方向（ラジアル方向に対応する方向
）の中心線２１ｃに関して互いに対称な形状を有しており、周辺回折領域２１２Ａ及び２
１２Ｂも中心線２１ｃに関して互いに対称な形状を有する。また、主回折領域２１０と副
回折領域２１１Ａとは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｅａで互いに分離されており、主
回折領域２１０と副回折領域２１１Ｂとは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｅｂで互いに
分離されている。また、周辺回折領域２１２Ａと副回折領域２１１Ａとは、Ｘ２軸方向に
平行な境界線２１ｄａで互いに分離されており、周辺回折領域２１２Ｂと副回折領域２１
１Ｂとは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｄｂで互いに分離されている。
【００７２】
　光ディスクＯＤからの戻り光ビームは、光ディスクＯＤの情報記録層のラジアル方向す
なわちＸ軸方向の構造（主に情報トラックの構造）に起因する回折光ビーム（以下「反射
回折光ビーム」と呼ぶ。）を含む。ホログラム光学素子２１の光入射面には戻り光ビーム
の光スポットが照射される。図１４に示されるように、この光スポットは、実線の円で示
される０次光成分Ｒ０と破線の円で示される＋１次光成分ＲＰ１とが重なり合う光成分Ｏ
Ｒｐと、実線の円で示される０次光成分Ｒ０と破線の円で示される－１次光成分ＲＮ１と
が重なり合う光成分ＯＲｎと、０次光成分Ｒ０のうち±１次光成分ＲＰ１、ＲＮ１との重
なりが無い光成分ＯＲａとからなる。主回折領域２１０は、０次光成分Ｒ０の一部（０次
光成分Ｒ０の光スポットの中央部分）と光成分ＯＲｐ及びＯＲｎとが入射する位置に形成
されている。副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂは、０次光成分Ｒ０の残部が入射するが、
光成分ＯＲｐ及びＯＲｎが入射しない位置に形成されている。そして、周辺回折領域２１
２Ａ及び２１２Ｂは、０次光成分Ｒ０及び±１次光成分ＲＰ１，ＲＮ１のいずれも入射し
ない位置に形成されている。
【００７３】
　主回折領域２１０のＹ２軸方向の幅は、図１４に示されるように、０次光成分Ｒ０のＹ
２軸方向における光スポット径よりも狭く、且つ、光成分ＯＲｐ、ＯＲｎのＹ２軸方向に
おける幅以上となるように設計されている。本実施の形態では、戻り光ビームを効率的に
利用するために、境界線２１ｄａ及び２１ｄｂは、０次光成分Ｒ０のＹ２軸方向外縁部と
ほぼ接する位置に設けられている。また、０次回折光Ｒ０のうち＋１次回折光ＲＰ１及び
－１次回折光ＲＮ１のいずれとも重なり合わない光成分ＯＲａが副回折領域２１１Ａ及び
２１１Ｂに占める面積が最大となるように、境界線２１ｅａ及び２１ｅｂは、光成分ＯＲ
ｐ及びＯＲｎのＹ２軸方向外縁部と接する位置に設けられている。したがって、主回折領
域２１０は、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎのＹ２軸方向の幅とほぼ同じ幅を持つ矩形状を有し
ており、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの各々は、０次光成分Ｒ０の外縁と光成分ＯＲ
ｐ及びＯＲｎの外縁とのＹ２軸方向における間隔と同じ幅を持つ矩形状を有する。なお、
戻り光ビームの効率的な利用の観点からは、境界線２１ｅａ及び２１ｅｂが光成分ＯＲｐ
及びＯＲｎの外縁部とそれぞれ接する位置に設けられることが好ましいが、これに限定さ
れるものではない。
【００７４】
　図１５は、ホログラム光学素子２１の主回折領域２１０と、一対の副回折領域２１１Ａ
及び２１１Ｂと、一対の周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂの３種類の回折領域における
具体的な回折パターンを示す断面図である。図１５において、回折格子溝２１３は光軸Ｌ
Ａと平行なＺ軸に対して、垂直なＸ２軸あるいはＹ２軸の方向に繰り返し形成されている
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。さらに詳しく説明すると、主回折領域２１０の回折格子溝は、Ｙ２軸方向に繰り返し形
成されており、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの回折格子溝は、Ｘ２軸方向に繰り返し
形成されている。周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂの回折格子溝は、Ｘ２軸方向、ある
いはＹ２軸方向、あるいは斜めの方向に繰り返し形成されている。回折格子溝２１３は、
所謂ブレーズ構造として知られている構造を有し、鋸歯状の断面形状を有している。すな
わち、Ｚ軸と平行な一方の格子壁２１３Ａと、Ｚ軸から傾斜した斜面による他方の格子壁
２１３Ｂとからなる鋸歯状の回折格子溝２１３が形成されている。
【００７５】
　図１５に示されるようなホログラム光学素子２１において、光学素子の材料の屈折率を
ｎ、回折格子溝２１３の周期をＰ、回折格子溝２１３の深さをＤとする。また、半導体レ
ーザ１３の波長をλとする。一般的にブレーズ構造の場合、ホログラム光学素子２１に入
射した光ビームＩＢは、そのままホログラム光学素子２１を透過する０次回折光ビームＴ
Ｂ０と、０次回折光ビームＴＢ０に対して一方の方向に傾斜した１次回折光ビームＴＢ１
が発生する。ここでは、１次回折光ビームＴＢ１を＋１次回折成分と定義することができ
る。入射光ビームＩＢの入射光強度Ｉに対して、０次回折光ビームＴＢ０の回折効率η０
と、＋１次回折光ビームＴＢ１の回折効率η１との配分は、ホログラム光学素子２１の屈
折率ｎと深さＤ、及び波長λの条件によって決定される。さらに、＋１次回折光ビームＴ
Ｂ１が０次回折光ビームＴＢ０から傾斜する回折角θは、ホログラム光学素子２１の周期
Ｐと波長λとの条件によって決定される。通常、光ヘッド装置３Ｂにおいては、半導体レ
ーザ１３の波長λは特定の値に固定されており、さらにホログラム光学素子２１に使用さ
れるガラスあるいはプラスチック、またはその他の光学材料によって屈折率ｎが固定化さ
れるので、回折効率η０とη１との配分、及び回折角θは、回折格子溝２１３の周期Ｐと
深さＤとを変数として、所望の設計値に合わせこむことができる。
【００７６】
　図１６（ａ）及び（ｂ）は、光軸ＬＡに沿って配列されたホログラム光学素子２１及び
光検出器２２の斜視図である。図１６（ａ）及び（ｂ）では、ラジアル方向に対応するＸ
２軸方向とＸ１軸方向とが互いにほぼ直交するように示されている。これは、ホログラム
光学素子２１と光検出器２２との間に介在するビームスプリッタ１４が戻り光ビームに非
点収差を付与する機能を有するためである。
【００７７】
　図１６（ｂ）に示されるような光検出器２２は、トラッキングエラー検出方式として周
知な差動プッシュプル法の検出をするものとして、一般的に用いられているものと同じで
ある。光検出器２２は、光軸ＬＡに直交する受光面２３Ａ～２３Ｄを有する主受光部２３
と、この主受光部２３の両側に配置された第１副受光部２４及び第２副受光部２５とを含
む。主受光部２３は、Ｘ１軸方向とＹ１軸方向とに沿ってマトリクス状に配列された複数
の受光面２３Ａ、２３Ｂ、２３Ｃ及び２３Ｄを含む。受光面２３Ａ及び２３Ｂの組と受光
面２３Ｃ及び２３Ｄの組とは、Ｘ１軸方向に沿って配列されており、さらに、受光面２３
Ａ及び２３ＢはＹ１軸方向に沿って配列され、受光面２３Ｃ及び３ＤはＹ１軸方向に沿っ
て配列されている。第１副受光部２４は、Ｘ１軸方向に沿って配列された一対の受光面２
４Ｅ及び２４Ｆを有し、第２副受光部２５は、Ｘ１軸方向に沿って配列された一対の受光
面２５Ｇ及び２５Ｈを有する。
【００７８】
　主回折領域２１０は、戻り光ビームに対して主に０次及び＋１次の回折効率を有し、副
回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂも、戻り光ビームに対して主に０次及び＋１次の回折効率
を有している。以後、情報記録層が単一の光ディスクＯＤの場合について説明する。主回
折領域２１０及び副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂから出射された光ビーム（以下「透過
回折光ビーム」と呼ぶ。）のうち０次光成分ＤＲ０は、主受光部２３の受光面２３Ａ～２
３Ｄに照射されて光スポットを形成する。この光スポットは、光ディスクＯＤのラジアル
方向の構造に起因する反射回折光ビームの０次光成分及び±１次光成分を含むものである
。一方、主回折領域２１０から出射された透過回折光ビームの＋１次光成分ＤＲｐは、図
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１６（ｂ）に示されるように、主受光部２３よりもＹ１軸方向の外側の領域に照射される
。光検出器２２はこの＋１次光成分ＤＲｐを受光しない。また、副回折領域２１１Ａ及び
２１１Ｂから出射された透過回折光ビームのうち＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂは、
第１副受光部２４の受光面２４Ｅ及び２４Ｆにそれぞれ照射される。第２副受光部２５の
受光面２５Ｇ及び２５Ｈにはいずれの透過回折光ビームも照射されない。
【００７９】
　８つの受光面２３Ａ～２３Ｄ、２４Ｅ、２４Ｆ、２５Ｇ及び２５Ｈのパターンは、トラ
ッキングエラー信号を生成する方式として一般的に周知されている差動プッシュプル方式
に使用される受光面パターンと同じものである。主受光部２３の受光面２３Ａ、２３Ｂ、
２３Ｃ及び２３Ｄは、０次光成分ＤＲ０を光電変換（光電流－電圧変換）してそれぞれ検
出信号ＳＡ、ＳＢ、ＳＣ及びＳＤを出力するものとし、第１副受光部２４の受光面２４Ｅ
及び２４Ｆは、＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂを光電変換してそれぞれ検出信号ＳＥ
及びＳＦを出力するものとする。第２副受光部２５の受光面２５Ｇ及び２５Ｈは、透過回
折光ビームが照射されないので、光電変換が行われず、検出信号は出力されない。このと
き、マトリクス回路５は、非点収差法に従って、次式（５）により得られる信号レベルを
持つフォーカスエラー信号ＦＥＳを生成する。
　ＦＥＳ＝（ＳＡ＋ＳＣ）－（ＳＢ＋ＳＤ）　　・・・（５）
【００８０】
　また、マトリクス回路５は、次式（６）により得られる信号レベルを持つ再生ＲＦ信号
を生成する。
　ＲＦ＝ＳＡ＋ＳＢ＋ＳＣ＋ＳＤ　　　・・・（６）
【００８１】
　また、マトリクス回路５は、次の次式（７）により得られる信号レベルを持つトラッキ
ングエラー信号ＴＥＳを生成する。
　ＴＥＳ＝ＭＰＰ－ｋ×ＳＰＰ　　　・・・（７）
【００８２】
　ここで、ｋは、ゲイン係数である。ＭＰＰは主プッシュプル信号を表し、ＳＰＰは副プ
ッシュプル信号を表している。主プッシュプル信号ＭＰＰ及び副プッシュプル信号ＳＰＰ
は次式（８ａ）及び（８ｂ）により与えられる。
　ＭＰＰ＝（ＳＡ＋ＳＢ）－（ＳＣ＋ＳＤ）　　　・・・（８ａ）
　ＳＰＰ＝ＳＥ－ＳＦ　　　・・・（８ｂ）
【００８３】
　主プッシュプル信号ＭＰＰと副プッシュプル信号ＳＰＰとは、対物レンズシフトに関し
て互いに同じ位相を有しており、対物レンズシフトに起因するオフセット成分は信号成分
ｋ×ＳＰＰとして得られる。このため、ゲイン係数ｋを適宜調整して副プッシュプル信号
ＳＰＰを増幅することで、対物レンズシフトに起因するオフセット成分がキャンセルされ
たトラッキングエラー信号ＴＥＳを得ることができる。なお、上述した演算で検出される
トラッキングエラー信号ＴＥＳは、周知の差動プッシュプル方式と類似しているが一般的
な差動プッシュプル方式とは異なるので留意を要する。
【００８４】
　一般的な差動プッシュプル方式を説明すると、たとえば、特許文献１または２に記載さ
れているように、従来の光ヘッド装置は、半導体レーザから出射した光ビームが、対物レ
ンズに入射するまでの光路中において、回折格子を通過するように構成されている。その
ため、半導体レーザから出射した光ビームは、対物レンズに入射するまでに３本の光ビー
ムに分割され、光ディスク面上に１つの主光スポットと、この主光スポットを挟んで一対
の副光スポットとに分割される。光ディスク面で反射した３つの戻り光ビームが図１３で
示すような光検出器２２に入射するとき、主光スポットからの戻り光ビームは主受光部２
３に照射され、一対の副光スポットからの戻り光ビームは第１副受光部２４及び第２副受
光部２５でそれぞれ照射される。一般的な差動プッシュプル方式では、副プッシュプル信
号ＳＰＰは次式（８ｃ）により与えられる。
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　ＳＰＰ＝（ＳＥ－ＳＦ）＋（ＳＧ－ＳＨ）　　・・・（８ｃ）
【００８５】
　上記に述べた一般的な差動プッシュプル方式に対して、本実施の形態の光ヘッド装置に
おいては、半導体レーザと対物レンズとの間の光路中に回折格子が存在しないため、半導
体レーザから出射した光ビームは分割されることなくそのまま対物レンズに入射し、光デ
ィスク面上に１つの光スポットが形成される。光ディスク面で反射した戻り光ビームは、
ホログラム光学素子２１を透過することによって複数の透過回折光ビームに分割され、主
受光部２３及び第１副受光部２４に照射される。
【００８６】
　このように、本実施の形態では、光ディスク面に形成される光スポットは１つなので、
以後、一般的な差動プッシュプル方式と区別するために、本発明の差動プッシュプル方式
と呼ぶ。また、一般的な差動プッシュプル方式を、３ビーム差動プッシュプル方式と呼ぶ
。
【００８７】
　図１７（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、対物レンズシフト（光検出器２２に対する対物レ
ンズ１８のラジアル方向の変位）と光検出器２２における照射光スポットの位置との関係
を概略的に示す図である。図１７（ｂ）は、対物レンズ１８の中心軸が光軸ＬＡ上にある
場合に光検出器２２の受光面に照射される光ビームの照射位置（基準位置）を示している
。この場合、０次光成分ＤＲ０の光スポットは主受光部２３のＸ１軸方向及びＹ１軸方向
における中心位置にあり、＋１次光成分ＤＲｐａ，ＤＲｐｂは第１副受光部２４のＸ１軸
方向における中心位置にある。図１７（ａ）は、対物レンズ１８が光ディスクＯＤの内周
側に変位した場合に光検出器２２の受光面に照射される光ビームの照射位置を示している
。この場合、０次光成分ＤＲ０の光スポットは受光面２３Ｃまたは２３Ｄの側に変位し、
＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂは受光面２４Ｆの側に変位する。図１７（ｃ）は、対
物レンズ１８が光ディスクＯＤの外周側に変位した場合に光検出器２２の受光面に照射さ
れる光ビームの照射位置を示している。この場合、０次光成分ＤＲ０の光スポットは受光
面２３Ａまたは２３Ｂの側に変位し、＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂは受光面２４Ｅ
の側に変位する。
【００８８】
　図１８（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、対物レンズシフトとトラッキングエラー信号ＴＥ
Ｓの信号成分ＭＰＰ、ＳＰＰとの関係を概略的に示す図である。図１８（ａ）～（ｃ）に
おいては、光ヘッド装置３Ｂがラジアル方向に一定速度で移動したときに検出される主プ
ッシュプル信号ＭＰＰ及び副プッシュプル信号ＳＰＰの波形が示されている。なお、これ
ら主プッシュプル信号ＭＰＰと副プッシュプル信号ＳＰＰとは、フォーカス制御が行われ
ているが、トラッキング制御が行われていない状態の信号である。図１８（ａ）、（ｂ）
及び（ｃ）は、それぞれ、図１７（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）に対応する。対物レンズ１８
が光軸ＬＡ上にあってラジアル方向に変位していない場合には、図１８（ｂ）に示される
ように、主プッシュプル信号ＭＰＰのＤＣ成分（直流成分）はＧＮＤレベルに一致し、副
プッシュプル信号ＳＰＰのＤＣ成分もＧＮＤレベルに一致する。また、副プッシュプル信
号ＳＰＰの波形は直流的な波形となる。その理由は、副プッシュプル信号ＳＰＰに寄与す
る透過回折光ビームの＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂが、図１４の光成分ＯＲｐ及び
ＯＲｎ（光ディスクＯＤからの反射回折光ビームの０次光Ｒ０と±１次光ＲＰ１、ＲＮ１
とが重なり合う光成分）を含まないためである。対物レンズ１８が内周方向に変位した場
合には、図１８（ａ）に示されるように、主プッシュプル信号ＭＰＰのＤＣ成分は負側に
オフセットした波形となり、副プッシュプル信号ＳＰＰの直流的波形も負側にオフセット
した波形となる。一方、対物レンズ１８が外周方向に変位した場合には、図１８（ｃ）に
示されるように、主プッシュプル信号ＭＰＰのＤＣ成分は正側にオフセットした波形とな
り、副プッシュプル信号ＳＰＰの直流的波形も正側にオフセットした波形となる。したが
って、主プッシュプル信号ＭＰＰと副プッシュプル信号ＳＰＰとは、対物レンズシフトに
関して互いに同じ位相を有しており、副プッシュプル信号ＳＰＰのオフセット量は、対物
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レンズ１８の変位量に対応する値を有することが分かる。このため、副プッシュプル信号
ＳＰＰの値をｋ倍して得られる値を、主プッシュプル信号ＭＰＰの値から差し引くことに
よって、対物レンズシフトに起因したオフセット成分がキャンセルされたトラッキングエ
ラー信号ＴＥＳを生成することができる。
【００８９】
　これまでの説明では、情報記録層が単一の光ディスクＯＤの場合について説明してきた
が、次に、複数の情報記録層が積層された構造を有する多層光ディスクの場合について説
明する。図１９（ａ）及び（ｂ）は、ホログラム光学素子２１を含む光ヘッド装置３Ｂの
構成の一部を概略的に示す平面図である。図１９に示す光ディスクＯＤＭは、複数の情報
記録層Ｌ０、Ｌ１、Ｌ２及びＬ３が積層された構造を有する多層光ディスクである。
【００９０】
　図１９（ａ）には、光ディスクＯＤＭで反射した２種類の戻り光ビームＲＬ及びＯＬの
伝搬経路が示されている。戻り光ビームＲＬは、情報の記録または再生の対象となる情報
記録層Ｌ１から対物レンズ１８及びコリメータレンズ１５を順に通過してホログラム光学
素子２１に入射する。戻り光ビームＲＬは、主回折領域２１０及び副回折領域２１１Ａ及
び２１１Ｂで透過回折されて、図１６について説明したように、主受光部２３及び第１副
受光部２４に入射する。多層光ディスクＯＤＭでは、情報記録層Ｌ０～Ｌ３について個別
に球面収差が発生する。光ヘッド装置３Ｂに設けられた収差補正機構１６Ａは、光軸ＬＡ
に沿ってコリメータレンズ１５を変位させることで情報記録層毎に球面収差を適正に補正
することができる。
【００９１】
　一方、戻り光ビームＯＬは、情報の記録または再生の対象となる情報記録層Ｌ１以外の
情報記録層（たとえば、情報記録層Ｌ３）で反射した迷光のうち、対物レンズ１８及びコ
リメータレンズ１５を順に通過し、ホログラム光学素子２１の２つの境界線２１ｄａ及び
２１ｄｂの外側、すなわち一対の周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂに入射する迷光成分
である。周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂは、入射光が光検出器２２の方向以外の方向
に回折されるように、回折効率及び回折方向の特性が最適化されている。
【００９２】
　図１９（ｂ）には、光ディスクＯＤＭで反射した２種類の戻り光ビームＲＬ及びＳＬの
伝搬経路が示されている。戻り光ビームＲＬは、図１９（ａ）の説明と同じである。一方
、戻り光ビームＳＬは、情報の記録または再生の対象となる情報記録層Ｌ１以外の情報記
録層（たとえば、情報記録層Ｌ３）で反射した迷光のうち、対物レンズ１８及びコリメー
タレンズ１５を順に通過し、ホログラム光学素子２１の２つの境界線２１ｄａ及び２１ｄ
ｂの内側に入射する迷光成分である。この迷光成分はホログラム光学素子２１で０次回折
迷光ビームＳＬ０と＋１次回折迷光ビーム（図示省略）に分離される。０次回折迷光ビー
ムＳＬ０は、光検出器２２にぼやけた状態で照射される。なお、＋１次回折迷光ビームも
同様に光検出器２２に照射されるが、０次回折迷光ビームＳＬ０と比較して光強度が充分
弱くなるので、以後の説明では省略する。
【００９３】
　図２０は、図１６（ｂ）の場合と同様の、本実施の形態の光検出器２２の斜視図であり
、図１９（ｂ）について説明した０次回折迷光ビームＳＬ０を図示したものである。０次
回折迷光ビームＳＬ０は、光検出器２２の３つの受光部２３、２４及び２５にぼやけた状
態で照射されるが、ぼやけの程度は、光ヘッド装置３Ｂの光学的設計仕様や、受光部２３
、２４及び２５の面積、多層光ディスクの情報記録層の層間隔に依存する。
【００９４】
　これまでの説明では、光検出器２２として、一般的な３ビーム差動プッシュプル方式に
対応した受光面パターンを有する光検出器を用いていたが、本発明の差動プッシュプル方
式では、第２副受光部２５の受光面２５Ｇ及び２５Ｈにはいずれの透過回折光ビームも照
射されないので、第２副受光部２５を有している必要がない。したがって、主受光部２３
と第１副受光部２４のみを有する光検出器の構成にすることで、光ヘッド装置３Ｂの構成
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を単純化することができるという利点がある。
【００９５】
　また、一般的な３ビーム差動プッシュプル方式に対応した受光面パターンで検出される
副プッシュプル信号ＳＰＰは、上記（８ｃ）式により与えられる。第２副受光部２５の受
光面２５Ｇ及び２５Ｈにはいずれの透過回折光ビームも照射されないため、（８ｂ）式を
用いても（８ｃ）式を用いても原理的には同じ信号となるはずであるが、図２０について
の説明で明らかなように、多層光ディスクの記録もしくは再生においては、対象となる情
報記録層以外の情報記録層からの反射光が、０次回折迷光ビームＳＬ０として光検出器２
２に照射されるため、受光面２５Ｇ及び２５Ｈからは０次回折迷光ビームＳＬ０が光電変
換されたノイズ信号が生成される。したがって、一般の３ビーム差動プッシュプル方式に
対応した受光面パターンを用いる場合には、検出信号の品質の観点から、受光面２５Ｇ及
び２５Ｈからの検出信号は演算に用いない（８ｂ）式による検出が好ましいが、これに限
定されるものではない。
【００９６】
　さらに、第１副受光部２４は２つの受光面を有するものとして示されているが、たとえ
ば主受光部２３と同様に４つの受光面を有するものあってもよいし、別のパターンの受光
面を有していてもよく、Ｘ１軸方向に沿って配列された一対の受光パターンを有するもの
であればよい。
【００９７】
　多層の光ディスクの記録もしくは再生においては、対象となる情報記録層以外の情報記
録層からの反射光と、対象となる情報記録層からの反射光とが、光検出器２２の面上で互
いに干渉しあうことで、トラッキングエラー信号ＴＥＳが乱されるという悪影響がある。
干渉の程度は、干渉しあう２つの光ビームの強度が同程度であるほど影響が大きくなる。
本実施の形態においては、対象となる情報記録層以外の情報記録層からの反射光は、ぼや
けた状態で光検出器２２に照射されるので、各受光部で検出される光強度は小さい。一方
、対象となる情報記録層からの反射光のうち、第１副受光部２４で検出される光強度は、
一般的に主受光部２３のそれよりも小さい。したがって第１副受光部２４で検出される副
プッシュプル信号ＳＰＰが受ける干渉の影響を軽減することが必要である。そのためには
、副プッシュプル信号ＳＰＰの強度を大きくすることが求められ、副回折領域２１１Ａ及
び２１１Ｂの±１次回折効率を大きい値に設定することが好ましい。
【００９８】
　なお、一般的な３ビーム差動プッシュプル方式では、２つの副受光部２４及び２５に等
しい光強度に分割した光ビームを入射させて副プッシュプル信号ＳＰＰを生成していたが
、本発明の差動プッシュプル方式では、ブレーズ構造のホログラム光学素子２１を用いて
、１つの副受光部２４に回折した光ビームを入射させて副プッシュプル信号ＳＰＰを生成
しているので、単純に１つの副受光部２４に入射する光ビームの光強度を２倍にすること
ができる。このため、情報記録層以外の情報記録層からの迷光成分の光強度の比率を大き
くすることができ、副プッシュプル信号ＳＰＰにおいて０次回折迷光ビームＳＬ０とで引
き起こされる干渉の影響を大きく低減することができる。
【００９９】
　次に、光ディスクＯＤの情報記録層に記録されている情報の信号長と情報再生信号との
関係について説明する。一般に、情報が記録されている光ディスクＯＤには、記録マーク
の領域とスペースの領域とが情報トラックに沿って形成されている。光ディスクＯＤの規
格では、記録マークやスペースの長さに相当する信号長ｎＴ（ｎは正整数；Ｔは再生クロ
ック周期などの単位時間）が定められている。たとえば、ブルーレイディスクの規格で定
められている信号長は、２Ｔ、３Ｔ、４Ｔ、５Ｔ、６Ｔ、７Ｔ及び８Ｔの７種類である。
光ディスクＯＤの情報記録層に照射された光ビームは、タンジェンシャル方向（Ｙ軸方向
）に沿って形成された記録マークやスペースで反射する際に回折されるので、光ディスク
ＯＤからの戻り光ビームは、情報記録層のタンジェンシャル方向の構造に起因する回折光
を含み得ることとなる。
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【０１００】
　図２１（ａ）及び（ｂ）は、光ディスクＯＤの信号長に起因する回折光がホログラム光
学素子２１に照射された状態を概略的に示す平面図である。図２１（ａ）は、ブルーレイ
ディスクの規格による２Ｔの信号長に対応する回折光の光スポットを示し、図２１（ｂ）
は、光ディスクＯＤに記録されている比較的長い信号長（たとえば、信号長６Ｔ）に対応
する回折光の光スポットを示す。図２１（ａ）及び（ｂ）に示されるように、これら光ス
ポットは、主回折領域２１０及び副回折領域２１１Ａ，２１１Ｂに照射されており、実線
の円で示される０次光成分Ｔ０と、この０次光成分Ｔ０とＹ２軸方向において重なる＋１
次光成分ＴＰ１の一部と、０次光成分Ｔ０とＹ２軸方向において重なる－１次光成分ＴＮ
１の一部とを含む。０次光成分Ｔ０と±１次光成分ＴＰ１及びＴＮ１とがそれぞれ重なり
合う光成分ＯＴａ及びＯＴｂの照射面積は、信号長に依存する。信号長が短い場合（信号
長２Ｔ）、図２１（ａ）に示されるように光成分ＯＴａ、ＯＴｂの照射面積は小さく、光
成分ＯＴａ及びＯＴｂの大きさは、それぞれ、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂにほぼ収
まる大きさとなる。一方、比較的長い信号長の場合は（たとえば、信号長６Ｔ）、図２１
（ｂ）に示されるように、０次光成分Ｔ０と±１次光成分ＴＰ１及びＴＮ１とがそれぞれ
重なり合う光成分ＯＴａ及びＯＴｂの照射面積は大きく、光成分ＯＴａは、主回折領域２
１０及び副回折領域２１１Ａのいずれにも照射され、光成分ＯＴｂは、主回折領域２１０
及び副回折領域２１１Ｂのいずれにも照射される。なお、光ディスクＯＤに情報が記録さ
れていない場合には、±１次光成分ＴＰ１及びＴＮ１は発生せず、０次光成分Ｔ０は、図
１４に示した０次光成分Ｒ０と一致する。
【０１０１】
　（６）式に示した再生ＲＦ信号（＝ＳＡ＋ＳＢ＋ＳＣ＋ＳＤ）は、主受光部２３に照射
された回折光の強度に応じた値を有する。再生ＲＦ信号の振幅の大きさは、当該信号長に
対応する光成分ＯＴａ、ＯＴｂの照射面積に依存することとなる。よって、再生ＲＦ信号
の強度は、主にホログラム光学素子２１の主回折領域２１０の０次回折効率と副回折領域
２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率とに依存する。再生ＲＦ信号の強度を大きくするた
めには、ホログラム光学素子２１の主回折領域２１０の０次回折効率と副回折領域２１１
Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率とをそれぞれ大きな値にするように、主回折領域２１０と
副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂとを形成すればよい。ここで、信号長が短い場合には、
副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率が支配的に作用し、信号長が長い場合に
は、主回折領域２１０の０次回折効率と副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率
の影響を受ける。一般に、短い信号長に対応する再生ＲＦ信号の強度は小さいために、信
号検出において検出誤りを起こしやすい。この検出誤りを回避するためには、副回折領域
２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率を主回折領域２１０の０次回折効率以上にすること
（以下「要件Ｃ」と呼ぶ。）により、短い信号長に対応する再生ＲＦ信号の強度を意図的
に増大させることが好ましい。主回折領域２１０の０次回折効率をηｘとし、副回折領域
２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率をηｙとするとき、要件Ｃを満たすηｘ及びηｙの
範囲は、以下の不等式が成立する範囲となる。
　　　　ηｘ≦ηｙ　　　・・・（９）
【０１０２】
　図２２（ａ）及び（ｂ）は、信号長に対する再生ＲＦ信号の強度特性の一例を概略的に
示す図である。図２２において、横軸は信号長、縦軸は再生ＲＦ信号の信号強度である。
図２２（ａ）及び（ｂ）のグラフは、ブルーレイディスクの規格に基づいた数値シミュレ
ーションにより得られたものである。図２２（ａ）は、主回折領域２１０の０次回折効率
ηｘが副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率ηｙと等しい場合、あるいは、ホ
ログラム光学素子２１を使用しない場合において得られる信号特性である。図２２（ａ）
に示されるように、信号長が長くなるにつれて信号強度は大きくなる。一方、図２２（ｂ
）は、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率ηｙが主回折領域２１０の０次回
折効率ηｘより大きい場合（ηｘ＜ηｙ）の強度特性を概略的に示す図である。図２２（
ｂ）のグラフは、短い信号長の２Ｔに対応する信号強度が強調されている点で好ましい。
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しかしながら、信号長が５Ｔ以下では、信号強度が単調に増加するのに対し、信号長が５
Ｔを超えると信号強度が単に減少しており、６Ｔでの信号強度が５Ｔでの信号強度よりも
小さい。このように、信号長の増加に伴う信号強度の変化が単調増加から単調減少に転じ
る現象（信号強度の逆転）が生じる。信号再生回路６は、マトリクス回路５から供給され
た再生ＲＦ信号を２値化して信号長に対応したパルス幅を持つ２値化信号を生成する。信
号強度の逆転が発生すると、信号長に対応したパルス幅を得ることができない場合がある
。このため、信号強度の逆転が発生しないこと（以下「要件Ｄ」と呼ぶ。）が好ましい。
【０１０３】
　上述したように、トラッキングエラー信号における副プッシュプル信号ＳＰＰ（＝ＳＥ
－ＳＦ）の信号強度を大きくするためには、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの±１次回
折効率を大きく設定すればよいが、これら±１次回折効率が大きすぎると、副回折領域２
１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率ηｙが小さくなり、主受光部２３により検出される光
量が低下する。これにより、短い信号長に対応する再生ＲＦ信号の信号強度を強調させる
ための要件Ｄが成立しないことがある。数値シミュレーションによれば、要件Ｄを満たす
ための０次回折効率ηｘ及びηｙの範囲を、以下の不等式が成立する範囲とすることが望
ましい。
　　　　ηｙ≦２×ηｘ　　　・・・（１０）
【０１０４】
　図２３（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率
ηｙと主回折領域２１０の０次回折効率ηｘを変数にした場合に、再生ＲＦ信号の信号強
度特性の観点から０次回折効率ηｘ，ηｙの好ましい範囲を示す分布図である。図２３（
ａ）、（ｂ）及び（ｃ）に示されているグラフにおいて、横軸は、主回折領域２１０の０
次回折効率ηｘを示し、縦軸は、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率ηｙを
示している。横軸及び縦軸における「０」の値は、透過回折光の０次光成分が全く発生し
ない状態を示し、「１」の値は、透過回折光の０次以外の次数の光が全く発生しない状態
を示すものと定義する。図２３（ａ）は、要件Ｃを満たす０次回折効率ηｘ及びηｙの範
囲（ηｘ≦ηｙ）をハッチングで示す分布図であり、図２３（ｂ）は、要件Ｄを満たす０
次回折効率ηｘ及びηｙの範囲（ηｙ≦２×ηｘ）をハッチングで示す分布図である。情
報ＲＦ信号の信号強度特性の観点から好ましい範囲は、要件Ｃ及び要件Ｄを満たす０次回
折効率ηｘ及びηｙの範囲（ηｘ≦ηｙ、且つ、ηｙ≦２×ηｘ）である。図２３（ｃ）
に、要件Ｃと要件Ｄとを共に満たす０次回折効率ηｘ及びηｙの範囲をハッチングで示す
。
【０１０５】
　以上に説明したように、本実施の形態のホログラム光学素子２１は、図１６に示したよ
うに、反射回折光ビームの０次光成分ＯＲａの一部と光成分ＯＲｐ及びＯＲｎとが入射す
る主回折領域２１０と、反射回折光ビームの光成分ＯＲｐ及びＯＲｎが入射せず、０次光
成分ＯＲａの残部が入射する副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂとを有している。光検出器
２２は、主回折領域２１０及び副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂを透過した透過回折光ビ
ームの０次光成分ＤＲ０を受光する主受光部２３と、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂを
それぞれ透過した透過回折光ビームの＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂを受光する副受
光部２４とを有している。したがって、簡単な構成の受光面パターンを持つ光検出器２２
を使用して、対物レンズシフトに起因するオフセットがキャンセルされたトラッキングエ
ラー信号ＴＥＳを生成することができる。
【０１０６】
　また、ホログラム光学素子２１の構造を、図１５に示したようにブレーズ状として、１
次回折光を一方向のみ発生させるようにしている。したがって、多層の光ディスクに対し
て記録もしくは再生の対象となる情報記録層以外の情報記録層からの迷光に対して、副回
折領域２１１Ａ及び２１１Ｂをそれぞれ透過した透過回折光ビームの＋１次光成分ＤＲｐ
ａ及びＤＲｐｂの光強度比率を高めることができるので、副プッシュプル信号ＳＰＰが被
る干渉の影響を大きく低減することができ、トラッキングエラー信号ＴＥＳの品質を高め
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ることができる。
【０１０７】
　さらに、ホログラム光学素子２１の構造を、図１９（ａ），（ｂ）に示したように、多
層の光ディスクの記録もしくは再生の対象となる情報記録層以外の情報記録層からの迷光
が周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂに入射したとき、これらで透過回折した光ビームが
光検出器２２に入射しないようにしている。したがって、不要な迷光成分による信号が検
出されないのでトラッキングエラー信号ＴＥＳの品質を高めることができる。
【０１０８】
　さらにまた、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの０次回折効率ηｙを、主回折領域２１
０の０次回効率ηｘ以上の値に設定することにより、短い信号長に対応する再生ＲＦ信号
の信号強度を大きくすることができる。このため、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｂの使
用により、信号検出の性能を向上させることができる。さらに、副回折領域２１１Ａ及び
２１１Ｂの０次回折効率ηｙを、主回折領域２１０の０次回折効率ηｘの２倍以下の値に
設定することにより、信号長と信号強度との関係の逆転を回避して、信号検出の性能をさ
らに向上させることができる。
【０１０９】
　以上により、本実施の形態の光ヘッド装置によれば、副受光部で検出された信号に基づ
いて、対物レンズシフトに起因するオフセットに相当する信号成分を生成することができ
、この信号成分を用いて、オフセットが除かれたトラッキングエラー信号を生成すること
ができる。その結果、再生信号の品質劣化や光ディスクに照射される光強度の損失を伴う
ことなく、所望の情報記録層以外の他の情報記録層からの迷光を軽減し、多層の光ディス
クに対して、対物レンズシフト時にオフセットが発生しない差動プッシュプル方式を用い
ることができる。また、この信号成分の検出は、簡単な構成の受光面パターンを持つ光検
出器を用いて行うことができる。
【０１１０】
実施の形態６．
　次に、本発明に係る実施の形態６について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の構
成は基本的に、複数の光源である半導体レーザを複数個用いる点を除いて上記実施の形態
５の光ヘッド装置３Ｂの構成とほぼ同じである。図２４は、本発明に係る実施の形態６の
光ヘッド装置３Ｃの主な構成を概略的に示す平面図である。さらに図２４においては、た
とえば実用化されているＢＤ（Ｂｌｕ－ｒａｙ　Ｄｉｓｃ）、ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　
Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ）及びＣＤ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｃ）の３種類の規格
に対応する光ヘッド装置３Ｃが示されている。ＤＶＤにおいては、多層の光ディスクとし
て２層のものが規格化されている。ＣＤにおいては、単層の光ディスクのみが規定されて
いる。一方、ＢＤにおいては、最大４層までの多層光ディスクの規格化提案がなされてい
る。したがって、これら３種類の規格に対応する光ヘッド装置３Ｃにおいては、ＢＤ規格
の多層光ディスクが適用される場合において、他の情報記録層で反射した迷光が光検出器
で検出されて、本発明の差動プッシュプル信号の品質が損なわれることが起こらないよう
な工夫が求められる。
【０１１１】
　図２４に示されるように光ヘッド装置３Ｃは、３つの半導体レーザ１３０、１３１及び
１３２を有している。第１の半導体レーザ１３０、コリメータレンズ１５、対物レンズ１
８、アクチュエータ１７、ホログラム光学素子２１及び光検出器２２は、それぞれ、図１
３に示した半導体レーザ１３、コリメータレンズ１５、対物レンズ１８、アクチュエータ
１７、ホログラム光学素子２１及び光検出器２２とほぼ同様のものである。第１のビーム
スプリッタ３１０は、プリズム型のものとして示されているが、図１３に示したビームス
プリッタ１４のような平板型のものであってもよい。シリンドリカルレンズ３２は、光デ
ィスクＯＤで反射した戻り光ビームに非点収差を付与するためのもので、図１３において
ビームスプリッタ１４が有していた非点収差付与機能と同様の機能を有する。第１の半導
体レーザ１３０から出射されたレーザ光は、光軸ＬＡ上に配置された第１のビームスプリ
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ッタ３１０で反射して後述する第２のビームスプリッタ３１１、第３のビームスプリッタ
３１２及びコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射する。光ディスクＯＤで
反射した戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５、第３のビームスプリ
ッタ３１２、第２のビームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０及びシリン
ドリカルレンズ３２を順に通過してホログラム光学素子２１に入射し、複数の透過回折光
ビームに分割されて、光検出器２２の受光部２３、２４及び２５に入射する。
【０１１２】
　第２の半導体レーザ１３１から出射されたレーザ光は、回折格子３３を透過し、第１の
ビームスプリッタ３１０とコリメータレンズ１５の間に配置された第２のビームスプリッ
タ３１１で反射して、第３のビームスプリッタ３１２及びコリメータレンズ１５を介して
対物レンズ１８に入射する。光ディスクＯＤで反射した戻り光ビームは、対物レンズ１８
、コリメータレンズ１５、第３のビームスプリッタ３１２、第２のビームスプリッタ３１
１、第１のビームスプリッタ３１０、シリンドリカルレンズ３２及びホログラム光学素子
２１を順に通過して、光検出器２２の受光部２３，２４及び２５に入射する。
【０１１３】
　第３の半導体レーザ１３２から出射されたレーザ光は、回折格子３４を透過し、第１の
ビームスプリッタ３１０とコリメータレンズ１５の間に配置された第３のビームスプリッ
タ３１２で反射してコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射する。光ディス
クＯＤで反射した戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５、第３のビー
ムスプリッタ３１２、第２のビームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０、
シリンドリカルレンズ３２及びホログラム光学素子２１を順に通過して、光検出器２２の
受光部２３，２４及び２５に入射する。
【０１１４】
　図２４で示される光ヘッド装置３Ｃにおいて、第１の半導体レーザ１３０はＢＤ規格に
対応するものとし、その発振波長は４０８ｎｍ近傍とする。また、第２の半導体レーザ１
３１はＤＶＤ規格に対応するものとし、その発振波長は６５５ｎｍ近傍とする。さらに、
第３の半導体レーザ１３２はＣＤ規格に対応するものとし、その発振波長は７８５ｎｍ近
傍とする。対物レンズ１８は、上記３つの波長の全てにおいて機能し、ＢＤ規格の光ディ
スクが装着された場合には０．８５近傍の開口数、ＤＶＤ規格の光ディスクが装着された
場合には０．６から０．６５近傍の開口数、ＣＤ規格の光ディスクが装着された場合には
０．５近傍の開口数を有するものとして動作する。コリメータレンズ１５、シリンドリカ
ルレンズ３２及び光検出器２２は、上記３つの波長においてそれぞれの機能を保有するも
のとする。光ディスクＯＤとして、ＢＤ、ＤＶＤ及びＣＤの各規格に対応した光ディスク
が随時装着されるものとする。回折格子３３は、光ディスクＯＤ面上で３つの光スポット
を形成させ、ＤＶＤに対して３ビーム差動プッシュプル方式でのトラッキングエラー検出
を行うためのものである。また回折格子３４は、光ディスクＯＤ面上で３つの光スポット
を形成させ、ＣＤに対して３ビーム差動プッシュプル方式でのトラッキングエラー検出を
行うためのものである。
【０１１５】
　さらに、図２４で示される光ヘッド装置３Ｃにおいては、ＢＤ規格に対応している半導
体レーザ１３０から出射した光ビームの挙動は、本発明に係る実施の形態５と同様である
。また、ＤＶＤ規格に対応している半導体レーザ１３２から出射した光ビームの挙動、及
びＣＤ規格に対応している半導体レーザ１３３から出射した光ビームの挙動についても、
基本的に実施の形態５と同様であるが、ホログラム光学素子２１及び光検出器２２での挙
動が異なる。
【０１１６】
　図２５は、本実施の形態のホログラム光学素子２１の回折格子溝深さＤと回折効率との
関係を示すグラフ図である。回折効率の算出においては、ホログラム光学素子２１の材質
としてシリカガラスを用いることとして、その屈折率を用いた。なお、ホログラム光学素
子２１の材質はシリカガラスに限定されるものではない。回折効率の設定として、たとえ
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ば、ＢＤ規格において、０次回折効率と＋１次回折効率との比率を４：１にする場合を考
えると、この条件を満たす回折格子溝深さは、図２５のグラフから約０．２７ミクロンと
なる。このような回折格子溝深さで形成されたホログラム光学素子２１に、ＤＶＤ規格に
対応して第２の半導体レーザ１３１から出射した光ビームが通過すると、その０次回折効
率と＋１次回折効率との比率は約１９：１となり、ＤＶＤ規格における波長においては、
＋１次回折透過光ビームは無視してよい程度に小さい。同様に、ＣＤ規格に対応して第３
の半導体レーザ１３２から出射した光ビームが通過すると、その０次回折効率と＋１次回
折効率との比率は約２９：１となり、ＣＤ規格における波長においては、＋１次回折透過
光ビームはやはり無視してよい程度に小さい。したがって、ＤＶＤ規格あるいはＣＤ規格
においては、ホログラム光学素子２１は近似的に、回折作用を有しない単なる透明板とし
て扱ってもよいということがわかる。
【０１１７】
　図２６（ａ）及び（ｂ）は、本実施の形態において、第１の半導体レーザ１３０を動作
させた場合のホログラム光学素子２１及び光検出器２２の斜視図である。ホログラム光学
素子２１の各回折領域２１０，２１１Ａ及び２１１Ｂを回折透過した光ビームが、受光面
２３Ａ～２３Ｄ、２４Ｅ及び２４Ｆに入射する動作は、図１６について説明した動作と同
様である。
【０１１８】
　図２７（ａ）及び（ｂ）は、本実施の形態において、第２の半導体レーザ１３１もしく
は第３の半導体レーザ１３２を動作させた場合のホログラム光学素子２１及び光検出器２
２の斜視図である。光成分ＯＳは、３ビーム差動プッシュプル方式での検出を行うために
、回折格子３３または３４で３つに分割された光ビームのうち、主光ビームの光ディスク
ＯＤからの戻り光スポットである。光成分ＯＳｐ及びＯＳｎは、同様に回折格子３３また
は３４で３つに分割された光ビームのうち、２つの副光ビームの光ディスクＯＤからの戻
り光スポットである。第２の半導体レーザ１３１に対応したＤＶＤ規格、及び第３の半導
体レーザ１３２に対応したＣＤ規格においては、対物レンズ１８がそれぞれの規格に対し
て機能する開口数が、第１の半導体レーザ１３０に対応したＢＤ規格の場合の開口数より
も小さいので、ホログラム光学素子２１に入射する戻り光ビームの径は開口数に比例して
小さくなる。第１副受光部２４及び第２副受光部２５には、３ビーム差動プッシュプル方
式による検出のための副光スポットＤＳｐ，ＤＳｎがそれぞれ中心位置で照射されるよう
に、回折格子３３及び３４の回折格子溝のピッチ等の仕様が最適化される。
【０１１９】
　したがって、ＤＶＤ規格及びＣＤ規格での各種信号は以下の演算式で検出される。まず
、フォーカスエラー信号ＦＥＳは次式（１１）により得られる。
　ＦＥＳ＝（ＳＡ＋ＳＣ）－（ＳＢ＋ＳＤ）　　・・・（１１）
【０１２０】
　再生ＲＦ信号は次式（１２）により得られる。
　ＲＦ＝ＳＡ＋ＳＢ＋ＳＣ＋ＳＤ　　　・・・（１２）
【０１２１】
　トラッキングエラー信号ＴＥＳは次式（１３）により得られる。
　ＴＥＳ＝ＭＰＰ－ｋ×ＳＰＰ　　・・・（１３）
【０１２２】
　ここで、ｋは、ゲイン係数である。ＭＰＰは主プッシュプル信号を表し、ＳＰＰは副プ
ッシュプル信号を表している。主プッシュプル信号ＭＰＰ及び副プッシュプル信号ＳＰＰ
は次式（１３ａ）及び（１３ｂ）によりそれぞれ与えられる。
　ＭＰＰ＝（ＳＡ＋ＳＢ）－（ＳＣ＋ＳＤ）　・・・（１３ａ）
　ＳＰＰ＝（ＳＥ－ＳＦ）＋（ＳＧ－ＳＨ）　　　・・・（１３ｂ）
【０１２３】
　実施の形態５で述べたように、第１の半導体レーザ１３０に対応したＢＤ規格において
は、副プッシュプル信号ＳＰＰは、規格に対応して、演算式を実施の形態５で示した（８
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ｂ）式または（１３ｂ）式に切り換える必要がある。
【０１２４】
　ここで、光検出器２２においては、主受光部２３と第１副受光部２４とが離間する距離
に関して、次に説明する設計的要件を満たすことが好ましい。図２５で示すように、第２
及び第３の半導体レーザ１３１及び１３２のそれぞれの発振波長においては、図２５に示
されるように回折格子溝深さに対応して実際にはごくわずかに＋１次回折効率が存在する
ので、図２７で示すように一対の副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂから出射された透過回
折光ビームのうち＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂが発生する。これらの成分は、各種
信号検出にノイズとして作用する有害な成分となるため、＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲ
ｐｂが発生する位置に第１副受光部２４が重ならないように、主受光部２３と第１副受光
部２４とが適切に離間するように光検出器２２の受光面パターンが設計されている。なお
、副プッシュプル信号ＳＰＰの検出に用いられる副光スポットＤＳｐの光強度に比して、
＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂの光強度が無視できる程度に小さい場合には、この限
りではなく、＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂの一部あるいはすべてが第１副受光部２
４と重なってもよい。
【０１２５】
　また上記の説明においては、ＤＶＤ及びＣＤとも３ビーム差動プッシュプル法によるト
ラッキング制御を行うようにしたが、これに限定されるものではなく、採用されるトラッ
キングエラー検出方式に対応し、なおかつ＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂの影響が勘
案されて、光検出器の受光面パターンの最適化が行われることは共通の事項である。
【０１２６】
　さらにまた、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｃにおいては、第１の半導体レーザ１３０
はＢＤ規格に対応するものとし、第２の半導体レーザ１３１はＤＶＤ規格に対応するもの
とし、第３の半導体レーザ１３２はＣＤ規格に対応するものとして説明したが、これに限
られるものではなく、たとえば次世代の規格に対応する構成が含まれていても構わない。
さらには、３つの規格に対応するように構成された光ヘッド装置３Ｃを例にとったが、２
つの規格、あるいは４つ以上の規格に対応するように構成できることは言うまでもない。
【０１２７】
　また、図２４においては、ＢＤ規格に対応している半導体レーザ１３０、ＤＶＤ規格に
対応している半導体レーザ１３１及びＣＤ規格に対応している半導体レーザ１３２がこの
順に並ぶように構成したが、別の順で並んでもよい。
【０１２８】
　さらには、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｃにおいては、対物レンズ１８を複数の規格
に互換できる仕様のものとした。しかしながら、対物レンズが全ての規格に対応できない
ような場合も想定される。このような場合には、可動部１９に規格毎に対応した複数の対
物レンズを備え、対象となる規格の光ディスクに対応した対物レンズを選択して適用する
ようにしてもよい。対物レンズを選択する手段としては、光軸ＬＡ上に所望の対物レンズ
を移動させるような構成が考えられる。あるいは、コリメータレンズ１５の前方または後
方の位置にたとえばビームスプリッタ等の光学部品を配置して光軸を分割し、分割された
それぞれの光軸上に、対応する規格が異なる対物レンズを配置する構成などが考えられる
。
【０１２９】
　以上に説明したように、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｃは、図２４に示したように、
複数の規格に対応するように、複数の波長の異なる半導体レーザ１３０、１３１及び１３
２を備えているにも拘わらず、ホログラム光学素子２１及び光検出器２２は１系統の構成
のみを有している。したがって、簡単な構成の光ヘッド装置３Ｃで、複数の規格、及び多
層の光ディスクが規定される規格に対応することができる。
【０１３０】
　以上により、本実施の形態の光ヘッド装置によれば、複数の規格にそれぞれ対応した光
ディスクを用いた場合でも、所望の情報記録層以外の他の情報記録層からの迷光を軽減し
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、多層の光ディスクに対して、対物レンズシフト時にオフセットが発生しない差動プッシ
ュプル方式を用いることができる。また、この信号成分の検出は、簡単な構成の受光面パ
ターンを持つ光検出器を用いて行うことができる。
【０１３１】
実施の形態７．
　次に、本発明に係る実施の形態７について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の構
成は基本的に、複数の半導体レーザ素子を１つのパッケージに収めた半導体レーザを用い
る点、及び複数の半導体レーザ素子に対応した光検出器を用いる点を除いて上記実施の形
態６の光ヘッド装置３Ｃの構成と同様である。図２８は、本発明に係る実施の形態７の光
ヘッド装置の主な構成を概略的に示す平面図である。さらに図２８においては、たとえば
実用化されているＢＤ（Ｂｌｕ－ｒａｙ　Ｄｉｓｃ）、ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒ
ｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ）及びＣＤ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｃ）の３種類の規格に対応
する光ヘッド装置３Ｄが示されている。
【０１３２】
　図２８に示されるように光ヘッド装置３Ｄは、３つの半導体レーザ１３０、１３３及び
１３４を有している（図２８において、半導体レーザ１３３と１３４とは紙面の垂直方向
に重なっている）。図２８に示された第１波長の半導体レーザ１３０、第１のビームスプ
リッタ３１０、第２のビームスプリッタ３１１、コリメータレンズ１５、対物レンズ１８
、アクチュエータ１７及びホログラム光学素子２１は、それぞれ、図２４に示した半導体
レーザ１３０、第１のビームスプリッタ３１０、第２のビームスプリッタ３１１、コリメ
ータレンズ１５、対物レンズ１８、アクチュエータ１７及びホログラム光学素子２１と同
様のものである。光検出器３５は、２組の主受光部３６及び３９と、２組の第１受光部３
７及び４０と、２組の第２受光部３８及び４１とを有している（図２８において、２組の
主受光部３６及び３９と、２組の第１受光部３７及び４０と、２組の第２受光部３８及び
４１とはそれぞれ紙面の垂直方向に重なっている）。第１の半導体レーザ１３０から出射
されたレーザ光は、光軸ＬＡ上に配置された第１のビームスプリッタ３１０で反射して第
２のビームスプリッタ３１１及びコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射す
る。光ディスクＯＤで反射した戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５
、第２のビームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０及びシリンドリカルレ
ンズ３２を順に通過してホログラム光学素子２１に入射し、複数の透過回折光ビームに分
割されて、光検出器３５の主受光部３６及び第１受光部３７に入射する。
【０１３３】
　図２９は、本実施の形態の半導体レーザパッケージを示す正面図である。半導体レーザ
パッケージ１３５には、放熱素子１３６の上に半導体レーザチップ１３７が配置され、半
導体レーザチップ１３７には、第２波長の半導体レーザ１３３、及び第３波長の半導体レ
ーザ１３４の２つのレーザ素子が距離ｄだけ離間して作り付けられている。なおここでは
、１つの半導体レーザチップに２つのレーザ素子が作り付けられている構造が示されてい
るが、２つのレーザ素子が距離ｄだけ離間して配置されている構造を採用してもよい。
【０１３４】
　第２波長の半導体レーザ１３３から出射されたレーザ光は、回折格子４２に入射する。
回折格子４２の一方の面には、３ビーム差動プッシュプル方式に対応するために、第２波
長の半導体レーザ１３３から出射されたレーザ光を、３つのビームに分割するための回折
格子面４２Ａが形成されている。回折格子４２で透過回折した３つの光ビームは、第１の
ビームスプリッタ３１０とコリメータレンズ１５との間に配置された第２のビームスプリ
ッタ３１１で反射してコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射する。光ディ
スクＯＤで反射した戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５、第２のビ
ームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０、シリンドリカルレンズ３２及び
ホログラム光学素子２１を順に通過して、光検出器３５の主受光部３６、第１受光部３７
及び第２受光部３８に入射する。
【０１３５】
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　第３波長の半導体レーザ１３４から出射されたレーザ光は、回折格子４２に入射する。
回折格子４２の他方の面には、３ビーム差動プッシュプル方式に対応するために、第３波
長の半導体レーザ１３４から出射されたレーザ光を、３つのビームに分割するための回折
格子面４２Ｂが形成されている。回折格子４２で透過回折した３つの光ビームは、第１の
ビームスプリッタ３１０とコリメータレンズ１５との間に配置された第２のビームスプリ
ッタ３１１で反射してコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射する。光ディ
スクＯＤで反射した戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５、第２のビ
ームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０、シリンドリカルレンズ３２及び
ホログラム光学素子２１を順に通過して、光検出器３５の主受光部３９、第１受光部４０
及び第２受光部４１に入射する。
【０１３６】
　なお、回折格子４２は、一方の面に回折格子面４２Ａが、他方の面に回折格子面４２Ｂ
が一体的に形成されている一体型の構成の回折格子としたが、それぞれ単独の回折格子面
をもつ２つの回折格子を組み合わせた構成を採用してもよい。また、回折格子面４２Ａで
は、第２波長に対して回折機能を有し、第３波長に対しては回折機能を有しないものとす
る。同様に、回折格子面４２Ｂでは、第３波長に対して回折機能を有し、第２波長に対し
ては回折機能を有しないものとする。
【０１３７】
　図３０（ａ）及び（ｂ）は、本実施の形態において、第１波長の半導体レーザを動作さ
せた場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。光検出器３５は、図２６で
示す光検出器２２と同様に、３ビーム差動プッシュプル方式の検出に対応したものが、２
系統分だけ配置された構成を有している。すなわち、１系統目として、光軸ＬＡに直交す
る受光面３６Ａ～３６Ｄを有する主受光部３６と、この主受光部３６の両側に配置された
第１副受光部３７及び第２副受光部３８とを含む。主受光部３６は、Ｘ１軸方向とＹ１軸
方向とに沿ってマトリクス状に配列された複数の受光面３６Ａ、３６Ｂ、３６Ｃ及び３６
Ｄを含む。受光面３６Ａ及び３６Ｂの組と受光面３６Ｃ及び３６Ｄの組とは、Ｘ１軸方向
に沿って配列されており、さらに、受光面３６Ａ及び３６ＢはＹ１軸方向に沿って配列さ
れ、受光面３６Ｃ及び３６ＤはＹ１軸方向に沿って配列されている。第１副受光部３７は
、Ｘ１軸方向に沿って配列された一対の受光面３７Ｅ及び３７Ｆを有し、第２副受光部３
８は、Ｘ１軸方向に沿って配列された一対の受光面３８Ｇ及び３８Ｈを有する。また、主
受光部３６、第１副受光部３７及び第２副受光部３８と相似的に、２系統目の主受光部３
９、第１副受光部４０及び第２副受光部４１がＹ１軸方向に平行的に離間して配置され、
主受光部３９の中心に光軸ＬＡ１がある。主受光部３９は、Ｘ１軸方向とＹ１軸方向とに
沿ってマトリクス状に配列された複数の受光面３９Ａ、３９Ｂ、３９Ｃ及び３９Ｄを含む
。受光面３９Ａ及び３９Ｂの組と受光面３９Ｃ及び３９Ｄの組とは、Ｘ１軸方向に沿って
配列されており、さらに、受光面３９Ａ及び３９ＢはＹ１軸方向に沿って配列され、受光
面３９Ｃ及び３９ＤはＹ１軸方向に沿って配列されている。第１副受光部４０は、Ｘ１軸
方向に沿って配列された一対の受光面４０Ｅ及び４０Ｆを有し、第２副受光部４１は、Ｘ
１軸方向に沿って配列された一対の受光面４１Ｇ及び４１Ｈを有する。主受光部３６の受
光面３６Ａ、３６Ｂ、３６Ｃ及び３６Ｄは、０次光成分ＤＲ０を光電変換してそれぞれ検
出信号ＳＡ１、ＳＢ１、ＳＣ１及びＳＤ１を出力するものとし、第１副受光部３７の受光
面３７Ｅ及び３７Ｆは、＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂを光電変換してそれぞれ検出
信号ＳＥ１及びＳＦ１を出力するものとする。
【０１３８】
　光軸ＬＡと光軸ＬＡ１との離間量は、半導体レーザチップ１３７における第２波長の半
導体レーザ１３３と第３波長の半導体レーザ１３４との距離ｄに光学的倍率を加味した量
に対応している。第１波長の半導体レーザ１３０に対応したＢＤ規格において、ホログラ
ム光学素子２１の各回折領域２１０、２１１Ａ及び２１１Ｂを回折透過した光ビームが、
受光面３６Ａ～３６Ｄ、３７Ｅ及び３７Ｆに入射する動作は、実施の形態５における図１
６について説明した動作と同様であり、本発明の差動プッシュプル方式が適用される。
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【０１３９】
　したがって、ＢＤ規格での各種信号は以下の演算式で検出される。まず、フォーカスエ
ラー信号ＦＥＳ１は次式（１４）により得られる。
　ＦＥＳ１＝（ＳＡ１＋ＳＣ１）－（ＳＢ１＋ＳＤ１）　　・・・（１４）
【０１４０】
　再生ＲＦ１信号は次式（１５）により得られる。
　ＲＦ１＝ＳＡ１＋ＳＢ１＋ＳＣ１＋ＳＤ１　　　・・・（１５）
【０１４１】
　トラッキングエラー信号ＴＥＳ１は次式（１６）により得られる。
　ＴＥＳ１＝ＭＰＰ１－ｋ１×ＳＰＰ１　　・・・（１６）
【０１４２】
　ここで、ｋ１は、ゲイン係数である。ＭＰＰ１は主プッシュプル信号を表し、ＳＰＰ１
は副プッシュプル信号を表している。主プッシュプル信号ＭＰＰ１及び副プッシュプル信
号ＳＰＰ１は、次式（１７ａ）及び（１７ｂ）により与えられる。
　ＭＰＰ１＝（ＳＡ１＋ＳＢ１）－（ＳＣ１＋ＳＤ１）　・・・（１７ａ）
　ＳＰＰ１＝ＳＥ１－ＳＦ１　　　・・・（１７ｂ）
【０１４３】
　図３１（ａ）及び（ｂ）は、本実施の形態において、第２波長の半導体レーザ１３３を
動作させた場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。光成分ＯＳは、３ビ
ーム差動プッシュプル方式での検出を行うために、回折格子４２の回折格子面４２Ａで３
つに分割された光ビームのうち、主光ビームの光ディスクＯＤからの戻り光スポットであ
る。光成分ＯＳｐ及びＯＳｎは、同様に回折格子４２の回折格子面４２Ａで３つに分割さ
れた光ビームのうち、２つの副光ビームの光ディスクＯＤからの戻り光スポットである。
第２波長の半導体レーザ１３３に対応したＤＶＤ規格においては、これらの戻り光スポッ
トは、光軸ＬＡに沿っている。また、対物レンズ１８がＤＶＤ規格に対して機能する開口
数が、第１の半導体レーザ１３０に対応したＢＤ規格の開口数よりも小さいので、ホログ
ラム光学素子２１に戻る光ビームの径は開口数に比例して小さくなる。第１副受光部３７
及び第２副受光部３８には、３ビーム差動プッシュプル方式による検出のための副光スポ
ットＤＳｐ及びＤＳｎがそれぞれ中心位置で照射されるように、回折格子４２の回折格子
面４２Ａの回折格子溝のピッチ等の仕様が最適化される。
【０１４４】
　第２副受光部３８の受光面３８Ｇ及び３８Ｈは、光電変換後にそれぞれ検出信号ＳＧ１
及びＳＨ１を出力するものとする。したがって、ＤＶＤ規格での各種信号は以下の演算で
検出される。フォーカスエラー信号ＦＥＳ１は上述の式（１４）により得られる。再生Ｒ
Ｆ１信号は上述の式（１５）により得られる。トラッキングエラー信号ＴＥＳ１１は、次
式（１８）により得られる。
　ＴＥＳ１１＝ＭＰＰ１－ｋ１１×ＳＰＰ１１　　・・・（１８）
【０１４５】
　ここで、ｋ１１は、ゲイン係数である。副プッシュプル信号ＳＰＰ１は次式（１９）に
より与えられる。
　ＳＰＰ１１＝（ＳＥ１－ＳＦ１）＋（ＳＨ１－ＳＧ１）　・・・（１９）
【０１４６】
　なお、トラッキングエラー信号の検出は（１８）式に基づく３ビーム差動プッシュプル
方式に限られるものではない。
【０１４７】
　図３２（ａ）及び（ｂ）は、本実施の形態において、第３波長の半導体レーザ１３４を
動作させた場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。光成分ＯＳ１は、３
ビーム差動プッシュプル方式での検出を行うために、回折格子４２の回折格子面４２Ｂで
３つに分割された光ビームのうち、主光ビームの光ディスクＯＤからの戻り光スポットで
ある。光成分ＯＳｐ１及びＯＳｎ１は、同様に回折格子４２の回折格子面４２Ｂで３つに
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分割された光ビームのうち、２つの副光ビームの光ディスクＯＤからの戻り光スポットで
ある。第３波長の半導体レーザ１３４に対応したＣＤ規格においては、これらの戻り光ス
ポットは、光軸ＬＡ１に沿っている。また、対物レンズ１８がＣＤ規格に対して機能する
開口数が、第２の半導体レーザ１３３に対応したＤＶＤ規格の場合の開口数よりも小さい
ので、ホログラム光学素子２１に戻る光ビームの径は開口数に比例して小さくなる。第１
副受光部４０及び第２副受光部４１には、３ビーム差動プッシュプル方式による検出のた
めの副光スポットＤＳｐ１及びＤＳｎ１がそれぞれ中心位置で照射されるように、回折格
子４２の回折格子面４２Ｂの回折格子溝のピッチ等の仕様が最適化される。
【０１４８】
　主受光部３９の受光面３９Ａ、３９Ｂ、３９Ｃ及び３９Ｄは、光電変換後にそれぞれ検
出信号ＳＡ２、ＳＢ２、ＳＣ２及びＳＤ２を出力するものとする。また、第１副受光部４
０の受光面４０Ｇ及び４０Ｈは、光電変換後にそれぞれ検出信号ＳＥ２及びＳＦ２を出力
するものとする。さらに、第２副受光部４１の受光面４１Ｇ及び４１Ｈは、光電変換後に
それぞれ検出信号ＳＧ２及びＳＨ２を出力するものとする。したがって、ＣＤ規格での各
種信号は以下の演算で検出される。フォーカスエラー信号ＦＥＳ２は次式（２０）により
得られる。
　ＦＥＳ２＝（ＳＡ２＋ＳＣ２）－（ＳＢ２＋ＳＤ２）　　・・・（２０）
【０１４９】
　再生ＲＦ２信号は次式（２１）により得られる。
　ＲＦ２＝ＳＡ２＋ＳＢ２＋ＳＣ２＋ＳＤ２　　　・・・（２１）
【０１５０】
　トラッキングエラー信号ＴＥＳ２は、次式（２２）により得られる。
　ＴＥＳ２＝ＭＰＰ２－ｋ２×ＳＰＰ２　　・・・（２２）
【０１５１】
　ここで、ｋ２は、ゲイン係数である。ＭＰＰ２は主プッシュプル信号を表し、ＳＰＰ２
は副プッシュプル信号を表している。主プッシュプル信号ＭＰＰ２及び副プッシュプル信
号ＳＰＰ２は次式（２４ａ）及び（２４ｂ）により与えられる。
　ＭＰＰ２＝（ＳＡ２＋ＳＢ２）－（ＳＣ２＋ＳＤ２）　・・・（２４ａ）
　ＳＰＰ２＝ＳＥ２－ＳＦ２　　　・・・（２４ｂ）
【０１５２】
　なお、トラッキングエラー信号の検出は、（２２）式に基づく３ビーム差動プッシュプ
ル方式に限られるものではない。上記の説明においては、３つの規格として、ＢＤ、ＤＶ
Ｄ及びＣＤの規格を例にしたが、これらの規格に限定されるものではない。また、２つ、
あるいは４つ以上の規格に対応するものであってもよく、規格に対応した波長の半導体レ
ーザ、及び光検知器が用いられることは言うまでもない。
【０１５３】
　また上記の説明においては、第２波長の半導体レーザに係わる光ビームが主受光部３６
と副受光部３７及び３８とで検出され、第３波長の半導体レーザに係わる光ビームが主受
光部３９と副受光部４０及び４１とで検出される例を示したが、これに限られるものでは
ない。
【０１５４】
　さらに上記の説明においては、１系統目の主受光部３６、第１副受光部３７及び第２副
受光部３８と相似的に、２系統目の主受光部３９、第１副受光部４０及び第２副受光部４
１がＹ１軸方向に平行的に離間して配置される構成を示したが、１系統目と２系統目の受
光部が互いに相似的な形状を有していなくてもよい。さらにまた、主受光部３６と副受光
部３７及び３８との離間量が、主受光部３９と副受光部４０及び４１との離間量と一致し
ていなくてもよい。
【０１５５】
　さらにまた上記の説明においては、第２波長と第３の波長との半導体レーザが１つの半
導体レーザパッケージに収められた構成としたが、これに限られるものではない。あるい
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は全ての半導体レーザが１つの半導体レーザパッケージに収められた構成を採用してもよ
い。
【０１５６】
　さらに上記の説明においては、１つの対物レンズで全ての規格に対応するようにしたが
、規格に対応して複数の対物レンズを設けてもよい。複数の対物レンズを用いる場合には
、光軸ＬＡ上に、選択された対物レンズを移動させる構成が採用されてもよいし、コリメ
ータレンズ１５以降の光路をたとえばビームスプリッタで分岐して複数の光軸を新たに構
成し、新たな光軸上のそれぞれに対物レンズを配置するようにしてもよい。
【０１５７】
　以上に説明したように、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｄは、図２８に示したように、
複数の規格に対応するように、複数の波長の異なる半導体レーザ１３０，１３３及び１３
４を備えるとともに、半導体レーザ１３３及び１３４が１つの半導体レーザパッケージ１
３５に収められた構造としている。したがって、ビームスプリッタや回折格子の数量を減
らした簡単な構成の光ヘッド装置で、複数の規格、及び多層の光ディスクが規定される規
格に対応することができる。
【０１５８】
実施の形態８．
　次に、本発明に係る実施の形態８について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の構
成は、ホログラム光学素子を除いて、上記実施の形態５の光ヘッド装置３Ｂ、実施の形態
６の光ヘッド装置３Ｃ、及び実施の形態７の光ヘッド装置３Ｄの構成と同様である。図３
３は、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｎの回折格子溝を示す断面図である。さら
に詳しく説明すると、実施の形態５について説明した図１５で示すホログラム光学素子２
１の回折格子溝２１３がブレーズ構造を有するのに対して、本実施の形態のホログラム光
学素子２１Ｎの回折格子溝２１３Ｎが階段状の断面形状を有していることである。すなわ
ち、Ｚ軸と平行な一方の格子壁２１３ＮＡと、Ｚ軸方向に階段状の格子壁２１３ＮＢとが
形成されている。ここでは、格子壁２１３ＮＢの段数として４段のものを一例として示し
ているが、これに限定されるものではない。３段以上の段数を持つ格子壁を採用してもよ
く、その段数を増やすにしたがい図１５で示すホログラム光学素子２１のブレーズ構造に
近づく構造が得られる。
【０１５９】
　図３３に示されるようなホログラム光学素子２１Ｎにおいて、屈折率をｎ、回折格子溝
２１３Ｎの周期をＰＮ、及び回折格子溝２１３Ｎの深さをＤＮとする。また、半導体レー
ザの波長をλとする。一般的に回折格子溝が階段構造の場合、ホログラム光学素子２１Ｎ
に入射した光ビームＩＢは、そのままホログラム光学素子２１Ｎを透過する０次回折光ビ
ームＴＢＮ０と、０次回折光ビームＴＢＮ０に対して一方の方向に傾斜した１次回折光ビ
ームＴＢＮ１とが発生する。ここで１次回折光ビームＴＢＮ１を＋１次回折成分と定義す
る。入射光ビームＩＢの入射光強度Ｉに対して、０次回折光ビームＴＢＮ０の回折効率η
Ｎ０と、＋１次回折光ビームＴＢＮ１の回折効率ηＮ１との配分は、ホログラム光学素子
２１Ｎの屈折率ｎと深さＤＮ、及び波長λの条件によって決定される。さらに、＋１次回
折光ビームＴＢＮ１の回折角θＮは、ホログラム光学素子２１Ｎの周期ＰＮと波長λとの
条件によって決定される。通常、半導体レーザの波長λは特定の値に固定されており、さ
らにホログラム光学素子２１Ｎに使用されるガラスあるいはプラスチック、またはその他
の光学材料によって屈折率ｎが固定化されるので、回折効率ηＮ０とηＮ１との配分、及
び回折角θＮは、回折格子溝２１３Ｎの周期ＰＮと深さＤＮとを変数として、所望の設計
値に合わせこむことができる。
【０１６０】
　図３４は、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｎの回折格子溝深さＤＮと回折効率
との関係を示すグラフ図であり、階段構造の階段数として、たとえば４段を選び、ホログ
ラム光学素子２１Ｎの材質としてシリカガラスを用いることとして、その屈折率を用いて
計算したものである。なお、ホログラム光学素子２１Ｎの材質はシリカガラスに限定され
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るものではない。たとえば、ＢＤ規格において、０次回折効率と＋１次回折効率との比率
を４：１に設定する場合を考えると、この条件を満たす回折格子溝深さは図３４のグラフ
から約０．２１ミクロンとなる。このような回折格子溝深さで形成されたホログラム光学
素子２１Ｎに、ＤＶＤ規格に対応して第２の半導体レーザ１３１から出射した光ビームが
通過すると、その０次回折効率と＋１次回折効率との比率は約１９：１となり、ＤＶＤ規
格における波長においては、＋１次回折透過光ビームは無視してよい程度に小さい。同様
に、ＣＤ規格に対応して第３の半導体レーザ１３２から出射した光ビームが通過すると、
その０次回折効率と＋１次回折効率との比率は約２９：１となり、ＣＤ規格における波長
においては、＋１次回折透過光ビームはやはり無視してよい程度に小さい。したがって、
ＤＶＤ規格あるいはＣＤ規格においては、ホログラム光学素子２１Ｎは近似的に、回折作
用を有しない単なる透明板として扱ってもよいということである。
【０１６１】
　図３３においては、ホログラム光学素子２１Ｎの格子壁２１３ＮＢの段数として４段の
ものを一例として示しているが、これに限定されるものではない。５段以上の段数を有す
る格子壁を採用してもよく、その段数を増やすにしたがい図１５で示すホログラム光学素
子２１のブレーズ構造に近づく構造が得られるとともに、図３４に示した０次回折効率と
＋１次回折効率の回折格子溝深さに対する特性が、図２５に示したブレーズ構造のホログ
ラム光学素子２１における０次回折効率と＋１次回折効率の回折格子溝深さに対する特性
に近づくものとなる。
【０１６２】
　また、実施の形態５について説明した図１４で示すホログラム光学素子２１は、主回折
領域２１０と、一対の副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂと、一対の周辺回折領域２１２Ａ
及び２１２Ｂとの３種類の回折領域を有している。本実施の形態において、階段状の構造
とする回折領域は、上記３種類の回折領域の領域であってもよいし、いずれかの特定の領
域であってもよい。
【０１６３】
　以上に説明したように、本実施の形態によれば、ホログラム光学素子２１Ｎを階段状の
構造としたので、回折格子溝２１３Ｎの成形がブレーズ構造のそれと比較して容易になり
、かつホログラム光学素子として安価なものにすることができる。
【０１６４】
実施の形態９．
　次に、本発明に係る実施の形態９について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の構
成は、上記実施の形態５で示すホログラム光学素子２１の副回折領域２１１Ａ及び２１１
Ｂの０次回折効率ηｙと主回折領域２１０の０次回折効率ηｘとの関係を除いて、上記実
施の形態５の光ヘッド装置３Ｂの構成と同様である。また、本実施の形態の光ヘッド装置
の構成は、上記実施の形態６で示すホログラム光学素子２１の副回折領域２１１Ａ及び２
１１Ｂの０次回折効率ηｙと主回折領域２１０の０次回折効率ηｘとの関係を除いて、上
記実施の形態６の光ヘッド装置３Ｃの構成と同様である。さらに、本実施の形態の光ヘッ
ド装置の構成は、上記実施の形態７で示すホログラム光学素子２１の副回折領域２１１Ａ
及び２１１Ｂの０次回折効率ηｙと主回折領域２１０の０次回折効率ηｘとの関係を除い
て、上記実施の形態７の光ヘッド装置３Ｄの構成と同様である。さらにまた、上記実施の
形態８で示すホログラム光学素子２１Ｎは、副回折領域の０次回折効率ηｙと主回折領域
の０次回折効率ηｘとの関係を除いて、上記実施の形態８のホログラム光学素子２１Ｎの
構成と同様である。
【０１６５】
　図３５は、本実施の形態の光ヘッド装置において、０次回折効率ηｙ及びηｘの好適な
範囲をハッチ部分で示す分布図である。この範囲は、ηｘ≧０．５、ηｘ≦ηｙ、且つ、
ηｙ≦２×ηｘを満たす範囲である。
【０１６６】
　実施の形態５乃至８においては、図２３（ｃ）で示したように、要件Ｃと要件Ｄを同時
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に満たす０次回折効率ηｘ及びηｙの範囲は、ηｘ≦ηｙ、且つ、ηｙ≦２×ηｘ、とい
う２つの不等式を満たす範囲である。０次回折効率ηｘが０の近傍ということは、透過回
折光の多くが０次以外の回折光からなることを意味する。たとえば、主回折領域２１０の
０次回折効率ηｘが０の近傍であると、光検出器２２に入射しない１次光成分ＤＲｐ及び
ＤＲｎの強度が大きくなり、光検出器２２に入射する０次光成分ＤＲ０の強度が小さくな
ることを意味する。そこで、本実施の形態においては、信号検出の安定性を確保するため
に、０次回折効率ηｘの最小値を０．５としている。
【０１６７】
　以上に説明したように、本実施の形態によれば、ホログラム光学素子２１及び２１Ｎの
０次回折効率ηｘを０．５以上の値とするので、光検出器２２に入射する光ビームの強度
を高めることができる。このため、本実施の形態の光ヘッド装置の使用により、信号検出
の性能を安定化することができる。
【０１６８】
実施の形態１０．
　次に、本発明に係る実施の形態１０について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の
構成は、ホログラム光学素子を除いて、上記実施の形態５の光ヘッド装置３Ｂの構成と同
様である。また、本実施の形態のホログラム光学素子は、上記実施の形態６の光ヘッド装
置３Ｃ、及び上記実施の形態７の光ヘッド装置３Ｄのホログラム光学素子に代替して適用
されうるものである。さらにまた、本実施の形態のホログラム光学素子は、一対の周辺回
折領域を除いて、上記実施の形態８のホログラム光学素子２１Ｎにも適用されうるもので
ある。図３６は、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｍを含む光ヘッド装置の構成の
一部を概略的に示す平面図である。図３６に示す光ディスクＯＤＭは、複数の情報記録層
Ｌ０、Ｌ１、Ｌ２及びＬ３が積層された構造を有する多層光ディスクである。
【０１６９】
　図３６には、光ディスクＯＤＭで反射した２種類の戻り光ビームＲＬ及びＯＬの伝搬経
路が示されている。戻り光ビームＲＬは、情報の記録または再生の対象となる情報記録層
Ｌ１から対物レンズ１８及びコリメータレンズ１５を順に通過してホログラム光学素子２
１Ｍに入射する。
【０１７０】
　一方、戻り光ビームＯＬは、情報の記録または再生の対象となる情報記録層Ｌ１以外の
情報記録層（たとえば、情報記録層Ｌ３）で反射した迷光である。本実施の形態のホログ
ラム光学素子２１Ｍは、実施の形態５、実施の形態６及び実施の形態７で示すホログラム
光学素子２１と同じ構造の主回折領域２１０と副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂとを有し
ており、さらに、周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂに代えて、遮光領域２１２Ａａ及び
２１２Ｂａを有している。これにより、たとえば、情報記録層Ｌ３で反射した迷光ＯＬは
、ホログラム光学素子２１Ｍの遮光領域２１２Ａａ及び２１２Ｂａで遮光されるので、光
検出器２２の主受光部２３、第１副受光部２４及び第２副受光部２５のいずれかに入射す
ることを避けることができる。遮光領域２１２Ａａ及び２１２Ｂａは、たとえば、周辺回
折領域２１２Ａ及び２１２Ｂに対応する領域に、不透明材料または光吸収材料を塗布した
り、不透明な金属膜を蒸着したり、あるいは不透明な金属シートを貼り付けたりすること
により形成することができる。
【０１７１】
　以上に説明したように、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｍは、多層光ディスク
に起因する迷光を光検出器２２に入射させないので、光検出器２２は、本来必要な信号成
分以外の不要な信号成分を検出せずに済む。このため、本実施の形態の光ヘッド装置の使
用により、信号検出の性能を安定化することができる。また、周辺回折領域２１２Ａ及び
２１２Ｂを設けた場合にはこれらの領域２１２Ａ及び２１２Ｂで回折された光が周辺部品
で反射して迷光となって光検出器２２で検出される可能性があるが、遮光領域２１２Ａａ
及び２１２Ｂａを有するホログラム光学素子２１Ｍは、そのような迷光の発生を完全に防
止することができる。
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【０１７２】
実施の形態１１．
　次に、本発明に係る実施の形態１１について説明する。図３７は、本実施の形態におけ
る光ヘッド装置３Ｅの主な構成を概略的に示す斜視図である。図３７に示されるように光
ヘッド装置３Ｅは、レーザ光源である半導体レーザ１３、ビームスプリッタ１４、コリメ
ータレンズ１５、対物レンズ１８、アクチュエータ１７、シリンドリカルレンズ２６、ホ
ログラム光学素子２１及び光検出器２２を備えている。半導体レーザ１３は、図１に示す
レーザ制御回路７による制御を受けて動作し、レーザ制御回路７は、コントローラ１２か
らの指令に基づいて半導体レーザ１３から出射されるレーザ光の光強度を制御する。半導
体レーザ１３から出射されたレーザ光は、ビームスプリッタ１４で反射されてコリメータ
レンズ１５を介して対物レンズ１８に入射される。ビームスプリッタ１４としては、たと
えばキューブタイプのハーフミラーを用いることができる。対物レンズ１８は光ディスク
ＯＤの半径線上を走査するように配置され、ビームスプリッタ１４から入射した光ビーム
を光ディスクＯＤの情報記録層に集光してこの情報記録層に光スポットを形成する。光デ
ィスクＯＤで反射された戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５、ビー
ムスプリッタ１４及びシリンドリカルレンズ２６を順に通過してホログラム光学素子２１
に入射される。シリンドリカルレンズ２６は、フォーカスエラー検出を周知の非点収差法
で行うための機能を発生させるものであり、シリンドリカル面の母線方向Ｄ２が、ラジア
ル方向（Ｘ軸方向）に対応するＸ１軸方向に対して略斜め４５度となるように配置されて
いる。本実施の形態においては、シリンドリカルレンズ２６はたとえば凹レンズ型のもの
を用いることができる。ここで、図３７においては、光ディスクＯＤのラジアル方向であ
るＸ軸方向と、このラジアル方向に対応するＸ１軸方向とが互いにほぼ直交するように示
されている。これは、シリンドリカルレンズ２６によって戻り光ビームに非点収差が付与
されたためである。
【０１７３】
　なお、シリンドリカルレンズ２６は凸レンズ型のものであっても構わない。また、ビー
ムスプリッタ１４として、キューブタイプのハーフミラーのかわりに、平行平板形状のビ
ームスプリッタを用いても構わない。これは、コリメータレンズ１５を出射した戻り光ビ
ームが、平行平板を透過することによって非点収差を与えられるためである。
【０１７４】
　回折光学素子であるホログラム光学素子２１は、入射光を透過回折させて複数の透過回
折光ビームに分割し、これら透過回折光ビームをそれぞれ光検出器２２の３つの受光部２
３、２４及び２５に向けて出射する。図３７に示されるように、光検出器２２の３つの受
光部２３、２４及び２５は、ホログラム光学素子２１と略並行に配置される光検出器２２
の面内において、ラジアル方向（Ｘ軸方向）に対応するＸ１軸方向に対してずらされてお
り、２つの受光部２４及び２５が１つの受光部２３を挟んで対角方向に等しい距離だけ離
間するように配列されている。
【０１７５】
　これら３つの受光部２３、２４及び２５の各々は、複数の受光面を有しており、それら
の受光面は、ホログラム光学素子２１から入射した透過回折光ビームを光電変換して電気
信号を生成し、これを図１に示すマトリクス回路５に出力する。
【０１７６】
　図１において、マトリクス回路５は、光ヘッド装置３Ｅから供給された電気信号にマト
リクス演算処理を施して、情報の記録または再生に必要な各種信号、たとえば、光ディス
クＯＤにおける記録情報の検出結果を示す再生ＲＦ信号や、フォーカスエラー信号及びト
ラッキングエラー信号などのサーボ制御用の信号を生成する。再生ＲＦ信号は、信号再生
回路６に出力される。信号再生回路６は、再生ＲＦ信号に２値化処理を施して変調信号を
生成し、この変調信号から再生クロックを抽出するとともに、変調信号に復調処理や誤り
訂正やデコード処理を施して情報再生信号を生成する。情報再生信号は、コントローラ１
２によって、映像音響機器やパーソナルコンピュータなどのホスト機器（図示せず）に転
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送される。
【０１７７】
　サーボ回路８は、コントローラ１２からの指令に基づいて動作し、マトリクス回路５か
ら供給されたフォーカスエラー信号及びトラッキングエラー信号に基づいてフォーカス補
正用及びトラッキング補正用の駆動信号を生成し、これら駆動信号を光ヘッド装置３Ｅの
アクチュエータ１７（図３７）に供給する。アクチュエータ１７は、図３７に概略的に示
されるように、磁気回路２０Ａ、２０Ｂ、及びこれら磁気回路２０Ａと２０Ｂとの間に配
置される可動部１９を有する。可動部１９は、対物レンズ１８を固定するレンズホルダ（
図示せず）と、このレンズホルダに巻回されたフォーカスコイル及びトラッキングコイル
（共に図示せず）とを有する。フォーカスコイルは、対物レンズ１８の中心軸周りに巻回
されており、トラッキングコイルは、光軸ＬＡと光ディスクＯＤのＸ軸方向とに直交する
軸の周りに巻回されている。フォーカスコイルに駆動電流（駆動信号）を供給することに
より対物レンズ１８をフォーカス方向（光軸ＬＡに沿った方向）に駆動することができ、
トラッキングコイルに駆動電流（駆動信号）を供給することにより対物レンズ１８をＸ軸
方向に駆動することができる。以上に説明したように、レーザ制御回路７、光ヘッド装置
３Ｅ、マトリクス回路５及びサーボ回路８によりフォーカスサーボループ及びトラッキン
グサーボループが形成され、半導体レーザ１３から出射されるレーザ光を光ディスクＯＤ
のトラックに追従させることができる。
【０１７８】
　収差補正機構制御回路９は、コントローラ１２に入力された情報再生信号の品質に基づ
いて、図３７に示す光ヘッド装置３Ｅ内に設けられた収差補正機構１６Ａの動作を制御す
る。コリメータレンズ１５は、光ディスクＯＤの情報記録層に集光される光スポットに発
生する球面収差などの光学収差を補正する光学部品であり、収差補正機構制御回路９は、
このコリメータレンズ１５を保持するレンズホルダ１６Ｂを光軸ＬＡに沿った方向Ｄ１に
変位させることで光学収差を適正且つ高精度に補正することができる。なお、光スポット
の球面収差の補正は、上述のようなレンズの変位による方式に限定されるものではない。
たとえば液晶素子を用いて、光スポットの光学収差を打ち消すように、液晶素子の位相制
御を行うような方法であってもかまわない。
【０１７９】
　図３８は、ホログラム光学素子２１の光入射面の構成を概略的に示す平面図である。ホ
ログラム光学素子２１は、主回折領域２１０と、一対の副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂ
と、一対の周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂという３種類の回折領域を有している。こ
れら３種類の回折領域においては、個別に回折パターン（たとえば、回折格子溝の形状や
方向、あるいは回折格子溝間隔）を形成することができる。副回折領域２１１Ａ及び２１
１Ｂは、光ディスクＯＤのタンジェンシャル方向（Ｙ軸方向）に対応するＹ２軸方向に沿
って主回折領域２１０の外側に配置されている。周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂは、
これら副回折領域２１１Ａ及び２１１ＢよりもＹ２軸方向に沿って外側に配置されている
。副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂは、Ｙ２軸方向に直交するＸ２軸方向（ラジアル方向
に対応する方向）の中心線２１ｃに関して互いに線対称な形状を有しており、周辺回折領
域２１２Ａ及び２１２Ｂも中心線２１ｃに関して互いに線対称な形状を有する。また、主
回折領域２１０と副回折領域２１１Ａとは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｅａで互いに
分離されており、主回折領域２１０と副回折領域２１１Ｂとは、Ｘ２軸方向に平行な境界
線２１ｅｂで互いに分離されている。また、周辺回折領域２１２Ａと副回折領域２１１Ａ
とは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｄａで互いに分離されており、周辺回折領域２１２
Ｂと副回折領域２１１Ｂとは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｄｂで互いに分離されてい
る。
【０１８０】
　光ディスクＯＤからの戻り光ビームは、光ディスクＯＤの情報記録層のラジアル方向す
なわちＸ軸方向の構造（主に情報トラックの構造）に起因する回折光ビーム（以下「反射
回折光ビーム」と呼ぶ。）を含む。ホログラム光学素子２１の光入射面には戻り光ビーム



(42) JP 2012-142085 A 2012.7.26

10

20

30

40

50

の光スポットが照射される。図３８に示されるように、この光スポットは、破線の円で示
される０次光成分Ｒ０と破線の円で示される＋１次光成分ＲＰ１とが重なり合う光成分Ｏ
Ｒｐと、破線の円で示される０次光成分Ｒ０と破線の円で示される－１次光成分ＲＮ１と
が重なり合う光成分ＯＲｎと、０次光成分Ｒ０のうち±１次光成分ＲＰ１、ＲＮ１との重
なりが無い光成分ＯＲａとからなる。対物レンズ１８は、光ディスクＯＤの半径線上を走
査するように配置されているので、０次光成分Ｒ０と＋１次光成分ＲＰ１及び－１次光成
分ＲＮ１とが並ぶ列は、ラジアル方向に対応するＸ２軸方向と一致する。主回折領域２１
０は、０次光成分Ｒ０の一部（０次光成分Ｒ０の光スポットの中央部分）と、光成分ＯＲ
ｐ及びＯＲｎの全てもしくは一部とが入射する位置に形成されている。副回折領域２１１
Ａ及び２１１Ｂは、少なくとも０次光成分Ｒ０の残部が入射し、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎ
については全て入射しないか、もしくは一部が入射する位置に形成されている。さらに、
周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂは、０次光成分Ｒ０、±１次光成分ＲＰ１及びＲＮ１
のいずれも入射しない位置に形成されている。
【０１８１】
　主回折領域２１０のＹ２軸方向の幅は、図３８に示されるように、０次光成分Ｒ０のＹ
２軸方向における光スポット径よりも狭く、且つ光成分ＯＲｐ、ＯＲｎのＹ２軸方向にお
ける幅以下となるように設計されている。本実施の形態においては、境界線２１ｄａ及び
２１ｄｂは、０次光成分Ｒ０のＹ２軸方向外縁部とほぼ接する位置に設けられている。ま
た、境界線２１ｅａ及び２１ｅｂは、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎのＹ２軸方向外縁部と接す
る位置に設けられている。したがって、主回折領域２１０は、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎの
Ｙ２軸方向の幅とほぼ同じ幅をもつ矩形状を有しており、副回折領域２１１Ａ及び２１１
Ｂの各々は、０次光成分Ｒ０の外縁と光成分ＯＲｐ及びＯＲｎの外縁とのＹ２軸方向にお
ける間隔と同じ幅をもつ矩形状を有する。なお、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂで回折
される光成分を高める観点からは、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎの一部が副回折領域２１１Ａ
及び２１１Ｂに入射するように、境界線２１ｅａ及び２１ｅｂを、Ｙ２軸方向の主回折領
域２１０側に移動させて、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの面積を拡大してもよい。
【０１８２】
　図３９は、光軸ＬＡに沿って配列されたホログラム光学素子２１及び光検出器２２の斜
視図である。図３９（ａ）はホログラム光学素子２１、図３９（ｂ）は光検出器２２の模
式図である。図３９（ａ）及び（ｂ）では、ラジアル方向に対応するＸ２軸方向とＸ１軸
方向とが互いにほぼ直交するように示されている。これは、シリンドリカルレンズ２６が
戻り光ビームに非点収差を付与する機能を有するためである。
【０１８３】
　図３９（ｂ）に示されるように光検出器２２は、光軸ＬＡに直交する平面内で、受光面
２３Ａ～２３Ｄを有する主受光部２３と、この主受光部２３を挟んでＸ１軸に対して斜め
の方向の両側に配置された第１副受光部２４及び第２副受光部２５とを含む。主受光部２
３は、Ｘ１軸方向とＹ１軸方向とにほぼ沿ってマトリクス状に配列された複数の受光面２
３Ａ、２３Ｂ、２３Ｃ及び２３Ｄを含む。受光面２３Ａ及び２３Ｂの組と受光面２３Ｃ及
び２３Ｄの組とは、Ｘ１軸方向にほぼ沿って配列されており、さらに、受光面２３Ａ及び
２３ＢはＹ１軸方向にほぼ沿って配列され、受光面２３Ｃ及び２３ＤはＹ１軸方向にほぼ
沿って配列されている。第１副受光部２４は、Ｘ１軸方向にほぼ沿って配列された一対の
受光面２４Ｅ及び２４Ｆを有し、第２副受光部２５は、Ｘ１軸方向にほぼ沿って配列され
た一対の受光面２５Ｇ及び２５Ｈを有する。すなわち、主受光部２３は、縦横にそれぞれ
２分割された４つの矩形形状をした受光面を有するが、分割される方向は厳密にＸ１軸方
向及びＹ１軸方向に沿ったものでなくてよい。
【０１８４】
　主回折領域２１０は、戻り光ビームに対して主に０次及び±１次の回折効率を有し、副
回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂも、戻り光ビームに対して主に０次及び±１次の回折効率
を有している。主回折領域２１０と、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂとから出射された
光ビーム（以下「透過回折光ビーム」と呼ぶ。）のうち０次光成分ＤＲ０は、主受光部２
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３の受光面２３Ａ～２３Ｄに照射されて光スポットを形成する。この光スポットは、光デ
ィスクＯＤのラジアル方向の構造に起因する反射回折光ビームの０次光成分及び±１次光
成分を含むものである。一方、主回折領域２１０から出射された透過回折光ビームの＋１
次光成分ＤＲｐと－１次光成分ＤＲｎとは、図３９（ｂ）に示されるように、主受光部２
３よりもＹ１軸方向の外側の領域に照射される。したがって、これら±１次光成分ＤＲｐ
、ＤＲｎは、光検出器２２では受光されない。また、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂか
ら出射された透過回折光ビームのうち＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂは、第１副受光
部２４の受光面２４Ｅ、２４Ｆに照射され、－１次光成分ＤＲｎａ及びＤＲｎｂは、第２
副受光部２５の受光面２５Ｇ、２５Ｈに照射される。
【０１８５】
　８つの受光面２３Ａ～２３Ｄ、２４Ｅ、２４Ｆ、２５Ｇ及び２５Ｈのパターンは、トラ
ッキングエラー信号を生成する方式として一般的に周知されている差動プッシュプル方式
に使用される受光面パターンに類似している。ここで、主受光部２３の受光面２３Ａ、２
３Ｂ、２３Ｃ及び２３Ｄは、０次光成分ＤＲ０を光電変換（光電流－電圧変換）してそれ
ぞれ検出信号ＳＡ、ＳＢ、ＳＣ及びＳＤを出力するものとする。また、第１副受光部２４
の受光面２４Ｅ及び２４Ｆは、＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂを光電変換してそれぞ
れ検出信号ＳＥ及びＳＦを出力するものとする。さらに、第２副受光部２５の受光面２５
Ｇ及び２５Ｈは、－１次光成分ＤＲｎａ及びＤＲｎｂを光電変換してそれぞれ検出信号Ｓ
Ｇ及びＳＨを出力するものとする。このとき、マトリクス回路５は、非点収差法にしたが
って、以下に示す次式（２５）により得られる信号レベルをもつフォーカスエラー信号Ｆ
ＥＳを生成する。
　ＦＥＳ＝（ＳＡ＋ＳＣ）－（ＳＢ＋ＳＤ）　　・・・（２５）
【０１８６】
　また、マトリクス回路５は、次式（２６）により得られる信号レベルをもつ再生ＲＦ信
号を生成する。
　ＲＦ＝ＳＡ＋ＳＢ＋ＳＣ＋ＳＤ　　　　　　・・・（２６）
【０１８７】
　また、マトリクス回路５は、次の次式（２７）により得られる信号レベルをもつトラッ
キングエラー信号ＴＥＳを生成する。
　ＴＥＳ＝ＭＰＰ－ｋ×ＳＰＰ　　　　　　　・・・（２７）
【０１８８】
　ここで、ｋは、ゲイン係数である。ＭＰＰは主プッシュプル信号を表し、ＳＰＰは副プ
ッシュプル信号を表している。主プッシュプル信号ＭＰＰ及び副プッシュプル信号ＳＰＰ
は、それぞれ次式（２７ａ）及び（２７ｂ）により与えられる。
　ＭＰＰ＝（ＳＡ＋ＳＢ）－（ＳＣ＋ＳＤ）　　・・・（２７ａ）
　ＳＰＰ＝（ＳＥ－ＳＦ）－（ＳＧ－ＳＨ）　　・・・（２７ｂ）
【０１８９】
　主プッシュプル信号ＭＰＰと副プッシュプル信号ＳＰＰとは、対物レンズシフトに関し
て互いに同じ位相を有しており、対物レンズシフトに起因するオフセット成分は副プッシ
ュプル信号ＳＰＰとして得られる。このため、ゲイン係数ｋを適宜調整して副プッシュプ
ル信号ＳＰＰを増幅することで、対物レンズシフトに起因するオフセット成分がキャンセ
ルされたトラッキングエラー信号ＴＥＳを得ることができる。なお、上述した演算で検出
されるトラッキングエラー信号ＴＥＳは、一般的な差動プッシュプル方式によるトラッキ
ングエラー信号とは異なるので留意を要する。
【０１９０】
　一般的な差動プッシュプル方式を説明する。従来の光ヘッド装置においては、半導体レ
ーザから出射した光ビームは、対物レンズに入射するまでの光路中において、回折格子を
通過するように構成されている。そのため、半導体レーザから出射した光ビームは、対物
レンズに入射するまでに回折格子によって３つの光ビームに分割され、光ディスクの情報
記録面上に１つの主光スポットと、この主光スポットを挟んで両サイドにそれぞれずれた
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一対の副光スポットとに分割される。光ディスクの情報記録面で反射した３つの戻り光ビ
ームにおいて、主光スポットからの戻り光ビームは主受光部２３に照射され、一対の副光
スポットからの戻り光ビームは第１副受光部２４及び第２副受光部２５にそれぞれ照射さ
れる。
【０１９１】
　これに対して、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｅにおいては、半導体レーザ１３と対物
レンズ１８との間の光路中に回折格子が存在しないため、半導体レーザから出射した光ビ
ームは分割されることなく１つの光ビームとして対物レンズに入射し、光ディスクの情報
記録面上では１つの光スポットが形成される。光ディスクの情報記録面で反射した戻り光
ビームは、ホログラム光学素子２１を透過することによって複数の透過回折光ビームに分
割され、主受光部２３、第１副受光部２４及び第２副受光部２５に照射される。
【０１９２】
　このように、本実施の形態においては、光ディスクの情報記録面に形成される光スポッ
トは１つなので、以後、一般的な差動プッシュプル方式と区別するために、本実施の形態
で用いる作動プッシュプル方式を、本発明の差動プッシュプル方式と呼ぶ。また、一般的
な差動プッシュプル方式を３ビーム差動プッシュプル方式と呼ぶ。
【０１９３】
　図４０は、多層の光ディスクの例としての４層のＢＤ光ディスクで規定されている情報
記録層の構成表である。層間隔は不等間隔となっている。他の情報記録層からの迷光の影
響は、層間隔が小さいほど大きくなるので、情報を再生あるいは記録する層として選択さ
れた情報記録層に隣接する情報記録層からの迷光の影響が最も大きくなる。また層間隔が
不等間隔なため、ＢＤ規格の光ディスクにおいては、層Ｌ２に対しては層Ｌ３からの迷光
、層Ｌ３に対しては層Ｌ２からの迷光の影響が最も大きい。
【０１９４】
　図４１は、光検出器２２及び迷光の概略的な分布を表す平面図である。光検出器２２の
主受光部２３、第１副受光部２４及び第２副受光部２５は、ラジアル方向（Ｘ軸方向）に
対応するＸ１軸方向に対してずらされて配置されており、第１副受光部２４及び第２副受
光部２５が主受光部２３を挟んで対角方向に等しい距離だけ離間するように配列されてい
る。迷光の条件として、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層を層
Ｌ１として、図４１（ａ）は層Ｌ０で生じた迷光ＳＬ０、図４１（ｂ）は層Ｌ１からの戻
り光ビームの０次光成分ＤＲ０、図４１（ｃ）は層Ｌ２で生じた迷光ＳＬ２、図４１（ｄ
）は層Ｌ３で生じた迷光ＳＬ３、のそれぞれの分布を示す。図４１（ａ）、（ｃ）及び（
ｄ）で示すように、迷光ＳＬ０、ＳＬ２及びＳＬ３は、焦点がずれた状態で主受光部２３
の受光面に対して充分大きく、さらに斜め方向に楕円状に分布する。これは、シリンドリ
カルレンズ２６を通過することによる影響で、楕円状に傾斜する方向はシリンドリカルレ
ンズ２６の母線の方向Ｄ２に依存する。また、焦点がずれた状態の程度は、光ヘッド装置
３Ｅの光学的設計仕様や多層光ディスクの情報記録層の層間隔などに依存する。ここでは
情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層を層Ｌ１としているので、隣
接する層Ｌ０及びＬ２で生じたそれぞれの迷光ＳＬ０及びＳＬ２は、層Ｌ３で生じた迷光
ＳＬ３と比較して収束度が大きい。したがって、情報記録層Ｌ１に隣接する層Ｌ０及びＬ
２から生じたそれぞれの迷光ＳＬ０及びＳＬ２が、副受光部２４及び第２副受光部２５に
入射しないように、中央の主受光部２３から第１副受光部２４及び第２副受光部２５の離
間する距離が定められている。一方、情報記録層Ｌ１に隣接しない層Ｌ３で生じた迷光Ｓ
Ｌ３の一部が第１副受光部２４及び第２副受光部２５に入射しているが、層Ｌ１と層Ｌ３
の層間隔は広くなっているために迷光ＳＬ３は充分大きく焦点がずれた状態となっている
。したがって、第１副受光部２４及び第２副受光部２５に入射する迷光ＳＬ３の光強度は
微弱となり、トラックエラー信号品質に影響を与えない。
【０１９５】
　図４２は、対物レンズシフト（光検出器２２に対する対物レンズ１８のラジアル方向の
変位）と光検出器２２における照射光スポットの位置との関係を示した概略図である。図
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４２（ｂ）は、対物レンズ１８の中心軸が光軸ＬＡ上にある場合の、光検出器２２の受光
面に照射される光ビームの照射位置（基準位置）を示している。この場合、０次光成分Ｄ
Ｒ０の光スポットは主受光部２３のＸ１軸方向及びＹ１軸方向における中心位置にあり、
＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂは第１副受光部２４のＸ１軸方向における中心位置に
あり、同様に－１次光成分ＤＲｎａ及びＤＲｎｂは第２副受光部２５のＸ１軸方向におけ
る中心位置にある。図４２（ａ）は、対物レンズ１８が光ディスクＯＤの内周側に変位し
た場合の、光検出器２２の受光面に照射される光ビームの照射位置を示している。この場
合、０次光成分ＤＲ０の光スポットは受光面２３Ｃまたは２３Ｄの側に変位し、＋１次光
成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂは受光面２４Ｆの側に変位し、同様に－１次光成分ＤＲｎａ及
びＤＲｎｂは受光面２Ｈの側に変位する。図４２（ｃ）は、対物レンズ１８が光ディスク
ＯＤの外周側に変位した場合の、光検出器２２の受光面に照射される光ビームの照射位置
を示している。この場合、０次光成分ＤＲ０の光スポットは受光面２３Ａまたは２３Ｂの
側に変位し、＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂは受光面２４Ｅの側に変位し、同様に－
１次光成分ＤＲｎａ及びＤＲｎｂは受光面２Ｇの側に変位する。
【０１９６】
　図４３は、対物レンズシフトとトラッキングエラー信号ＴＥＳの信号成分ＭＰＰ、ＳＰ
Ｐとの関係を概略的に示す特性図である。図４３において、横軸は時間、縦軸は信号強度
である。図４３（ａ）～（ｃ）においては、光ヘッド装置３Ｅがラジアル方向に一定速度
で移動したときに検出される主プッシュプル信号ＭＰＰ及び副プッシュプル信号ＳＰＰの
波形が示されている。なお、これら主プッシュプル信号ＭＰＰと副プッシュプル信号ＳＰ
Ｐとは、光ディスク装置のフォーカス制御が行われているが、トラッキング制御が行われ
ていない状態の信号である。
【０１９７】
　図４３（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）は、それぞれ、図４２（ａ）、（ｂ）及び（ｃ）に対
応する。対物レンズ１８が光軸ＬＡ上にあってラジアル方向に変位していない場合には、
図４３（ｂ）に示されるように、主プッシュプル信号ＭＰＰのＤＣ成分（直流成分）はＧ
ＮＤレベルに一致し、副プッシュプル信号ＳＰＰのＤＣ成分もＧＮＤレベルに一致する。
また、副プッシュプル信号ＳＰＰの波形はほぼ直流的な波形となる。その理由は、副プッ
シュプル信号ＳＰＰに寄与する透過回折光ビームの＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂと
、－１次光成分ＤＲｎａ及びＤＲｐｎとが、図３８の光成分ＯＲｐ及びＯＲｎ（光ディス
クＯＤからの反射回折光ビームの０次光Ｒ０と±１次光ＲＰ１、ＲＮ１とが重なり合う光
成分）を含まないか、あるいは一部のみ含むためである。対物レンズ１８が内周方向に変
位した場合には、図４３（ａ）に示されるように、主プッシュプル信号ＭＰＰのＤＣ成分
は負側にオフセットした波形となり、副プッシュプル信号ＳＰＰの略直流的波形も負側に
オフセットした波形となる。一方、対物レンズ１８が外周方向に変位した場合には、図４
３（ｃ）に示されるように、主プッシュプル信号ＭＰＰのＤＣ成分は正側にオフセットし
た波形となり、副プッシュプル信号ＳＰＰの略直流的波形も正側にオフセットした波形と
なる。したがって、主プッシュプル信号ＭＰＰと副プッシュプル信号ＳＰＰとは、対物レ
ンズシフトに関して互いに同じ位相を有しており、副プッシュプル信号ＳＰＰのオフセッ
ト量は、対物レンズ１８の変位量に対応する値を有することが分かる。このため、副プッ
シュプル信号ＳＰＰの値をｋ倍して得られる値を、主プッシュプル信号ＭＰＰの値から差
し引くことによって、対物レンズシフトに起因したオフセット成分がキャンセルされたト
ラッキングエラー信号ＴＥＳを生成することができる。
【０１９８】
　多層光ディスクでは、情報記録層Ｌ０～Ｌ３について個別に光スポットの球面収差が発
生する。そこで、光ヘッド装置３Ｅに設けられた収差補正機構１６Ａは、光軸ＬＡに沿っ
てコリメータレンズ１５を変位させることで情報記録層毎に光スポットの球面収差を適正
に補正することができ、各情報記録層について安定した記録もしくは再生を行うことがで
きる。
【０１９９】
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　図４４は、ホログラム光学素子を含む光ヘッド装置の構成の一部を概略的に示す模式図
である。たとえば、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層を層Ｌ１
とした場合、他の情報記録層（たとえば層Ｌ３）で反射した迷光ＳＬのうち、対物レンズ
１８及びコリメータレンズ１５を順に通過し、ホログラム光学素子２１の２つの境界線２
１ｄａ及び２１ｄｂの外側、すなわち一対の周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂに入射す
る迷光成分ＳＬｏｕｔが存在する。周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂを通過した迷光成
分ＳＬｏｕｔが光検出器２２の方向以外の方向に回折されるように、周辺回折領域２１２
Ａ及び２１２Ｂの回折効率及び回折方向の特性が最適化されている。
【０２００】
　なおこれまでの説明では、多層光ディスクにおいて、情報を再生あるいは記録する層と
して選択された情報記録層と隣接する層で生じる迷光を第１副受光部２４及び第２副受光
部２５で入射しないように、第１副受光部２４及び第２副受光部２５を主受光部２３から
離間させて光検出器２２を構成していた。上述したように、迷光の光強度は、光ヘッド装
置３Ｅの光学的設計仕様や多層光ディスクの情報記録層の層間隔などに依存する。図４０
に示すような実際のＢＤ規格の光ディスクにおいては、層間隔が等間隔ではない。したが
って、層Ｌ２に対しては層Ｌ１と層Ｌ３とが隣接する層となるが、層Ｌ３との層間隔の方
が狭いために、層Ｌ３で生じる迷光に対してとくに配慮する必要がある。
【０２０１】
　図４５は、本実施の形態における光検出器２２及び迷光の概略的な分布の別の形態を表
す平面図である。迷光の条件として、情報を再生あるいは記録する層として選択された情
報記録層を層Ｌ２として、図４５（ａ）は層Ｌ０で生じた迷光ＳＬ０、図４５（ｂ）は層
Ｌ１で生じた迷光ＳＬ１、図４５（ｃ）は層Ｌ２からの戻り光ビームの０次光成分ＤＲ０
、図４５（ｄ）は層Ｌ３で生じた迷光ＳＬ３、のそれぞれの分布を示す。図４５（ａ）、
（ｂ）及び（ｄ）で示すように、迷光ＳＬ０、ＳＬ１及びＳＬ３は焦点がずれた状態で主
受光部２３の受光面に対して充分大きく、さらに斜め方向に楕円状に分布する。これは、
シリンドリカルレンズ２６を通過することによる影響で、楕円状に傾斜する方向はシリン
ドリカルレンズ２６の母線の方向Ｄ２に依存する。ここでは情報記録層を層Ｌ２としてい
るので、隣接する層Ｌ１及びＬ３で生じたそれぞれの迷光ＳＬ１及びＳＬ３が、層Ｌ０で
生じた迷光ＳＬ０と比較して収束度が大きい。さらに、図４０で示すように、ＢＤ規格の
光ディスクにおいては、層Ｌ２と層Ｌ３との間隔が最も狭いため、層Ｌ３で生じた迷光Ｓ
Ｌ３の収束度が層Ｌ１で生じた迷光ＳＬ１の収束度よりも大きい。したがって、情報記録
層Ｌ２に隣接する層Ｌ３から生じた迷光ＳＬ３の全てが第１副受光部２４及び第２副受光
部２５に入射しないように、中央の主受光部２３から第１副受光部２４及び第２副受光部
２５の離間する距離が定められている。このように構成された場合、情報記録層Ｌ２に隣
接する層Ｌ１で生じた迷光ＳＬ１の一部が第１副受光部２４及び第２副受光部２５に入射
しているが、層Ｌ１と層Ｌ２との層間隔が広いために迷光ＳＬ１の収束度が大きくないの
で、第１副受光部２４及び第２副受光部２５に入射する迷光ＳＬ１の光強度は微弱となり
、トラックエラー信号品質に影響を与えない。さらに、層Ｌ０で生じた迷光ＳＬ０につい
ても同様で、さらに収束度が低下して迷光ＳＬ０の光強度は極めて微弱となるため、やは
りトラックエラー信号品質に影響を与えない。
【０２０２】
　図４６は、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層を層Ｌ３として
光検出器２２及び迷光の概略的な分布を表す平面図である。図４６（ａ）は層Ｌ０で生じ
た迷光ＳＬ０、図４６（ｂ）は層Ｌ１で生じた迷光ＳＬ１、図４６（ｃ）は層Ｌ２で生じ
た迷光ＳＬ２、図４６（ｄ）は層Ｌ３からの戻り光ビームの０次光成分ＤＲ０、のそれぞ
れの分布を示す。図４０で示す層間隔に基づいて、迷光はＳＬ２、ＳＬ１、ＳＬ０の順で
収束度が小さくなる。層Ｌ２と層Ｌ３との間隔が最も狭いため、図４１と同様に、層Ｌ２
から生じた迷光ＳＬ２の全てが第１副受光部２４及び第２副受光部２５に入射しない。層
Ｌ１で生じた迷光ＳＬ１の一部は第１副受光部２４及び第２副受光部２５に入射している
が、層Ｌ１とＬ３との層間隔が広くなり迷光ＳＬ１の収束度が大きくないので、受光部２
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４及び２５に入射する迷光ＳＬ１の光強度は微弱となり、トラックエラー信号品質に影響
を与えない。さらに、層Ｌ０で生じた迷光ＳＬ０についても同様で、さらに収束度が低下
して迷光ＳＬ０の光強度は極めて微弱となるため、やはりトラックエラー信号品質に影響
を与えない。
【０２０３】
　多層の光ディスクにおいて、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録
層に対して他の情報記録層からの迷光でトラッキングエラー信号ＴＥＳが乱される原因は
、選択された情報記録層以外の情報記録層からの反射光と、選択された情報記録層からの
反射光とが、光検出器２２の面上で互いに干渉し合うことであることを既に述べた。第１
副受光部２４に形成される＋１次光成分ＤＲｐａ、ＤＲｐｂ、及び第２副受光部２５に形
成される－１次光成分ＤＲｎａ、ＤＲｎｂは、ホログラム光学素子２１の一対の副回折領
域２１１Ａ及び２１１Ｂで回折透過した光ビームである。副回折領域２１１Ａ及び２１１
Ｂは、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎが全て入射しないか、もしくは一部が入射する位置に形成
されている。これらの１次光成分の光強度を積極的に大きくさせたい場合には、光成分Ｏ
Ｒｐ及びＯＲｎがさらに入射するように、境界線２１ｅａ及び２１ｅｂを、Ｙ２軸方向の
主回折領域２１０側に移動させて、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの面積を拡大しても
よい。一方、これらの±１次光成分の光強度を積極的に大きくさせる必要がない場合には
、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎが副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂに全て入射しないように、
境界線２１ｅａ及び２１ｅｂを、Ｙ２軸方向の主回折領域２１０から遠ざかる方向に移動
させて、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂの面積を縮小してもよい。この場合には、図４
３で示す副プッシュプル信号ＳＰＰは完全なＤＣ成分のみとなる。このような副回折領域
２１１Ａ及び２１１Ｂの位置の設定は、光ヘッド装置３Ｅの光学的設計仕様や、受光部２
３、２４及び２５の面積、多層光ディスクの情報記録層の層間隔に依存するため、適宜最
適となるように行えばよい。
【０２０４】
　なお、本実施の形態において、第１副受光部２４及び第２副受光部２５は、主受光部２
３を挟んでＸ１軸に対して斜めにずれた方向の両側に配置されるようにしたが、この配置
に限定されるものではない。図４７は、光検出器２２の別のレイアウトを示す平面図であ
る。図４７に示すように、別の配置として、主受光部２３とともに、第１副受光部２４及
び第２副受光部２５は、タンジェンシャル方向（Ｙ軸方向）に対応するＹ１軸方向に沿っ
て、直線上に配置されてもよい。また、図４８は、光検出器２２の別のレイアウトを示す
平面図である。図４８に示すように、主受光部２３とともに、第１副受光部２４及び第２
副受光部２５は、ラジアル方向（Ｘ軸方向）に対応するＸ１軸方向に沿って、直線上に配
置されてもよい。
【０２０５】
　図４７及び図４８のように、第１副受光部２４及び第２副受光部２５の配置が変更され
ても、その配置の変更に応じてホログラム光学素子２１の一対の副回折領域２１１Ａ及び
２１１Ｂの回折格子溝の方向を変えることで回折光の主射方向を変えて、＋１次光成分Ｄ
Ｒｐａ、ＤＲｐｂ及び－１次光成分ＤＲｎａ、ＤＲｎｂをそれぞれ第１副受光部２４及び
第２副受光部２５に入射させることができる。
【０２０６】
　また、本実施の形態においては、第１副受光部２４及び第２副受光部２５は、２つの受
光面を有するものとして示されているが、たとえば主受光部２３と同様に４つの受光面を
有するものであってもよいし、別のパターンの受光面であってもよい。また、主受光部２
３と第１副受光部２４及び第２副受光部２５のそれぞれの受光面の大きさが異なってもよ
い。
【０２０７】
　以上に説明したように、本実施の形態のホログラム光学素子２１は、図３９に示したよ
うに、反射回折光ビームの０次光成分ＯＲａの一部と光成分ＯＲｐ及びＯＲｎとが入射す
る主回折領域２１０と、反射回折光ビームの光成分ＯＲｐ及びＯＲｎが入射しないかもし
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くはその一部が入射するとともに、０次光成分ＯＲａの残部が入射する副回折域２１１Ａ
及び２１１Ｂとを有している。光検出器２２は、主回折領域２１０と副回折領域２１１Ａ
及び２１１Ｂとを透過した透過回折光ビームの０次光成分ＤＲ０を受光する主受光部２３
と、副回折領域２１１Ａ及び２１１Ｂをそれぞれ透過した透過回折光ビームの＋１次光成
分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂを受光する副受光部２４と、－１次光成分ＤＲｎａ及びＤＲｎｂ
を受光する副受光部２５とを有している。したがって、信号の強度が充分に確保され、対
物レンズシフトに起因するオフセットがキャンセルされたトラッキングエラー信号ＴＥＳ
を生成することができる。
【０２０８】
　さらに、本実施の形態においては、光検出器２２の配置が図４１に示したように、多層
の光ディスクにおいて、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層と隣
接する層、あるいは最も層間隔が狭い層からの迷光が、第１受光部２４及び第２受光部２
５に入射しないよう構成されている。したがって、不要な迷光成分による信号が検出され
ないのでトラッキングエラー信号ＴＥＳの品質を高めることができる。
【０２０９】
　以上により、本実施の形態の光ヘッド装置によれば、副受光部で検出された信号に基づ
いて、対物レンズシフトに起因するオフセットに相当する信号成分を生成することができ
、この信号成分を用いて、オフセットが除かれたトラッキングエラー信号を生成すること
ができる。その結果、光ディスクに照射される光強度の損失を伴うことなく、多層の光デ
ィスクにおいて、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層に対して他
の情報記録層からの迷光の影響を排除し、対物レンズシフトに起因するオフセット成分を
除いたトラッキングエラー信号の検出を行うことができる。また、この信号の検出には、
簡単な構成の受光面パターンをもつ光検出器を用いて行うことができる。
【０２１０】
実施の形態１２．
　次に、本発明に係る実施の形態１２について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の
構成は、複数の光源を備える点を除いて、上記実施の形態１１の光ヘッド装置の構成と同
様である。図４９は、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｆの主な構成を概略的に示す平面図
である。図４９において、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｆは、たとえば実用化されてい
るＢＤ（Ｂｌｕ－ｒａｙ　Ｄｉｓｃ：登録商標）、ＤＶＤ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａ
ｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ）及びＣＤ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉｓｃ）の３種類の規格に対応する
ものである。ＢＤにおいては先述のように、最大４層までの多層光ディスクが規定化され
ている。ＤＶＤにおいては、多層の光ディスクとして２層の光ディスクが規格化されてい
る。ＣＤにおいては、単層の光ディスクのみが規定されている。したがって、これら３種
類の規格に対応する光ヘッド装置３Ｆにおいては、たとえばＢＤ規格の多層光ディスクが
適用される場合において、他の情報記録層で反射した迷光が光検出器で検出されて、本発
明の差動プッシュプル信号の品質が損なわれることが起こらないような工夫が必要となる
。
【０２１１】
　図４９に示されるように、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｆは、３つの半導体レーザ１
３０、１３１及び１３２を有している。図４９に示されている第１の半導体レーザ１３０
、コリメータレンズ１５、対物レンズ１８、アクチュエータ１７、シリンドリカルレンズ
２６及びホログラム光学素子２１は、それぞれ、図３７に示した半導体レーザ１３、コリ
メータレンズ１５、対物レンズ１８、アクチュエータ１７、シリンドリカルレンズ２６及
びホログラム光学素子２１と同様のものである。光検出器３４は、後述するように５つの
受光部から構成されている。
【０２１２】
　図５０は、本実施の形態１２のホログラム光学素子２１及び光検出器３４の斜視図であ
る。図５０(ａ)に示したホログラム光学素子２１は、図３９に示したホログラム光学素子
と同様なものである。図５０（ｂ）に示した光検出器３４は、ホログラム光学素子２１と
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略並行に配置される光検出器３４の面内において、光軸ＬＡに直交する受光面３５Ａ～３
５Ｄを有する主受光部３５と、この主受光部３５を挟んでＸ１軸に対して斜めの方向の両
側に配置された第１副受光部３６及び第２副受光部３７と、主受光部３５を挟んで略Ｘ１
軸に沿って両側に配置された第３副受光部３８及び第４副受光部３９とを含む。第１副受
光部３６及び第２副受光部３７は、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報
記録層と最も層間隔が狭い層、もしくは隣接する層で生じた迷光が入射しないように、主
受光部３５から離間した距離に配置されている。
【０２１３】
　主受光部３５は、Ｘ１軸方向とＹ１軸方向とにほぼ沿ってマトリクス状に配列された複
数の受光面３５Ａ、３５Ｂ、３５Ｃ及び３５Ｄを含む。受光面３５Ａ及び３５Ｂの組と受
光面３５Ｃ及び３５Ｄの組とは、Ｘ１軸方向にほぼ沿って配列されており、さらに、受光
面３５Ａ及び３５ＢはＹ１軸方向にほぼ沿って配列され、受光面３５Ｃ及び３５ＤはＹ１
軸方向にほぼ沿って配列されている。すなわち、主受光部３５は、縦横にそれぞれ２分割
された４つの矩形形状をした受光面を有するが、分割される方向は厳密にＸ１軸方向及び
Ｙ１軸方向に沿ったものでなくてよい。第１副受光部３６は、Ｘ１軸方向にほぼ沿って配
列された一対の受光面３６Ｅ及び３６Ｆを有し、第２副受光部３７は、Ｘ１軸方向にほぼ
沿って配列された一対の受光面３７Ｇ及び３７Ｈを有し、第３副受光部３８は、Ｘ１軸方
向にほぼ沿って配列された一対の受光面３８Ｉ及び３８Ｊを有し、第４副受光部３９は、
Ｘ１軸方向にほぼ沿って配列された一対の受光面３９Ｋ及び３９Ｌを有する。
【０２１４】
　第１の半導体レーザ１３０から出射されたレーザ光は、光軸ＬＡ上に配置された第１の
ビームスプリッタ３１０で反射され、後述する第２のビームスプリッタ３１１、第３のビ
ームスプリッタ３１２及びコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射される。
光ディスクＯＤで反射された戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５、
第３のビームスプリッタ３１２、第２のビームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッ
タ３１０及びシリンドリカルレンズ２６を順に通過してホログラム光学素子２１に入射さ
れ、複数の透過回折光ビームに分割されて、光検出器３４の主受光部３５、第１副受光部
３６及び第２副受光部３７に入射される。第２の半導体レーザ１３１から出射されたレー
ザ光は、回折格子３２を透過し、第１のビームスプリッタ３１０とコリメータレンズ１５
の間に配置された第２のビームスプリッタ３１１で反射されて、第３のビームスプリッタ
３１２及びコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射される。光ディスクＯＤ
で反射された戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５、第３のビームス
プリッタ３１２、第２のビームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０、シリ
ンドリカルレンズ２６及びホログラム光学素子２１を順に通過して、光検出器３４の主受
光部３５、第３副受光部３８及び第４副受光部３９に入射される。第３の半導体レーザ１
３２から出射されたレーザ光は、回折格子３３を透過し、第１のビームスプリッタ３１０
とコリメータレンズ１５の間に配置された第３のビームスプリッタ３１２で反射されてコ
リメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射される。光ディスクＯＤで反射された
戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５、第３のビームスプリッタ３１
２、第２のビームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０、シリンドリカルレ
ンズ２６及びホログラム光学素子２１を順に通過して、光検出器３４の主受光部３５、第
３副受光部３８及び第４副受光部３９に向けて出射される。
【０２１５】
　図４９に示される光ヘッド装置３Ｆにおいては、第１の半導体レーザ１３０はＢＤ規格
に対応するものとし、その発振波長は４０８ｎｍ近傍である。また、第２の半導体レーザ
１３１はＤＶＤ規格に対応するものとし、その発振波長は６５５ｎｍ近傍である。さらに
、第３の半導体レーザ１３２はＣＤ規格に対応するものとし、その発振波長は７８５ｎｍ
近傍である。対物レンズ１８は、上記３つの波長の全てにおいて機能し、たとえば、波長
４０８ｎｍのレーザ光に対しては、ＢＤ規格の光ディスクに対応するため０．８５近傍の
開口数、波長６５５ｎｍのレーザ光に対しては、ＤＶＤ規格の光ディスクに対応するため
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０．６から０．６５近傍の開口数、波長７８５ｎｍのレーザ光に対しては、ＣＤ規格の光
ディスクに対応するため０．５近傍の開口数として動作する。コリメータレンズ１５、シ
リンドリカルレンズ２６及び光検出器３４は、上記３つの波長においてそれぞれの機能を
保有するものとする。光ディスクＯＤとして、ＢＤ、ＤＶＤ及びＣＤの各規格に対応した
光ディスクが随時装着されるものとする。回折格子３２は、光ディスクＯＤ面上で３つの
光スポットを形成させ、ＤＶＤに対して３ビーム差動プッシュプル方式でのトラッキング
エラー検出を行うためのものである。また回折格子３３は、光ディスクＯＤ面上で３つの
光スポットを形成させ、ＣＤに対して３ビーム差動プッシュプル方式でのトラッキングエ
ラー検出を行うためのものである。
【０２１６】
　さらに、図４９に示される光ヘッド装置３Ｆにおいては、ＢＤ規格に対応した半導体レ
ーザ１３１から出射した光ビームの挙動は、実施の形態１１と同様である。なお、ＤＶＤ
規格に対応した半導体レーザ１３２から出射した光ビームの挙動、及びＣＤ規格に対応し
た半導体レーザ１３３から出射した光ビームの挙動は、半導体レーザとホログラム光学素
子との光路中に回折格子が配置されているため、ＢＤ規格に対応した半導体レーザ１３１
から出射した光ビームの挙動とは異なる。
【０２１７】
　図５１は、本実施の形態のホログラム光学素子２１の回折格子溝深さＤと回折効率との
関係を示す特性図である。回折効率の算出においては、ホログラム光学素子２１の材質を
シリカガラスとして、それぞれの半導体レーザの発振波長に対応した屈折率を用いた。な
お、ホログラム光学素子２１の材質はシリカガラスに限定されるものではない。また、ホ
ログラム光学素子２１の形状は、最も基本的な形状であるバイナリー構造とした。この構
造は格子の凹部と凸部とがともに等しい幅を有して周期的に形成されている。回折効率の
設定として、たとえばＢＤ規格において、０次回折効率と＋１次回折効率との比率を８：
１とし、０次回折効率と－１次回折効率との比率を８：１としたとき、この条件を満たす
回折格子溝深さは、図５１においてＡ線で示すように、約０．１４ミクロンとなる。図５
１において、Ａ線を横切る特性曲線から次のことがわかる。回折格子溝深さが０．１４ミ
クロンで形成されたホログラム光学素子２１において、ＤＶＤ規格に対応して第２の半導
体レーザ１３１から出射した光ビームが通過すると、その０次回折効率と＋１次回折効率
との比率は約２５：１、その０次回折効率と－１次回折効率との比率も約２５：１となり
、ＤＶＤ規格における波長においては、±１次回折透過光ビームは無視してよい程度に小
さい。同様に、ＣＤ規格に対応して第３の半導体レーザ１３２から出射した光ビームが通
過すると、その０次回折効率と＋１次回折効率との比率は約３７：１、その０次回折効率
と－１次回折効率との比率も約３７：１となり、ＣＤ規格における波長においては、±１
次回折透過光ビームはやはり無視してよい程度に小さい。したがって、ＤＶＤ規格あるい
はＣＤ規格に対応した半導体レーザの発振波長おいては、ホログラム光学素子２１は近似
的に、回折作用を何ら有しない単なる透明板として扱ってもよいということがわかる。
【０２１８】
　図５０（ｂ）には、第１の半導体レーザを動作させた場合のホログラム光学素子に入射
する反射回折光ビーム、及び光検出器に入射する透過回折光ビームが示されている。ホロ
グラム光学素子２１の各回折領域２１０、２１１Ａ及び２１１Ｂを回折透過した透過回折
光ビームが、光検出器３４の主受光部３５の受光面３５Ａ～３５Ｄ、第１副受光部３６の
受光面３６Ｅと３６Ｆ、及び第２副受光部３７の受光面３７Ｇと３７Ｈに入射したときの
動作は、実施の形態１１における図３９の説明と同様である。
【０２１９】
　図５２は、本実施の形態における、第２もしくは第３の半導体レーザを動作させた場合
のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。ホログラム光学素子に入射する反射
回折光ビームに含まれる光成分ＯＳは、３ビーム差動プッシュプル方式での検出を行うた
めに、回折格子３２または３３で３つに分割された光ビームのうち、主光ビームの光ディ
スクＯＤからの戻り光スポットである。光成分ＯＳｐ及びＯＳｎは、同様に回折格子３２
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または３３で３つに分割された光ビームのうち、２つの副光ビームの光ディスクＯＤから
の戻り光スポットである。ＤＶＤ規格に対応した第２の半導体レーザ１３１の発振波長、
及びＣＤ規格に対応した第３の半導体レーザ１３２の発振波長について、それぞれの発振
波長に対して機能する対物レンズ１８の開口数が、ＢＤ規格に対応した第１の半導体レー
ザ１３０の発振波長に対する対物レンズ１８の開口数よりも小さいので、ホログラム光学
素子２１に戻る光ビームの径は開口数に比例して小さくなる。本実施の形態においては、
３ビーム差動プッシュプル方式による検出のための副光スポットＤＳｐ、ＤＳｎが、第３
副受光部３８及び第４副受光部３９のそれぞれ中心位置に照射されるように、回折格子３
２及び３３の回折格子溝のピッチ等の仕様が最適化されている。
【０２２０】
　したがって、ＤＶＤ規格またはＣＤ規格に対応した光ディスクでの各種信号は以下の演
算で検出される。フォーカスエラー信号ＦＥＳは次式（２８）により得られる。
　ＦＥＳ＝（ＳＡ＋ＳＣ）－（ＳＢ＋ＳＤ）　　・・・（２８）
【０２２１】
　再生ＲＦ信号は次式（２９）により得られる。
　ＲＦ＝ＳＡ＋ＳＢ＋ＳＣ＋ＳＤ　　　　　　　・・・（２９）
【０２２２】
　トラッキングエラー信号ＴＥＳは次式（３０）により得られる。
　ＴＥＳ＝ＭＰＰ－ｋ×ＳＰＰ　　・・・（３０）
【０２２３】
　ここで、ｋは、ゲイン係数である。ＭＰＰは主プッシュプル信号を表し、ＳＰＰは副プ
ッシュプル信号を表している。主プッシュプル信号ＭＰＰ及び副プッシュプル信号ＳＰＰ
は、次式（３１ａ）及び（３１ｂ）によりそれぞれ与えられる。ここで、第３副受光部３
８の受光面３８Ｉ及び３８Ｊは、＋１次光成分ＤＳｐを光電変換（光電流－電圧変換）し
てそれぞれ検出信号ＳＩ及びＳＪを出力するものとする。また、第４副受光部３９の受光
面３９Ｋ及び３９Ｌは、－１次光成分ＤＳｎを光電変換してそれぞれ検出信号ＳＫ及びＳ
Ｌを出力するものとする。
　ＭＰＰ＝（ＳＡ＋ＳＢ）－（ＳＣ＋ＳＤ）　　・・・（３１ａ）
　ＳＰＰ＝（ＳＩ－ＳＪ）＋（ＳＫ－ＳＬ）　　・・・（３１ｂ）
【０２２４】
　実施の形態１１について説明したように、ＢＤ規格に対応した第１の半導体レーザ１３
０からの光ビームにおいては、副プッシュプル信号ＳＰＰは、（２７ｂ）式で得られる。
したがって、本実施の形態の光ヘッド装置においては、ＢＤ規格に対応した第１の半導体
レーザ１３０を用いるときは、（２７ｂ）式で得られる副プッシュプル信号ＳＰＰを、Ｄ
ＶＤ規格に対応した第２の半導体レーザ１３１またはＣＤ規格に対応した第３の半導体レ
ーザ１３２を用いるときは、（３１ｂ）式で得られる副プッシュプル信号ＳＰＰをそれぞ
れ用いる必要がある。さらに、光ディスクＯＤの仕様はそれぞれの規格において異なるの
で、それぞれに規格に使用される半導体レーザの光学的な特性も異なるため、ゲイン係数
ｋも規格に対応してそれぞれ最適値に設定される。
【０２２５】
　なお、上記の説明においては、ＤＶＤ及びＣＤとも３ビーム差動プッシュプル法による
トラッキング制御を行うようにしたが、これに限定されるものではなく、採用されるトラ
ッキングエラー検出方式に対応して、光検出器３４の受光面パターンの最適化を行えばよ
い。
【０２２６】
　また、上記の説明においては、第１副受光部～第４副受光部は２つの受光面を有するも
のとして示されているが、たとえば主受光部３５と同様に４つの受光面を有するものであ
ってもよいし、別のパターンの受光面であってもよい。また、主受光部３５と第１副受光
部～第４副受光部のそれぞれの受光面の大きさが異なってもよい。
【０２２７】
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　さらに、上記の説明においては、第１副受光部３６及び第２副受光部３７を、主受光部
３５を挟んでＸ１軸に対して斜めの方向の両側に配置するようにしたが、選択された情報
記録層と最も層間隔が狭い層、もしくは隣接する層で生じた迷光が入射しないように、主
受光部３５から離間しているならば斜めの方向に限定されるものではなく、実施の形態１
１について説明したように、図４７で示すようにタンジェンシャル方向に対応する方向（
Ｙ１軸方向）、あるいは図４８で示すようにラジアル方向に対応する方向（Ｘ１軸方向）
に配置してもよい。
【０２２８】
　さらに、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｆにおいては、第１の半導体レーザ１３０はＢ
Ｄ規格に対応するものとし、第２の半導体レーザ１３１はＤＶＤ規格に対応するものとし
、第３の半導体レーザ１３２はＣＤ規格に対応するものとして説明したが、これに限られ
るものではなく、たとえば次世代の規格が含まれていても構わない。さらには、本実施の
形態においては、３つの規格に対応するように構成された光ヘッド装置を例にとったが、
２つの規格、あるいは４つ以上の規格に対応するように光ヘッド装置を構成することもで
きる。
【０２２９】
　さらに、本実施の形態においては、図４９に示したように、ＢＤ規格に対応している半
導体レーザ１３０、ＤＶＤ規格に対応している半導体レーザ１３１及びＣＤ規格に対応し
ている半導体レーザ１３２がこの順番に並ぶように光学系の配置を構成したが、別の順番
で並ぶような光学系の配置の構成を採用してもよい。
【０２３０】
　さらに、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｆにおいては、対物レンズ１８を複数の規格に
対応した発振波長の異なる半導体レーザに共通で使用できる仕様のものとした。しかしな
がら、対物レンズが全ての各規格の発振波長に対応できないような場合も想定される。こ
のような場合には、可動部１９に各規格の発振波長毎に対応した複数の対物レンズを備え
、対象となる各規格の光ディスクに対応した対物レンズを選択して適用するようにしても
よい。対物レンズの選択方法としては、光軸ＬＡ上に所望の対物レンズを移動させるよう
な構成が考えられる。あるいは、コリメータレンズ１５の前後でたとえばビームスプリッ
タ等を配置して光軸を分割し、分割されたそれぞれの光軸上に対応する規格が異なる対物
レンズを配置する構成、などが考えられる。また、対物レンズの配置としては、複数の対
物レンズを光ディスクＯＤの半径線上に離間させる構成が考えられる。あるいは、一方の
対物レンズは光ディスクＯＤの半径線上に配置し、他方の対物レンズは光ディスクＯＤの
半径線からタンジェンシャル方向に離間させる構成が考えられる。
【０２３１】
　以上により、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｆによれば、副受光部で検出された信号に
基づいて、対物レンズシフトに起因するオフセットに相当する信号成分を生成することが
でき、この信号成分を用いて、オフセットが除かれたトラッキングエラー信号を生成する
ことができる。その結果、光ディスクに照射される光強度の損失を伴うことなく、多層の
光ディスクにおいて、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層に対し
て他の情報記録層からの迷光の影響を排除し、対物レンズシフトに起因するオフセット成
分を除いたトラッキングエラー信号の検出を行うことができる。また、この信号の検出に
は、簡単な構成の受光面パターンをもつ光検出器を用いて行うことができる。
【０２３２】
　また、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｆは、図４９に示したように、複数の規格の光デ
ィスクに対応できるように、発振波長の異なる複数の半導体レーザ１３０、１３１及び１
３２を備えているにも拘わらず、ホログラム光学素子２１及び光検出器３４は１系統のみ
の構成を有している。したがって、簡単な構成の光ヘッド装置で、複数の規格の光ディス
ク、及び多層構造が規定される光ディスクに対応することができる。
【０２３３】
実施の形態１３．
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　次に、本発明に係る実施の形態１３について説明する。本実施の形態の光ヘッド装置の
構成は、複数の半導体レーザ素子を１つのパッケージに収めた半導体レーザを用いる点、
及び複数の半導体レーザ素子に対応した光検出器を用いる点を除いて、上記実施の形態１
２の光ヘッド装置３Ｆの構成と同様である。図５３は、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｇ
の主な構成を概略的に示す平面図である。図５３において、本実施の形態の光ヘッド装置
３Ｇは、たとえば実用化されているＢＤ（Ｂｌｕ－ｒａｙ　Ｄｉｓｃ：登録商標）、ＤＶ
Ｄ（Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　Ｄｉｓｃ）及びＣＤ（Ｃｏｍｐａｃｔ　Ｄｉ
ｓｃ）の３種類の規格に対応するものである。
【０２３４】
　図５３に示されるように、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｇは、３つの半導体レーザ１
３０、１３３及び１３４を有している（図５３において、半導体レーザ１３３と１３４と
は紙面の垂直方向に重なっている）。第１の半導体レーザ１３０、第１のビームスプリッ
タ３１０、第２のビームスプリッタ３１１、コリメータレンズ１５、対物レンズ１８、ア
クチュエータ１７、シリンドリカルレンズ２６及びホログラム光学素子２１は、図４９に
示した実施の形態１２と同様のものである。光検出器４０は、２つの主受光部３５及び４
１と、５つの副受光部３６、３７、３８、３９及び４２とを有している（図５３において
、２つの主受光部３６及び４１と、２つの副受光部３６及び３８と、３つの副受光部３７
、３９及び４２とはそれぞれ紙面の垂直方向に重なっている）。第１の半導体レーザ１３
０から出射されたレーザ光は、光軸ＬＡ上に配置された第１のビームスプリッタ３１０で
反射されて第２のビームスプリッタ３１１及びコリメータレンズ１５を介して対物レンズ
１８に入射される。光ディスクＯＤで反射された戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリ
メータレンズ１５、第２のビームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０及び
シリンドリカルレンズ２６を順に通過してホログラム光学素子２１に入射され、複数の透
過回折光ビームに分割されて、光検出器４０の主受光部３５と２つの副受光部３６及び３
７とに向けて出射される。
【０２３５】
　図５４は、本実施の形態の半導体レーザパッケージを示す正面図である。半導体レーザ
パッケージ１３５には、放熱素子１３６の上に半導体レーザチップ１３７が配置され、半
導体レーザチップ１３７には、第２の半導体レーザ１３３及び第３の半導体レーザ１３４
の２つのレーザ素子が距離ｄだけ離間して取り付けられている。なおここでは、１つの半
導体レーザチップに２つのレーザ素子が取り付けられている構造が示されているが、それ
ぞれの半導体レーザチップに１つのレーザ素子が取り付けられた、２つの半導体レーザチ
ップが距離ｄだけ離間して配置された構造を採用してもよい。
【０２３６】
　図５３に示されるように第２の半導体レーザ１３３から出射されたレーザ光は、回折格
子５０に入射される。回折格子５０の一方の面には、３ビーム差動プッシュプル方式に対
応するために、第２の半導体レーザ１３３から出射されたレーザ光を、３つのビームに分
割するための回折格子面５０Ａが形成されている。回折格子５０で透過回折した３つの光
ビームは、第１のビームスプリッタ３１０とコリメータレンズ１５との間に配置された第
２のビームスプリッタ３１１で反射されてコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８
に入射される。光ディスクＯＤで反射された戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメー
タレンズ１５、第２のビームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０、シリン
ドリカルレンズ２６及びホログラム光学素子２１を順に通過して、光検出器４０の主受光
部３５と２つの副受光部３８及び３９とに向けて出射される。
【０２３７】
　また、第３の半導体レーザ１３４から出射されたレーザ光は、回折格子５０に入射され
る。回折格子５０の他方の面には、３ビーム差動プッシュプル方式に対応するために、第
３の半導体レーザ１３４から出射されたレーザ光を、３つのビームに分割するための回折
格子面５０Ｂが形成されている。回折格子５０で透過回折した３つの光ビームは、第１の
ビームスプリッタ３１０とコリメータレンズ１５との間に配置された第２のビームスプリ
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ッタ３１１で反射されてコリメータレンズ１５を介して対物レンズ１８に入射される。光
ディスクＯＤで反射された戻り光ビームは、対物レンズ１８、コリメータレンズ１５、第
２のビームスプリッタ３１１、第１のビームスプリッタ３１０、シリンドリカルレンズ２
６及びホログラム光学素子２１を順に通過して、光検出器４０の主受光部４１と２つの副
受光部３６及び４２とに向けて出射される。
【０２３８】
　なお、回折格子５０は、一方の面に回折格子面５０Ａが、他方の面に回折格子面５０Ｂ
が一体的に形成されている一体型の構成の回折格子としたが、それぞれ単独の回折格子面
をもつ２つの回折格子を組み合わせてもよい。また、回折格子面５０Ａでは、第２の半導
体レーザから出射されたレーザ光の波長の光に対して回折機能を有し、第３の半導体レー
ザから出射されたレーザ光の波長の光に対しては回折機能を有しないものとする。同様に
、回折格子面５０Ｂでは、第３の半導体レーザから出射されたレーザ光の波長の光に対し
て回折機能を有し、第２の半導体レーザから出射されたレーザ光の波長の光に対しては回
折機能を有しないものとする。
【０２３９】
　図５５（ａ）及び（ｂ）は、本実施の形態における、第１の半導体レーザを動作させた
場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。図５５（ｂ）に示されるように
、光検出器４０は、図５０（ｂ）で示した実施の形態１２の光検出器３４において、主受
光部３５を第１主受光部として、新たに第２主受光部４１と第５副受光部４２を追加した
ものである。したがって、第１副受光部３６～第４副受光部３９の構成と、これらの副受
光部と第１主受光部３５との位置関係は図５０（ｂ）で示した、副受光部と主受光部との
位置関係と同様である。また、第１の半導体レーザを動作させた場合において、０次光成
分ＤＲ０が第１主受光部３５に、＋１次光成分ＤＲｐａ及びＤＲｐｂが第１副受光部３６
に、そして－１次光成分ＤＲｎａ及びＤＲｎｂが第２副受光部３７に、それぞれ入射する
動作も図５０（ｂ）について説明した動作と同様である。さらに、検出信号の演算方法も
実施の形態１２について説明したものと同様である。新たに設けられた第２主受光部４１
と第５副受光部４２との構成は後述する。
【０２４０】
　図５６（ａ）及び（ｂ）は、本実施の形態において、第２の半導体レーザ１３３を動作
させた場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。ホログラム光学素子に入
射する反射回折光ビームに含まれる光成分ＯＳは、３ビーム差動プッシュプル方式での検
出を行うために、回折格子５０の回折格子面５０Ａで３つに分割された光ビームのうち、
主光ビームの光ディスクＯＤからの戻り光スポットである。光成分ＯＳｐ及びＯＳｎは、
同様に回折格子５０の回折格子面５０Ａで３つに分割された光ビームのうち、２つの副光
ビームの光ディスクＯＤからの戻り光スポットである。ＤＶＤ規格に対応した第２の半導
体レーザ１３３からの光ビームの戻り光スポットの光軸は、ＢＤ規格に対応した第１の半
導体レーザ１３０からの光ビームの戻り光スポットの光軸ＬＡに一致する。また、ＤＶＤ
規格に対応した第２の半導体レーザ１３３の発振波長に対する対物レンズ１８の開口数が
、ＢＤ規格に対応した第１の半導体レーザ１３０の発振波長に対する対物レンズ１８の開
口数よりも小さいので、ホログラム光学素子２１に戻る光ビームの径は開口数に比例して
小さくなる。本実施の形態においては、３ビーム差動プッシュプル方式による検出のため
副光スポットＤＳｐ及びＤＳｎが、第１副受光部３６及び第２副受光部３７のそれぞれの
中心位置に照射されるように、回折格子５０の回折格子面５０Ａの回折格子溝のピッチ等
の仕様が最適化されている。ＤＶＤ規格に対応した光ディスクでの各種信号の演算は、実
施の形態１２について説明した信号の演算と同じである。
【０２４１】
　図５７（ａ）及び（ｂ）は、本実施の形態における、第３の半導体レーザ１３４を動作
させた場合のホログラム光学素子及び光検出器の斜視図である。ホログラム光学素子に入
射する反射回折光ビームに含まれる光成分ＯＳ１は、３ビーム差動プッシュプル方式での
検出を行うために、回折格子５０の回折格子面５０Ｂで３つに分割された光ビームのうち
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、主光ビームの光ディスクＯＤからの戻り光スポットである。光成分ＯＳｐ１及びＯＳｎ
１は、同様に回折格子５０の回折格子面５０Ｂで３つに分割された光ビームのうち、２つ
の副光ビームの光ディスクＯＤからの戻り光スポットである。ＣＤ規格に対応した第３の
半導体レーザ１３４からの光ビームの戻り光スポットの光軸は、ＬＡと離間したＬＡ１と
なる。光軸ＬＡと光軸ＬＡ１との離間量は、半導体レーザチップ１３７における第２の半
導体レーザ１３３と第３の半導体レーザ１３４とが離間した距離ｄに光学的倍率を積算し
た値となる。
【０２４２】
　光検出器４０は、第１主受光部３５と第１～第４副受光部３６～３９に加えて、第２主
受光部４１と第５副受光部４２を備える。第２主受光部４１は、光軸ＬＡ１を中心にして
、Ｘ１軸方向とＹ１軸方向とに沿ってマトリクス状に配列された複数の受光面４１Ａ、４
１Ｂ、４１Ｃ及び４１Ｄを含む。受光面４１Ａ及び４１Ｂの組と受光面４１Ｃ及び４１Ｄ
の組とは、Ｘ１軸方向に沿って配列されており、さらに、受光面４１Ａ及び４１ＢはＹ１
軸方向に沿って配列され、受光面４１Ｃ及び４１ＤはＹ１軸方向に沿って配列されている
。すなわち、第２主受光部４１は、縦横にそれぞれ２分割された４つの矩形形状をした受
光面を有するが、分割される方向は厳密にＸ１軸方向及びＹ１軸方向に沿ったものでなく
てよい。第５副受光部４２は、第２主受光部４１を挟み、Ｘ１軸にほぼ沿って第１副受光
部３６と線対称な位置に配置されている。第５副受光部４２は、Ｘ１軸方向にほぼ沿って
配列された一対の受光面４２Ｍ及び４２Ｎを有する。ＣＤ規格に対応した第３の半導体レ
ーザ１３２の発信波長に対する対物レンズ１８の開口数は、ＤＶＤ規格に対応した第２の
半導体レーザ１３１の発信波長に対する対物レンズ１８の開口数よりも小さいので、ホロ
グラム光学素子２１に戻る光ビームの径は開口数に比例して小さくなる。本実施の形態に
おいては、３ビーム差動プッシュプル方式による検出のため副光スポットＤＳｐ及びＤＳ
ｎが、第１副受光部３６及び第５副受光部４２のそれぞれの中心位置に照射されるように
、回折格子５０の回折格子面５０Ｂの回折格子溝のピッチ等の仕様が最適化されている。
【０２４３】
　第２主受光部４１の受光面４１Ａ、４１Ｂ、４１Ｃ及び４１Ｄは、０次光成分ＤＲ０１
を光電変換してそれぞれ検出信号ＳＡ１、ＳＢ１、ＳＣ１及びＳＤ１を出力するものとし
、第１副受光部３６の受光面３６Ｅ及び３６Ｆは、＋１次光成分ＤＳｐ１を光電変換して
それぞれ検出信号ＳＥ及びＳＦを出力するものとし、第５副受光部４２の受光面４２Ｍ及
び４２Ｎは、－１次光成分ＤＳｎ１を光電変換してそれぞれ検出信号ＳＭ及びＳＮを出力
するものとする。したがって、ＣＤ規格に対応した光ディスクでの各種信号は以下の演算
で検出される。フォーカスエラー信号ＦＥＳ１は次式（３２）により得られる。
　ＦＥＳ１＝（ＳＡ１＋ＳＣ１）－（ＳＢ１＋ＳＤ１）　　・・・（３２）
【０２４４】
　再生ＲＦ１信号は次式（３３）により得られる。
　ＲＦ１＝ＳＡ１＋ＳＢ１＋ＳＣ１＋ＳＤ１　　　　　　　・・・（３３）
【０２４５】
　トラッキングエラー信号ＴＥＳ１は次式（３４）により得られる。
　ＴＥＳ１＝ＭＰＰ１－ｋ１×ＳＰＰ１　　　　　　　　　・・・（３４）
【０２４６】
　ここで、ｋ１は、ゲイン係数である。ＭＰＰ１は主プッシュプル信号を表し、ＳＰＰ１
は副プッシュプル信号を表している。主プッシュプル信号ＭＰＰ１及び副プッシュプル信
号ＳＰＰ１は、それぞれ次式（３５ａ）及び（３５ｂ）により与えられる。
　ＭＰＰ１＝（ＳＡ１＋ＳＢ１）－（ＳＣ１＋ＳＤ１）　・・・（３５ａ）
　ＳＰＰ１＝（ＳＥ－ＳＦ）＋（ＳＭ－ＳＮ）　　　　　・・・（３５ｂ）
【０２４７】
　なお、トラッキングエラー信号の検出は（３４）式に基づく３ビーム差動プッシュプル
方式に限られるものではない。
【０２４８】
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　また、本実施の形態においては、第２の半導体レーザ１３３に係わる光ビームが第１主
受光部３５と第３副受光部３８及び第４副受光部３９とで検出され、第３の半導体レーザ
１３４に係わる光ビームが第２主受光部３６と第１副受光部３６及び第５副受光部４２と
で検出される例を示したが、これに限られるものではなく、たとえば第２の半導体レーザ
１３３に係わる光ビームと第３の半導体レーザ１３４に係わる光ビームが検出される受光
部とが入れ替わってもよい。
【０２４９】
　さらに、図５７（ｂ）に示すように、本実施の形態においては、＋１次光成分ＤＳｐ１
を第１副受光部３６で受光する構成としたが、第１副受光部３６とは別に第６副受光部を
備え、第６副受光部は、第２主受光部４１を挟み、Ｘ１軸にほぼ沿って第５副受光部４２
と線対称な位置に配置し、この第６副受光部に＋１次光成分ＤＳｐ１を入射するように構
成してもよい。
【０２５０】
　また、本実施の形態においては、第１副受光部３６及び第２副受光部３７を、主受光部
３５を挟んでＸ１軸に対して斜めの方向の両側に配置するようにしたが、情報を再生ある
いは記録する層として選択された情報記録層と最も層間隔が狭い層、もしくは隣接する層
で生じた迷光が入射しないように主受光部３５から離間しているならば、斜めの方向に限
定されるものではなく、図４７で示すようにタンジェンシャル方向に対応する方向（Ｙ１
軸方向）、あるいは図４８で示すようにラジアル方向に対応する方向（Ｘ１軸方向）に配
置しても構わない。
【０２５１】
　さらに、本実施の形態においては、第１副受光部～第５副受光部は２つの受光面を有す
るものとして示されているが、たとえば主受光部３５もしくは４１と同様に４つの受光面
を有するものあってもよいし、別のパターンの受光面であってもよい。また、主受光部３
５もしくは４１と第１副受光部～第５副受光部のそれぞれの受光面の大きさが異なっても
よい。
【０２５２】
　さらに、本実施の形態においては、第２の半導体レーザと第３の半導体レーザが１つの
半導体レーザパッケージに収められた構成としたが、これに限られるものではない。ある
いは全ての半導体レーザが１つの半導体レーザパッケージに収められた構成を採用しても
よい。
【０２５３】
　さらに、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｇにおいては、１つの対物レンズを複数の規格
に対応した発振波長の異なる半導体レーザに共通で使用できる仕様のものとしたが、それ
ぞれの規格に対応した複数の対物レンズを用いてもよい。このような場合には、可動部１
９に各規格の発振波長毎に対応した複数の対物レンズを備え、対象となる各規格の光ディ
スクに対応した対物レンズを選択して適用するようにしてもよい。対物レンズの選択方法
としては、光軸ＬＡ上に所望の対物レンズを移動させるような構成が考えられる。あるい
は、コリメータレンズ１５の前後でたとえばビームスプリッタ等を配置して光軸を分割し
、分割されたそれぞれの光軸上に対応する規格が異なる対物レンズを配置する構成として
もよい。
【０２５４】
　以上により、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｇによれば、副受光部で検出された信号に
基づいて、対物レンズシフトに起因するオフセットに相当する信号成分を生成することが
でき、この信号成分を用いて、オフセットが除かれたトラッキングエラー信号を生成する
ことができる。その結果、光ディスクに照射される光強度の損失を伴うことなく、多層の
光ディスクにおいて、情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層に対し
て他の情報記録層からの迷光の影響を排除し、対物レンズシフトに起因するオフセット成
分を除いたトラッキングエラー信号の検出を行うことができる。また、この信号の検出に
は、簡単な構成の受光面パターンをもつ光検出器を用いて行うことができる。
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【０２５５】
　また、本実施の形態の光ヘッド装置３Ｇは、図５３に示したように、複数の規格の光デ
ィスクに対応できるように、発振波長の異なる複数の半導体レーザ１３０、１３３及び１
３４を備えているにも拘わらず、ホログラム光学素子２１及び光検出器３４は１系統のみ
の構成としている。したがって、簡単な構成の光ヘッド装置で、複数の規格の光ディスク
、及び多層構造が規定される光ディスクに対応することができる。
【０２５６】
　図５８（ａ）及び（ｂ）は、本実施の形態の変形例における、第３の半導体レーザ１３
４を動作させた場合のホログラム光学素子及び別の光検出器の斜視図である。ここでは、
たとえばＣＤ規格の光ディスクの光ヘッド装置の構成としている。再生のみの場合には、
３ビーム差動プッシュプル方式を用いずとも、より簡素な１ビームで、たとえば公知の位
相差法によるトラッキングエラー信号検出を行うことができる。したがって、回折格子５
０の回折格子面５０Ｂが不要となる。そのため、光ディスクＯＤからの戻り光スポットは
、光成分ＯＳ１のみとなる。また、光検出器４３は、図５７（ｂ）に示された光検出器４
０から第５副受光部４２が削除された構成を有する。光成分ＯＳ１は第２主受光部４１で
受光され、各種の信号が検出される。
【０２５７】
　なお、本実施の形態においては、３つの規格として、ＢＤ、ＤＶＤ及びＣＤ規格を例と
して説明したが、これらの規格に限定されるものではない。また、２つ、あるいは４つ以
上の規格に対応する光ヘッド装置であってもよく、それぞれの規格に対応した発振波長の
半導体レーザ及び光検出器を用いることで、本実施の形態と同様な光ヘッド装置を構成す
ることができる。
【０２５８】
実施の形態１４．
　次に、本発明に係る実施の形態１４の光ヘッド装置について説明する。実施の形態１１
～１３で示した光ヘッド装置３Ｅ，３Ｆ，３Ｇに用いられるホログラム光学素子の回折格
子構造が鋸歯状の断面形状を有するブレーズ構造であるのに対して、本実施の形態の光ヘ
ッド装置に用いられるホログラム光学素子の回折格子構造は、矩形状または正弦波状の断
面形状を有するバイナリー構造である。
【０２５９】
　図５９（ａ）は、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｂの回折格子溝を示す断面図
であり、図５９（ｂ）は、回折格子溝深さと回折効率との関係を示す特性図を示したもの
である。本実施の形態をさらに詳しく説明する。実施の形態１１～１３について説明した
ホログラム光学素子は、バイナリー構造の回折格子溝を有するのに対して、本実施の形態
のホログラム光学素子２１Ｂは、ブレーズ構造の回折格子溝を有する。また、このホログ
ラム光学素子２１Ｂは、実施の形態１１について説明したとおり、主回折領域と一対の副
回折領域と一対の周辺回折領域との３種類の回折領域で構成されている。図５９（ａ）に
おいて、回折格子溝２１３は、光軸ＬＡと平行なＺ軸に対して垂直なＸ２軸及びＹ２軸か
らなる面内の方向に周期的に形成されており、この回折格子溝２１４は、Ｚ軸と平行な一
方の格子壁２１３Ａと、Ｚ軸から傾斜した斜面による他方の格子壁２１３Ｂとからなる鋸
歯状に形成されている。
【０２６０】
　図５９（ａ）に示したように、ホログラム光学素子２１Ｂにおいて、光学素子の材料の
屈折率をｎ、回折格子溝２１３の周期をＰ、回折格子溝２１３の深さをＤとする。また、
半導体レーザの波長をλとする。一般的なブレーズ構造の場合、ホログラム光学素子２１
Ｂに入射した光ビームＩＢは、そのままホログラム光学素子２１Ｂを透過する０次回折光
ビームＴＢ０と、０次回折光ビームＴＢ０に対して一方の方向に傾斜した１次回折光ビー
ムＴＢ１とに回折される。ここで、ＴＢ１を＋１次回折光ビームと定義する。入射光ビー
ムＩＢの入射光強度Ｉに対して、０次回折光ビームＴＢ０の回折効率η０と、＋１次回折
光ビームＴＢ１の回折効率η１との配分は、ホログラム光学素子２１Ｂの屈折率ｎ、回折
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格子溝２１３の深さＤ、及び半導体レーザの波長λによって決定される。さらに、＋１次
回折光ビームＴＢ１が０次回折光ビームＴＢ０から傾斜する回折角θは、ホログラム光学
素子２１Ｂの周期Ｐと波長λとによって決定される。通常、光ヘッド装置においては、半
導体レーザの波長λは特定の値に固定されており、さらにホログラム光学素子２１Ｂに使
用されるガラスあるいはプラスチック、またはその他の光学材料によってホログラム光学
素子の屈折率ｎが固定されるので、回折効率η０とη１との配分、及び回折角θは、回折
格子溝２１３の周期Ｐと深さＤとを変数として、所望の設計値に合わせこむことができる
。
【０２６１】
　バイナリー構造のホログラム光学素子においては、＋１次回折光ビームと－１次回折光
ビームとが等しい光強度で発生する。そのため、実施の形態１１～１３について説明した
ように、光検出器には必ず１対の副受光部を設けてこれらの１次回折光ビームを受光して
いる。しかしながら、本実施の形態のブレーズ構造のホログラム光学素子２１Ｂにおいて
は、＋１次回折光ビームに限定されるため（－１次回折光ビームが存在しない）、この＋
１次回折光ビームを受光するための、１対の副受光部のうちの少なくとも一方の副受光部
が設けられていればよく、光検出器の構成を簡素にできるという利点がある。
【０２６２】
　図５９（ｂ）は、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｂの回折格子溝深さＤと回折
効率との関係を示す特性図である。回折効率の算出においては、ホログラム光学素子２１
Ｂの材質をシリカガラスとし、光源の波長に対応した屈折率を用いた。なお、ホログラム
光学素子２１Ｂの材質はシリカガラスに限定されるものではない。回折効率の設定として
、実施の形態１１について説明したバイナリー構造の場合、たとえばＢＤ規格に対応する
波長において、０次回折効率と＋１次回折効率との比率を８：１に設定し、０次回折効率
と－１次回折効率との比率を８：１に設定した。ブレーズ構造の場合には－１次回折光が
存在しないので、０次回折効率と＋１次回折効率との比率を４：１にすると、丁度バイナ
リー構造の場合と同じ条件となる。この条件を満たす回折格子溝深さは、図５９（ｂ）の
グラフから約０．２９ミクロンとなる。このような回折格子溝深さで形成されたホログラ
ム光学素子２１Ｂに、ＤＶＤ規格に対応した第２の半導体レーザから出射した光ビームが
通過すると、その０次回折効率と＋１次回折効率との比率は約１６：１となり、ＤＶＤ規
格に対応する波長においては、±１次回折透過光ビームは無視してよい程度に小さい。同
様に、ＣＤ規格に対応した第３の半導体レーザから出射した光ビームが通過すると、その
０次回折効率と＋１次回折効率との比率は約２５：１となり、ＣＤ規格に対応する波長に
おいては、±１次回折透過光ビームはやはり無視してよい程度に小さい。したがって、Ｄ
ＶＤ規格あるいはＣＤ規格に対応する波長においては、ホログラム光学素子２１Ｂは近似
的に、回折作用を何ら有しない単なる透明板として扱ってもよいということがわかる。
【０２６３】
　本実施の形態においては、ブレーズ構造のホログラム光学素子２１Ｂを用いることで、
１つの副受光部に入射した＋１次回折光ビームを入射させて副プッシュプル信号ＳＰＰを
生成することになるので、単純に１つの副受光部に入射する光ビームの光強度を２倍にす
ることができる。このため、情報記録層以外の情報記録層からの迷光成分の光強度に対す
る副プッシュプル信号ＳＰＰの光強度の比率を大きくすることができ、副プッシュプル信
号ＳＰＰが０次回折迷光ビームＳＬ０とで引き起こされる干渉の影響を大きく低減するこ
とができ、多層光ディスクにおけるトラッキングエラー信号の品質を向上させることがで
きる。
【０２６４】
　なお本実施の形態において、ブレーズ状の構造とする回折領域は、ホログラム光学素子
２１Ｂの、主回折領域と、一対の副回折領域と、一対の周辺回折領域の全ての領域であっ
てもよいし、いずれかの特定の領域であってもよい。
【０２６５】
実施の形態１５．
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　次に、本発明に係る実施の形態１５の光ヘッド装置について説明する。実施の形態１４
の光ヘッド装置に用いられるホログラム光学素子の回折格子溝がブレーズ構造の断面形状
を有すのに対して、本実施の形態の光ヘッド装置に用いられるホログラム光学素子の回折
格子溝は階段状の断面形状を有している。
【０２６６】
　図６０（ａ）は、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｍの回折格子溝を示す断面図
であり、図６０（ｂ）は、回折格子溝深さと回折効率との関係を示す特性図を示したもの
である。図６０（ａ）で示すように、回折格子溝２１３Ｍは、Ｚ軸と平行な一方の格子壁
２１３ＭＡと、Ｚ軸方向に階段状の格子壁２１３ＭＢとで構成されている。ここでは、格
子壁２１３ＭＢの段数として４段のものを一例として示しているが、これに限定されるも
のではない。３段以上の段数を有する格子壁を採用してもよく、その段数を増やすにした
がい図５９で示すホログラム光学素子２１Ｂのブレーズ構造に類似した構造が得られる。
【０２６７】
　図６０（ａ）に示されるようなホログラム光学素子２１Ｍにおいて、屈折率をｎ、回折
格子溝２１３Ｍの周期をＰＭ、及び回折格子溝２１３Ｍの深さをＤＭとする。また、半導
体レーザの波長をλとする。一般的に回折格子溝が階段構造の場合、ホログラム光学素子
２１Ｍに入射した光ビームＩＢは、そのままホログラム光学素子２１Ｍを透過する０次回
折光ビームＴＢＭ０と、０次回折光ビームＴＢＭ０に対して一方の方向に傾斜した１次回
折光ビームＴＢＭ１とに回折される。ここで１次回折光ビームＴＢＭ１を＋１次回折光ビ
ームと定義する。入射光ビームＩＢの入射光強度Ｉに対して、０次回折光ビームＴＢＭ０
の回折効率ηＭ０と、＋１次回折光ビームＴＢＭ１の回折効率ηＭ１との配分は、ホログ
ラム光学素子２１Ｍの屈折率ｎと深さＤＭ、及び波長λによって決定される。さらに、＋
１次回折光ビームＴＢＭ１の回折角θＭは、ホログラム光学素子２１Ｍの周期ＰＭと波長
λとによって決定される。通常、半導体レーザの波長λは特定の値に固定されており、さ
らにホログラム光学素子２１Ｍに使用されるガラスあるいはプラスチック、またはその他
の光学材料によって屈折率ｎが固定化されるので、回折効率ηＭ０とηＭ１との配分、及
び回折角θＭは、回折格子溝２１３Ｍの周期ＰＭと深さＤＭとを変数として、所望の設計
値に合わせこむことができる。
【０２６８】
　図６０（ｂ）は、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｍの回折格子溝深さＤＭと回
折効率との関係を示す特性図である。回折効率の算出においては、ホログラム光学素子２
１Ｍの材質をシリカガラスとし、格子壁２１３ＭＢの段数を４段として、光源の波長に対
応した屈折率を用いた。なお、ホログラム光学素子２１Ｍの材質はシリカガラスに限定さ
れるものではない。たとえば、ＢＤ規格に対応する波長において、０次回折効率と＋１次
回折効率との比率を４：１に設定する場合を考えると、この条件を満たす回折格子溝深さ
は図６０（ｂ）のＣ線で示すように約０．２３ミクロンとなる。このような回折格子溝深
さで形成されたホログラム光学素子２１Ｍに、ＤＶＤ規格に対応した第２の半導体レーザ
１３１から出射した光ビームが通過すると、その０次回折効率と＋１次回折効率との比率
は約１６：１となり、ＤＶＤ規格における波長においては、＋１次回折透過光ビームは無
視してよい程度に小さい。同様に、ＣＤ規格に対応した第３の半導体レーザ１３２から出
射した光ビームが通過すると、その０次回折効率と＋１次回折効率との比率は約２４：１
となり、ＣＤ規格における波長においては、＋１次回折透過光ビームはやはり無視してよ
い程度に小さい。したがって、ＤＶＤ規格あるいはＣＤ規格においては、ホログラム光学
素子２１Ｍは近似的に、回折作用を有しない単なる透明板として扱ってもよいということ
である。
【０２６９】
　図６０（ａ）においては、ホログラム光学素子２１Ｍの格子壁２１３ＭＢの段数として
４段のものを一例として示しているが、これに限定されるものではない。５段以上の段数
を持つ格子壁を採用してもよく、その段数を増やすにしたがい図５９（ａ）で示す実施の
形態１４のホログラム光学素子２１Ｂのブレーズ構造に近づく構造が得られるとともに、
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図６０（ｂ）に示した０次回折効率及び＋１次回折効率の回折格子溝深さに対する特性が
、図５９（ｂ）に示したブレーズ構造のホログラム光学素子２１Ｂにおける０次回折効率
と及び１次回折効率の回折格子溝深さに対する特性に近づくものとなる。
【０２７０】
　なお本実施の形態において、階段状の構造とする回折領域は、ホログラム光学素子２１
Ｍの、主回折領域と、一対の副回折領域と、一対の周辺回折領域との全ての領域であって
もよいし、いずれかの特定の領域であってもよい。
【０２７１】
　以上に説明したように、本実施の形態によれば、ホログラム光学素子を階段状の構造と
したので、回折格子溝の成形がブレーズ構造のそれと比較して容易になり、かつホログラ
ム光学素子として安価なものにすることができる。
【０２７２】
実施の形態１６．
　次に、本発明に係る実施の形態１６の光ヘッド装置について説明する。実施の形態１１
～１３の光ヘッド装置３Ｅ，３Ｆ，３Ｇに用いられるホログラム光学素子が周辺回折領域
を備えているのに対して、本実施の形態の光ヘッド装置に用いられるホログラム光学素子
は、周辺回折領域に相当する領域を遮光領域としたものである。
【０２７３】
　図６１は、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ｎを含む光ヘッド装置の構成を概略
的に示す平面図である。図６１に示す光ディスクＯＤＭは、複数の情報記録層Ｌ０、Ｌ１
、Ｌ２及びＬ３が積層された多層光ディスクである。また光検出器２２は、実施の形態１
１と同様である。また、ビームスプリッタやシリンドリカルレンズは図示を省略している
。図６１には、光ディスクＯＤＭで反射された２種類の戻り光ビームＲＬ及びＯＬの伝搬
経路が示されている。戻り光ビームＲＬは、情報を再生あるいは記録する層として選択さ
れた情報記録層Ｌ１から反射されて対物レンズ１８及びコリメータレンズ１５を順に通過
してホログラム光学素子２１Ｎに入射する光ビームである。一方、戻り光ビームＯＬは、
情報を再生あるいは記録する層として選択された情報記録層Ｌ１以外の情報記録層（たと
えば、層Ｌ３）で反射された迷光である。
【０２７４】
　本実施の形態におけるホログラム光学素子２１Ｎは、実施の形態１１の図４４に示した
ホログラム光学素子２１と同じ構造の主回折領域２１０と副回折領域２１１Ａ及び２１１
Ｂとを有しているが、周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂの領域をそれぞれ遮光領域２１
２Ａａ及び２１２Ｂａとしたものである。このような遮光領域を備えたホログラム素子を
用いることにより、図６１に示したように、層Ｌ３で反射した迷光ＯＬは、ホログラム光
学素子２１Ｎの遮光領域２１２Ａａ及び２１２Ｂａで遮光されるので、迷光ＯＬが光検出
器２２の主受光部２３、第１副受光部２４及び第２副受光部２５のいずれかに到達するこ
とを避けることができる。遮光領域２１２Ａａ及び２１２Ｂａは、たとえば、ホログラム
素子の表面に、不透明材料または光吸収材料を塗布したり、不透明な金属膜を蒸着したり
、あるいは不透明な金属シートを貼り付けたりすることにより形成することができる。
【０２７５】
　このように構成された光ヘッド装置においては、多層光ディスクに対して、情報を再生
あるいは記録する層として選択された情報記録層以外の情報記録層での反射光に起因する
迷光を光検出器へ到達させないので、光検出器は、本来必要な信号成分以外の不要な信号
成分を検出することはない。このため、信号検出の性能を安定化することができる。
【０２７６】
　また、ホログラム光学素子が周辺回折領域を備えている場合には、これらの領域で回折
された光が周辺部品で反射し、２次的な迷光となって光検出器で検出される可能性がある
が、本実施の形態のように、周辺回折領域を遮光領域とすることで、そのような２次的な
迷光の発生を防止することができる。
【０２７７】
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　なお、本実施の形態においては、ブレーズ構造のホログラム光学素子に遮光領域を設け
る例を示したが、実施の形態１４または１５で示したような、別の構造のホログラム光学
素子に遮光領域を設けることもできる。
【０２７８】
実施の形態１７．
　次に、本発明に係る実施の形態１７の光ヘッド装置について説明する。実施の形態１１
～１３の光ヘッド装置に用いられるホログラム光学素子の副回折領域が矩形状を有してい
たのに対して、本実施の形態の光ヘッド装置に用いられるホログラム光学素子の副回折領
域は矩形とは異なる形状を有している。
【０２７９】
　図６２は、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ａの光入射面の構成を概略的に示す
平面図である。ホログラム光学素子２１Ａは、主回折領域２１０Ａと、一対の副回折領域
２１１Ａ１及び２１１Ｂ１と、一対の周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂという３種類の
回折領域を有している。これら３種類の回折領域においては、回折格子を個別の回折パタ
ーン（たとえば、回折格子溝の形状や方向、及び回折格子溝間隔）で形成することができ
る。
【０２８０】
　副回折領域２１１Ａ１及び２１１Ｂ１は、内側の主回折領域２１０Ａよりも、光ディス
クＯＤのタンジェンシャル方向（Ｙ軸方向）に対応するＹ２軸方向の外側に配置されてい
る。周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂは、これら副回折領域２１１Ａ１及び２１１Ｂ１
よりもＹ２軸方向の外側に配置されている。副回折領域２１１Ａ１及び２１１Ｂ１は、Ｙ
２軸方向に直交するＸ２軸方向（ラジアル方向に対応する方向）の中心線２１ｃに関して
互いに線対称な形状を有しており、周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂも中心線２１ｃに
関して互いに線対称な形状を有する。また、主回折領域２１０Ａと副回折領域２１１Ａ１
とは、境界線２１ｅａ１で互いに分離されており、この境界線２１ｅａ１は２つの直線か
らなる「Ｖ」字状であり、中心線２１ｃに向かう方向に「Ｖ」字の底部がある。さらに、
主回折領域２１０Ａと副回折領域２１１Ｂ１とは、境界線２１ｅｂ１で互いに分離されて
おり、この境界線２１ｅｂ１は２つの直線からなる「Ｖ」字状であり、中心線２１ｃに向
かう方向に「Ｖ」字の底部がある。また、周辺回折領域２１２Ａと副回折領域２１１Ａ１
とは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｄａで互いに分離されており、周辺回折領域２１２
Ｂと副回折領域２１１Ｂ１とは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｄｂで互いに分離されて
いる。したがって、副回折領域２１１Ａ１と副回折領域２１１Ｂ１とは、中央部のＹ２軸
方向の幅が端部のＹ２軸方向の幅より広くなっている。
【０２８１】
　光ディスクＯＤからの戻り光ビームは、光ディスクＯＤの情報記録層のラジアル方向す
なわちＸ軸方向の構造（主に情報トラックの構造）に起因する反射回折光ビームを含む。
ホログラム光学素子２１Ａの光入射面には戻り光ビームの光スポットが照射される。図６
２に示されるように、この光スポットは、破線の円で示される０次光成分Ｒ０と破線の円
で示される＋１次光成分ＲＰ１とが重なり合う光成分ＯＲｐと、破線の円で示される０次
光成分Ｒ０と破線の円で示される－１次光成分ＲＮ１とが重なり合う光成分ＯＲｎと、０
次光成分Ｒ０のうち±１次光成分ＲＰ１、ＲＮ１との重なりがない光成分ＯＲａとからな
る。主回折領域２１０Ａは、０次光成分Ｒ０の一部（０次光成分Ｒ０の光スポットの中央
部分）と、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎの全てもしくは一部とが入射する位置に形成されてい
る。副回折領域２１１Ａ１及び２１１Ｂ１は、少なくとも０次光成分Ｒ０の残部が入射し
、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎについては全て入射しないか、もしくは一部が入射する位置に
形成されている。そして、周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂは、０次光成分Ｒ０及び±
１次光成分ＲＰ１、ＲＮ１のいずれも入射しない位置に形成されている。
【０２８２】
　主回折領域２１０ＡのＹ２軸方向の幅は、図６２に示されるように、０次光成分Ｒ０の
Ｙ２軸方向における光スポット径よりも狭く、且つ、光成分ＯＲｐ、ＯＲｎのＹ２軸方向
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における幅以下であり、さらに、０次光成分Ｒ０のＸ２軸方向の中心部に向かうにしたが
って狭くなるように設計されている。したがって、実施の形態１１の図３８について説明
したホログラム素子２１との構成及び作用についての差異は次のような点にある。図３８
で示す境界線２１ｅａ及び２１ｅｂがそれぞれＸ２軸方向に平行な直線であるのに対して
、本実施の形態の境界線２１ｅａ１及び２１ｅｂ１は、「Ｖ」字状であり、０次光成分Ｒ
０のＸ２軸方向の中心位置にそれぞれの「Ｖ」字の底部が向かい合っている。このため、
主回折領域２１０Ａへ入射する０次光成分Ｒ０が減少し、反対に副回折領域２１１Ａ１及
び２１１Ｂ１へ入射する０次光成分Ｒ０の残部が増大する。これによって情報記録層以外
の情報記録層からの迷光成分の光強度に対する副プッシュプル信号ＳＰＰの光強度の比率
を大きくすることができ、その結果、トラッキングエラー信号の品質を向上させることが
できる。
【０２８３】
　なお、本実施の形態においては、境界線２１ｅａ１及び２１ｅｂ１を「Ｖ」字状とした
が、これに限定されるものではなく、副回折領域２１１Ａ１及び２１１Ｂ１に入射する０
次光成分Ｒ０が増大するような直線群、あるいは曲線、もしくは直線と曲線からなる境界
線であればよい。
【０２８４】
　以上に説明したように、本実施の形態のホログラム光学素子２１Ａにおいては、副回折
領域に入射する０次光成分を増大させることができるので、これによって情報記録層以外
の情報記録層からの迷光成分の光強度に対する副プッシュプル信号ＳＰＰの光強度の比率
を大きくすることができ、その結果、トラッキングエラー信号の品質を向上させることが
できる。
【０２８５】
実施の形態１８．
　次に、本発明に係る実施の形態１８の光ヘッド装置について説明する。本実施の形態に
おいては、複数の規格に対応したそれぞれの波長に応じて複数の対物レンズを用いる光ヘ
ッド装置において、対物レンズの位置が光ディスクの半径線からタンジェンシャル方向に
離間した位置にあり、この位置から対物レンズがラジアル方向に移動する場合に、トラッ
キングエラー信号の品質低下を最小にするものである。なお、ここで半径線とは、図６３
において、光ディスクＯＤの中心を通るＲで示した直線であり、対物レンズが移動するラ
ジアル方向は、図６３において、半径線Ｒからタンジェンシャル方向に離間した位置に平
行に走るＲ１で示した直線である。
【０２８６】
　図６３は、本実施の形態における光ヘッド装置において、光ディスクの表面の一部と対
物レンズとの配置関係を示す平面図である。対物レンズ１８は、光ディスクＯＤの半径線
Ｒからタンジェンシャル方向（Ｙ軸方向）に距離Ｄｓだけ離間した走査線Ｒ１上を、ラジ
アル方向（Ｘ軸方向）に平行に、且つ、光ディスクＯＤの情報記録領域の最内周Ｃ１から
最外周Ｃ３までを移動し、所望の光ディスクの中心からの位置で記録もしくは再生が行わ
れる。ここで、最内周トラックＣ１における対物レンズ１８の位置での接線をＴ１とし、
最外周トラックＣ３における対物レンズ１８の位置での接線をＴ３とする。通常、対物レ
ンズは光ディスクの半径線Ｒ上を最内周から最外周まで走査するように構成されている。
実施の形態１２について説明したように、複数の規格に対応したそれぞれの波長に応じて
複数の対物レンズを用いる光ヘッド装置がある。このような光ヘッド装置においては、一
つの対物レンズを光ディスクＯＤの半径線Ｒ上を走査するように配置し、他の対物レンズ
を半径線Ｒからタンジェンシャル方向に離間させて配置させる構成が考えられる。対物レ
ンズが光ディスクＯＤの半径線Ｒ上を走査する場合には、任意の半径において接線方向は
タンジェンシャル方向（Ｙ軸方向）に限定されるが、図６３に示すように、半径線Ｒから
平行に距離Ｄｓだけ離間した走査線Ｒ１では、光ディスクの中心からの位置及び離間距離
Ｄｓに依存して接線の方向が変化する。たとえば離間距離Ｄｓを５ｍｍとして、ＢＤの規
格に基づいて接線の角度をＹ軸方向となす鋭角で示すと次のようになる。ＢＤ規格におけ
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る情報記録領域の最内周半径は２１ｍｍなので、離間距離Ｄｓが５ｍｍの位置の接線角度
は１４．２度となる。また情報記録領域の最外周半径は５８．５ｍｍなので、離間距離Ｄ
ｓが５ｍｍの位置の接線角度は４．９度となる。ここで、光ディスクの中心からの位置と
その接線角度は非線形的な関係にある。最内周と最外周の接線角度の中点である９．６度
の接線Ｔ２となるトラックＣ２の半径は３０．４ｍｍと計算される。
【０２８７】
　図６４は、本実施の形態において、対物レンズ１８が光ディスクＯＤの半径線Ｒから離
間した走査線Ｒ１上にあるときの、ホログラム光学素子２１の光入射面の構成と光スポッ
トとの位置関係を概略的に示す平面図である。ホログラム光学素子２１は、実施の形態１
１で示したものと同じ構成で、３つの回折領域及び境界線の構成も実施の形態１１と同じ
である。対物レンズ１８が光ディスクＯＤの半径線Ｒから離間した走査線Ｒ１上にあるた
め、ホログラム光学素子２１に入射する０次光成分Ｒ０、＋１次光成分ＲＰ１及び－１次
光成分ＲＮ１の３つの光スポットは、ラジアル方向（Ｘ２軸方向）から傾斜した線上に形
成される。このとき、ホログラム光学素子２１は、ラジアル方向（Ｘ２軸方向）から角度
θＤだけ傾斜させて配置されている。言い換えれば、主回折領域２１０と副回折領域２１
１Ａ及び２１１Ｂとが並行して配置される方向が、タンジェンシャル方向（Ｙ２軸方向）
から角度θＤだけ傾斜させている。光スポットに対する、ホログラム光学素子２１の３つ
の回折領域及び境界線の構成も実施の形態１１と同じである。ホログラム光学素子２１が
傾斜して配置される角度θＤは、対物レンズ１８がラジアル方向に移動しても一定である
が、ホログラム光学素子２１に入射する光スポットＲ０、ＲＰ１及びＲＮ１が配置される
線の角度は、対物レンズ１８の光ディスクの中心からの位置に依存して変化する。
【０２８８】
　図６５は、本実施の形態において、対物レンズがラジアル方向に移動した場合の、ホロ
グラム光学素子の光入射面と光スポットとの位置関係を概略的に示す平面図である。図６
５（ｂ）は、ホログラム光学素子２１が固定の角度θＤで配置されており、３つの光スポ
ットＲ０、ＲＰ１及びＲＮ１も丁度同じ角度だけ傾斜して形成される場合を示している。
このような状態は、光ディスクの情報記録領域の最内周Ｃ１から最外周Ｃ３までのいずれ
かの位置に対物レンズ１８がある場合（たとえば、図６３のＣ２の位置）に生じる。図６
５（ａ）及び（ｃ）は、対物レンズ１８が図６５（ｂ）に対応する位置から光ディスクＯ
Ｄのラジアル方向（Ｘ２軸方向）にシフトした場合のホログラム光学素子の光入射面と光
スポットとの位置関係を示したものである。対物レンズ１８は、情報トラックの追従のた
めのトラッキング動作として、ラジアル方向に移動する必要があり、たとえば、図６５（
ａ）は、光ディスクＯＤの内周側に移動した場合であり、図６５（ｃ）は、光ディスクＯ
Ｄの外周側に移動した場合である。対物レンズ１８の移動の方向がラジアル方向であるた
め、３つの光スポットＲ０、ＲＰ１及びＲＮ１もホログラム光学素子２１の面上をラジア
ル方向（Ｘ２軸方向）に沿って変位する。したがって、ホログラム光学素子２１の傾斜角
度θＤと３つの光スポットＲ０、ＲＰ１及びＲＮ１の移動方向とが異なることになる。こ
のため、たとえば図６５（ａ）で示すように、対物レンズ１８が光ディスクの内周側への
移動した場合は、０次光成分Ｒ０の一部が周辺回折領域２１２Ｂに入射するようになる。
反対に、図６５（ｃ）で示すように、対物レンズ１８が光ディスクの外周側への移動した
場合は、０次光成分Ｒ０の一部が周辺回折領域２１２Ａに入射するようになる。このよう
な現象は、重なり領域の光成分ＯＲｐ及びＯＲｎについても同様に発生する。したがって
、対物レンズ１８がラジアル方向に移動することにより、その移動量に対応して、トラッ
キングエラー信号が変化し、信号の品質が低下することになる。この現象は、対物レンズ
１８が、光ディスクＯＤの半径線Ｒから離間した走査線Ｒ１上にある場合には、避けられ
ない問題となる。
【０２８９】
　上述したトラッキングエラー信号の品質を最小限にするために、図６４で示すホログラ
ム光学素子２１の傾斜の角度θＤを、次のように設定することが好ましい。まず、対物レ
ンズ１８のシフトによる３つの光スポットＲ０、ＲＰ１及びＲＮ１の移動方向はラジアル
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方向（Ｘ２軸方向）に限定されるため、この観点からはθＤはＸ２軸方向に対して傾斜さ
せない（０度）ことが好ましい。一方、３つの光スポットＲ０、ＲＰ１及びＲＮ１の配置
が傾斜する最大の角度は、対物レンズ１８が情報記録領域の最内周Ｃ１に位置する場合に
起こり、上述のようにＢＤ規格の場合には、走査線Ｒ１の離間距離Ｄｓを５ｍｍとすると
１４．２度である。したがって、ホログラム光学素子２１の傾斜の角度θＤを、０度と１
４．２度の間に設定し、さらに好ましくは中点である７．１度に設定すれば、情報記録領
域にわたって平均的に、０次光成分Ｒ０の一部や重なり領域の光成分ＯＲｐ及びＯＲｎの
一部が、所定以外の回折領域に入射する現象が最小となり、トラッキングエラー信号の品
質低下を最小にすることができる。言い換えれば、主回折領域２１０と副回折領域２１１
Ａ及び２１１Ｂが並行して配置される方向と光ディスクの半径線Ｒ上における接線とがな
す角度を、対物レンズ１８が移動する走査線Ｒ１上で光ディスクＯＤの最内周位置におけ
る接線Ｔ１と前記光ディスクの半径線Ｒ上における接線とがなす角度より小さい角度に設
定することが好ましく、さらにはその角度の１／２に設定することが好ましい。
【０２９０】
　本実施の形態においては、ホログラム光学素子２１の傾斜の角度θＤを、対物レンズ１
８が情報記録領域の最内周Ｃ１に位置する場合の情報トラックの接線角度以下、そして好
ましくはその半分に設定しているので、最内周から最外周に亘る範囲でトラッキングエラ
ー信号の品質低下を平均的に最小にすることができる。
【０２９１】
　なお、ホログラム光学素子２１は、全体を傾斜するように配置したが、外形をＸ２軸方
向及びＹ２軸方向に平行となるような構成などにしてもよく、また外形の形状は任意であ
ってよい。
【０２９２】
　また、実施の形態１６で示したように、周辺領域を遮光領域としたホログラム光学素子
を用いてもよい。
【０２９３】
実施の形態１９．
　次に、本発明に係る実施の形態１９の光ヘッド装置について説明する。実施の形態１８
で示した、複数の対物レンズを備えた光ヘッド装置に用いられるホログラム光学素子の副
回折領域が矩形の形状を有していたのに対して、本実施の形態の光ヘッド装置に用いられ
るホログラム光学素子の副回折領域は矩形とは異なる形状を有している。なお、本実施の
形態における対物レンズは、光ディスクＯＤの半径線Ｒから距離Ｄｓだけ離間した走査線
Ｒ１上にあるものとする。
【０２９４】
　図６６は、本実施の形態におけるホログラム光学素子２１Ｄの光入射面の構成と光スポ
ットとの位置関係を概略的に示す平面図である。ホログラム光学素子２１Ｄは、主回折領
域２１５と、一対の副回折領域２１６Ａ及び２１６Ｂと、一対の周辺回折領域２１２Ａ及
び２１２Ｂという３種類の回折領域を有している。これら３種類の回折領域においては、
回折格子を個別の回折パターン（たとえば、回折格子溝の形状や方向、及び回折格子溝間
隔）で形成することができる。
【０２９５】
　副回折領域２１６Ａ及び２１６Ｂは、内側の主回折領域２１５よりも、光ディスクＯＤ
のタンジェンシャル方向（Ｙ２軸方向）の外側に配置されている。周辺回折領域２１２Ａ
及び２１２Ｂは、これら副回折領域２１６Ａ及び２１６ＢよりもＹ２軸方向の外側に配置
されている。副回折領域２１６Ａ及び２１６Ｂは、Ｙ２軸方向に直交するＸ２軸方向（ラ
ジアル方向）の中心線２１ｃ及びＹ２軸方向の中心線２１ｃ１の交点に関して、互いに１
８０度の回転対称な形状を有しており、周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂは中心線２１
ｃに関して互いに線対称な形状を有する。また、主回折領域２１５と副回折領域２１６Ａ
とは、Ｘ２軸方向に平行な２本の直線と中心線２１ｃ１に沿った直線とで構成される３つ
の直線からなる階段状の境界線２１ｅａ１で互いに分離されており、主回折領域２１５と
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副回折領域２１６Ｂとは、Ｘ２軸方向に平行な２本の直線と中心線２１ｃ１に沿った直線
とで構成される３つの直線からなる階段状の境界線２１ｅｂ１で互いに分離されている。
２つの境界線２１ｅａ１及び２１ｅｂ１は、それぞれ中心線２１ｃとＹ２軸方向の中心線
２１ｃ１との交点に関して、互いに１８０度の回転対称な形状を有しており、中心線２１
ｃ１に沿った段差Ｓを有している。また、周辺回折領域２１２Ａと副回折領域２１６Ａと
は、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｄａで互いに分離されており、周辺回折領域２１２Ｂ
と副回折領域２１６Ｂとは、Ｘ２軸方向に平行な境界線２１ｄｂで互いに分離されている
。以上の説明において、周辺領域２１２Ａ及び２１２Ｂと、境界線２１ｄａ及び２１ｄｂ
の構成は、実施の形態１１の図３８に示したホログラム素子２１と同じ構成である。
【０２９６】
　２つの境界線２１ｅａ１及び２１ｅｂ１がそれぞれ有する段差Ｓは、次のように設定さ
れる。実施の形態１８の図６３に示したように、対物レンズ１８は光ディスクＯＤの半径
線Ｒから離間した走査線Ｒ１上にあり、且つ対物レンズ１８が位置する情報トラックは、
その接線の角度が、最内周と最外周での接線角度の中点となる位置にあるものとする。た
とえばＢＤ規格において、対物レンズ１８の半径線Ｒから離間する距離Ｄｓを５ｍｍとす
ると、その接線角度は９．６度、半径は３０．４ｍｍであることはすでに述べた。この場
合、＋１次光成分ＲＰ１と－１次光成分ＲＮ１とのそれぞれ中心点を結ぶ直線が、ラジア
ル方向（Ｘ２軸方向）となす角度も９．６度となる。ここで、図６６に示したように、０
次光成分と＋１次光成分との重なり領域の光成分ＯＲｐのそれぞれの円弧の交点の一方を
Ｐｐとする。さらに０次光成分と－１次光成分との重なり領域の光成分ＯＲｎのそれぞれ
の円弧の交点のうち、タンジェンシャル方向（Ｙ２軸方向）に沿って交点Ｐｐと同じ側に
ある交点をＰｎとする。したがって、２つの交点ＰｐとＰｎとを結ぶ直線のラジアル方向
（Ｘ２軸方向）となす角度もやはり９．６度となる。２つの境界線２１ｅａ１及び２１ｅ
ｂ１がそれぞれ有する段差Ｓは、２つの交点Ｐｐ及びＰｎのタンジェンシャル方向（Ｙ２
軸方向）に沿った間隔に設定されている。
【０２９７】
　なお、段差Ｓの値を、０次光成分と±１次光成分との重なり領域の光成分の円弧の２つ
の交点のタンジェンシャル方向（Ｙ２軸方向）に沿った間隔で設定したが、この間隔は、
２つの重なり領域の光成分ＯＲｐ及びＯＲｎのそれぞれの中心のタンジェンシャル方向（
Ｙ２軸方向）に沿った間隔と一致する。２つの境界線２１ｅａ１及び２１ｅｂ１のタンジ
ェンシャル方向（Ｙ２軸方向）に沿った幅は一定であり、重なり領域の光成分ＯＲｐ及び
ＯＲｎのタンジェンシャル方向（Ｙ２軸方向）の幅とほぼ等しいように設定されている。
したがって、２つの交点Ｐｐ及びＰｎは、一方の境界線２１ｅａ１に位置する。
【０２９８】
　本実施の形態における光ヘッド装置においては、対物レンズ１８の移動によって、０次
光成分Ｒ０と±１次光成分との重なり領域の光成分ＯＲｐ及びＯＲｎは、ラジアル方向（
Ｘ２軸方向）に変位するが、２つの交点Ｐｐ及びＰｎもラジアル方向（Ｘ２軸方向）に沿
って移動するため、０次光成分Ｒ０と重なり領域の光成分ＯＲｐ及びＯＲｎは、所定の回
折領域からはみ出すことはない。
【０２９９】
　２つの境界線２１ｅａ１及び２１ｅｂ１の段差Ｓは固定なため、対物レンズ１８が、内
周方向もしくは外周方向に移動した場合には、０次光成分Ｒ０の一部と重なり領域の光成
分ＯＲｐ及びＯＲｎの一部とは、所定以外の回折領域に入射して、トラッキングエラー信
号の品質低下を引き起こすが、接線角度の中点を基準に段差Ｓが設定されているため、ト
ラッキングエラー信号品質低下の影響は最小限となる。
【０３００】
　以上説明したように、図６６に示す２つの境界線２１ｅａ１及び２１ｅｂ１の段差Ｓは
、対物レンズ１８が情報トラックの接線が最内周と最画集の接線の中点となる半径位置で
設定されているので、最内周から最外周に亘る範囲でトラッキングエラー信号の品質低下
を平均的に最小にすることができる。
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【０３０１】
　なお、実施の形態１１について説明したように、光成分ＯＲｐ及びＯＲｎの一部を積極
的に副回折領域２１６Ａ及び２１６Ｂに入射するようにすることで、多層の光ディスクに
おける他層からの迷光の影響を抑圧することができるので、境界線２１ｅａ１と２１ｅｂ
１との間隔を所望となるように調整すればよい。
【０３０２】
　また、実施の形態１６で示したように、周辺領域を遮光領域としたホログラム光学素子
を用いてもよい。
【０３０３】
実施の形態２０．
　次に、本発明に係る実施の形態２０の光ヘッド装置について説明する。実施の形態１９
で示した、複数の対物レンズを備えた光ヘッド装置に用いられるホログラム光学素子の主
回折領域と副回折領域とは、Ｘ２軸方向に平行な２本の直線と中心線に沿った直線の３つ
の直線からなる階段状の境界線で互いに分離されていた。これに対して、本実施の形態の
光ヘッド装置に用いられるホログラム光学素子の主回折領域と副回折領域とは、Ｘ２軸方
向に平行な２本の直線と中心線を斜めに横切る傾斜状の直線とで構成された３つの直線か
らなる境界線で互いに分離されたものである。なお、本実施の形態における対物レンズは
、光ディスクＯＤの半径線Ｒから距離Ｄｓだけ離間した走査線Ｒ１上にあるものとする。
また、本実施の形態においては、ホログラム光学素子２１Ｄの中心と０次光Ｒ０の中心と
が一致していない場合であり、ホログラム光学素子２１Ｄの中心と０次光Ｒ０の中心との
配置公差をＴ／２とする。
【０３０４】
　図６７は、本実施の形態におけるホログラム光学素子２１Ｄの光入射面の構成と光スポ
ットとの位置関係を概略的に示す平面図である。ホログラム光学素子２１Ｄは、主回折領
域２１５と、一対の副回折領域２１６Ａ及び２１６Ｂと、一対の周辺回折領域２１２Ａ及
び２１２Ｂという３種類の回折領域を有している。これら３種類の回折領域においては、
回折格子を個別の回折パターン（たとえば、回折格子溝の形状や方向、及び回折格子溝間
隔）で形成することができる。
【０３０５】
　副回折領域２１６Ａ及び２１６Ｂは、内側の主回折領域２１５よりも、光ディスクＯＤ
のタンジェンシャル方向（Ｙ２軸方向）の外側に配置されている。周辺回折領域２１２Ａ
及び２１２Ｂは、これら副回折領域２１６Ａ及び２１６ＢよりもＹ２軸方向の外側に配置
されている。副回折領域２１６Ａ及び２１６Ｂは、Ｙ２軸方向に直交するＸ２軸方向（ラ
ジアル方向）の中心線２１ｃ及びＹ２軸方向の中心線２１ｃ１の交点に関して、互いに１
８０度の回転対称な形状を有しており、周辺回折領域２１２Ａ及び２１２Ｂは中心線２１
ｃに関して互いに線対称な形状を有する。また、主回折領域２１５と副回折領域２１６Ａ
とは、Ｘ２軸方向に平行な２本の直線と中心線２１ｃ１を斜めに横切る傾斜状の直線２１
ｅａ２とで構成された３つの直線からなる境界線２１ｅａ１で互いに分離されており、主
回折領域２１５と副回折領域２１６Ｂとは、Ｘ２軸方向に平行な２本の直線と中心線２１
ｃ１を斜めに横切る傾斜状の直線２１ｅｂ２とで構成された３つの直線からなる境界線２
１ｅｂ１で互いに分離されている。これらの、中心線２１ｃ１を斜めに横切る傾斜状の直
線２１ｅａ２及び２１ｅｂ２は、それぞれ実施の形態１９について説明した段差Ｓと、上
述のホログラム光学素子２１Ｄの中心と０次光Ｒ０の中心との配置公差がＴ／２の場合、
Ｔに相当する幅とをもつものである。
【０３０６】
　実施の形態１１～１８について説明した主回折領域と副回折領域との境界線が一本の直
線で構成されたホログラム光学素子においては、Ｙ２軸方向に位置決め調整が必要である
が、Ｘ２軸方向に関しては位置決め調整は必要なかった。しかしながら、実施の形態１９
について説明したように、主回折領域と副回折領域との境界線が段差を有するホログラム
光学素子においては、０次光Ｒ０の中心と段差の中心との位置が一致している場合はＸ２
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一致していない場合は、Ｘ２軸方向にも細かな位置決め調整が必要となる。
【０３０７】
　本実施の形態のように、ホログラム光学素子２１Ｄの中心と０次光Ｒ０の中心との配置
公差±Ｔ/２に相当する幅と段差Ｓとをもつ中心線２１ｃ１を斜めに横切る傾斜状の直線
を含む直線で主回折領域と副回折領域との境界線を構成することにより、ホログラム光学
素子２１Ｄの中心と０次光Ｒ０の中心とが一致していない場合でも、Ｘ２軸方向の位置決
め調整を不要とすることができる。
【０３０８】
　以上、図面を参照して本発明に係る種々の実施の形態について述べたが、これらは本発
明の例示であり、上記以外の様々な形態を採用することもできる。本発明による光ヘッド
装置及び光ディスク装置は、業務用途、家庭用途、及び車載用途などに適用できるもので
ある。
【符号の説明】
【０３０９】
　１　光ディスク装置、　２　スピンドルモータ、　３，３Ａ～３Ｇ　光ヘッド装置、　
４　スレッド機構、　５　マトリクス回路、　６　信号再生回路、　７　レーザ制御回路
、　８　サーボ回路、　９　収差補正機構制御回路、　１０　スレッド制御回路、　１１
　スピンドル制御回路、　１２　コントローラ、　１３　半導体レーザ、　１４　ビーム
スプリッタ、　１５　コリメータレンズ、　１６Ａ　収差補正機構、　１６Ｂ　レンズホ
ルダ、　１７　アクチュエータ、　１８　対物レンズ、　１９　可動部、　２０Ａ，２０
Ｂ　磁気回路、　２１，２１Ｍ，２１Ｎ　ホログラム光学素子、　２１０　主回折領域、
　２１１Ａ，２１１Ｂ　副回折領域、　２１２Ａ，２１２Ｂ　周辺回折領域、　２２　光
検出器、　２３　主受光部、　２３Ａ～２３Ｄ，２４Ｅ，２４Ｆ，２５Ｇ，２５Ｈ　受光
面、　２４　第１副受光部、　２５　第２副受光部。
【図１】 【図２】
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【図６３】

【図６４】

【図６５】
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【図６６】 【図６７】

【手続補正書】
【提出日】平成24年4月27日(2012.4.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１８８】
　ここで、ｋは、ゲイン係数である。ＭＰＰは主プッシュプル信号を表し、ＳＰＰは副プ
ッシュプル信号を表している。主プッシュプル信号ＭＰＰ及び副プッシュプル信号ＳＰＰ
は、それぞれ次式（２７ａ）及び（２７ｂ）により与えられる。
　ＭＰＰ＝（ＳＡ＋ＳＢ）－（ＳＣ＋ＳＤ）　　・・・（２７ａ）
　ＳＰＰ＝（ＳＥ－ＳＦ）＋（ＳＧ－ＳＨ）　　・・・（２７ｂ）
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